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気候変動政策における国際議論の最重要イシューのひとつは、(国際的な) 負荷分担、もしくは、(将来の) 公約の差異化である。いつ誰が貢献すべきか。地球規模の気候変動をどれだけ緩和するのか。それは技術的能力、経済コスト、責任や公平性といった規範的側面に関係するイシューである。

将来の公約の差異化のため異なるオプションを評価する上で、政策立案者を支援することを目的に開発された、新しい決定サポートツールを本報告書で紹介する。それはFAIR (Framework to Assess International Regimes for differentiation of commitments: 公約差異化のための国際制度評価の枠組) と呼ばれ、オランダの国立環境公衆衛生研究所 (RIVM) によって開発された。FAIRは、定量的な方法で公約の国際的な差異化のための代替オプション範囲を調査し、これらを地球規模の気候変動防止へのターゲットにつなげるよう使うことのできる、対話型 (探索型) コンピュータモデルである。

いわゆるブラジル提案の評価に焦点を当てたFAIRモデルの最初の成果は、ブエノスアイレス (アルゼンチン、1998年11月) のUNFCCCのCOP４席上で公表され、これまで報告されてきた (den Elzen 他、1999年)。以来、我々は、国内外での会議やワークショップ等のさまざまな場においてFAIRモデルの成果を発表してきた。FAIRモデルは、COOL (Climate OptiOns for the Long term: 長期気候オプション) の一部を成す科学-政策対話でも用いられた。長い間、我々の元には非常に有益なコメントや提案が寄せられ、このモデルの有用性を高めてきた。今、我々は、インターネットを通して現バージョンモデルをさらに多くの人々が利用できるようにすべきと考える。そのためには適切なモデル資料とユーザーインストラクションを入手可能な状態にすることが必要であり、それが本報告書を発行する主目的である。本報告書はまたウェブサイト版 (http://www.rivm.nl/fair/、FAIRソフトウェアを無料ダウンロードできる) の基をなすものである。我々はFAIRモデルの開発を引き続き進める予定であり、改善のためのコメントや提案を歓迎する。このように、我々は、国連気候変動枠組条約 (UNFCCC) 下の将来公約の公正な差異化を進めるために、FAIRモデルが多くの議論において建設的役割を果たせるよう願う。
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概要
本報告書は、FAIRモデル (公約差異化のための国際制度評価の枠組) のモデル文書であり使用説明書でもある。FAIRは、定量的な方法で公約の国際的な差異化のための代替オプションの範囲を研究し、そして、これらを地球規模の気候変動防止のためのターゲットと連結するために使うことができる、対話型 (探索型) コンピュータモデルである。

このモデルには、国際公約の制度を評価するための3つの異なるアプローチがある。

1. 参加の拡大：このモードでは、参加や差異化の規則 (1人あたり所得, 1人あたり排出量, 地球温暖化への貢献など) に従い、関与する国の数やその関与レベルが徐々に増加する。

2. 収束：このモードでは、全ての締約国は負荷分担制度に参加し、それぞれは、長い時間をかけて同じ1人あたりレベルに集約していく排出権を持つ。

3. トリプティク：異なる負荷分担規則が、異なる部門 (例：家庭部門での1人あたり排出量の収束、産業部門と発電部門での効率、脱炭素目標) に適用される。

最初の2つのモードは、世界の排出限界から地域での排出枠まで、トップダウン方式を代表するものであり、他方トリプティク･アプローチは、(EUの事例で明らかなように) 特定の排出目標と一体化できたのだが、本質的によりボトムアップ的である。世界的な排出プロフィールを構築し評価するため、FAIRモデルはもう一つのモードを持つ。

4. シナリオ構築：このモードでは、主要気候指標での影響が、構築された又は十分に定義された世界的排出プロフィールをスキャンできる。

キーワード：気候変動、負荷分担、FAIRモデル、将来の公約の差異化、収束、トリプティク･アプローチ、ブラジル提案
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はじめに 
はじめに

長い間、国際的な気候政策決定の中での負荷分担や (将来の) 公約の差異化のための多くのアプローチが、学会からも政界からも提案されてきた。本報告書が示すFAIRモデルは、国際的な負荷分担の特定のアプローチを宣伝するものではない。代わりに、(将来の) 公約の差異化のための措置を評価する上で、いくつかの選択メニューを提供し政策決定者をサポートすることが狙いである (den Elzen他､1999年)。

FAIRは政策決定を助けるツール (いわゆる“スキャナ”) であり、これによってユーザーが、排出許容の配分 (排出権) に関して、異なるアプローチや国際的な負荷分担のための基準の意味を双方向的に評価できるようになる。許容排出については、2区分 (附属書I国と非附属書I国)、4区分 (OECD加盟の附属書I国、OECD非加盟の附属書I国、アジア、その他の開発途上国) または世界の13地域、選択した数ヵ国といった、地域ベースで算出する
。統合気候変動モデル「IMAGE2.1」(Alcamo他, 1998年) に基にしたシンプルな気候変動モデル「meta-IMAGE2.1」(den Elzen, 1998年) を採用したことで、FAIRモデルはユーザーに、地表温度変化や海面上昇といった地球規模での気候変動防止ターゲットに負荷分担計画を関係づけることを可能にする。

FAIRの4つの基本モード

FAIRは以下の4つの基本モードから成る。

1. シナリオ構築：このモードでは、GHG排出についてあらかじめ定義された、あるいは自身で構築した、グローバルな排出プロフィールの気候変動インパクトをスキャンできる。

2. 参加の拡大：このモードでは、関与する締約国の数やその関与度のレベルは、参加と差異化のルール (1人あたり所得や1人あたり排出量、地球温暖化への寄与など)に従い徐々に増加する。

3. 収束：このモードでは、全締約国が負荷分担制度に参加し、それぞれが、時間をかけて同じ1人あたりレベルに集約する排出権を持つ。

4. トリプティク：異なる負荷分担規則は、異なる部門 (例：国内部門での1人あたり排出の収束、産業部門と発電部門の効率、脱炭素目標) に適用される。

本書の構成

本報告書は、第一に、FAIRモデルについての公式文書として、そしてユーザーマニュアルとしての意味を持つ。気候変動分野における国際的負荷分担/差異化コミットメントについての文献にある記述や評価まではここでは触れない。しかし、第2章では、FAIRモデルとその限界の中でのアプローチを理解する上で適切な、国際的な負荷分担/コミットメントの差異化についてのさまざまな側面を概観する。さらに、モデル開発の背景についても説明する。次に、第3章では、モデルのシナリオ構築部分の背景、ならびにモデルに含まれる3つの主要制度アプローチについてより詳しく解説する。第4章、第5章は本報告書の中核であり、モデルを文書化しマニュアルを提示する。

第4章では、(気候) モデル、過去のデータと使用したシナリオ仮説に関する背景情報を詳しく紹介する。第5章では、FAIRのユーザーインターフェースの基本･上級画面についてのデザインやユーザーオプションについて示し解説する。この章ではまた、FAIRモデルはいかに運用され得るか、双方のモデルやそのインターフェース構築に使うMモデル言語のいくつかの特徴を記したテクニカルマニュアルについても触れる。最後に、第6章 (オリジナルのRIVM報告書のみ) では、モデルから得られる特徴や見識を示すモデルを通した「ガイドツアー」を提示する。第6章は本報告書には含まれず、ウェブサイトで見ることができる（http://www.rivm.nl/fair/）。

背景

1.1 はじめに
気候変動枠組条約 (FCCC) の進展でカギとなる政策問題の一つが発展途上国 (非附属書I諸国) の参画である。発展途上国からの排出は、現在は世界の温室効果ガス (GHG) 総排出量のわずかな部分を占めるにすぎないが、数十年のうちには途上国排出量が先進国 (附属書I) のそれ以上に大きくなるであろうことが予測されている。しかしFCCCの交渉段階ですでに発展途上国は、過去の排出を考えれば先進諸国が気候変動問題の第一の責任を負い、最初に行動すべきであると強く訴えた。これは先進国と発展途上国には「共通だが差異のある責任 (3.1)」があると謳ったFCCC (1992年) で正式に認識を得ている。

このことは、いわゆるベルリン・マンデート (1995年、追加コミットメントを先進国に制限) で再び認識された。しかし京都議定書の交渉期間中、特に米国が主張する「主要途上国の意味ある参加」のため、世界的な排出制限への途上国の (将来の) 参画が再び問題となった。1997年、先進各国は京都で開催された第3回締約国会議 (COP3) において、2008～2012年までに1990年排出レベルから平均5.2％の温室効果ガスを削減することで合意した (UNFCCC, 1998年)。京都議定書には開発途上国への新しいコミットメントは盛り込まれなかったが、「主要途上国の意味ある参加」なしには米国は議定書を批准しないだろうとの見通しから、途上国参画問題はそれまで以上に注目を集めた。さらに、いくつかの途上国が新しいコミットメント受け入れを自発的に表明したことで (特に、ブエノスアイレスで開かれたCOP5でのアルゼンチンとカザフスタン)、途上国参画をめぐる論議はさらに勢いづいた。

1.2 公約差異化のための国際的制度の諸側面
これまで、地球規模の気候変動政策における国際的な負荷分担の問題は、特に1992年リオデジャネイロの気候変動枠組条約署名に至る段階で、多くの関心を集めてきた (Grubb, 1989年、Krause他, 1989年、Agarwal, 1991年、Grubb他, 1992年、den Elzen他, 1992年、GrublerとNakicenovic, 1994年、Rose, 1992年等を参照)。1995年、第1回締約国会合でのベルリン･マンデート採択後、分析の焦点は、附属書I諸国の中での負荷分担へと移った (Torvanger他, 1996年、Kawashima, 1996年、ReinerとJacoby, 1997年、Blok他, 1997年、Mets, 2000年等を参照)。京都議定書の採択には、地球規模の負荷分担への関心が改めて浮上することは予期できるものだった。文書では負荷分担は共通の概念であるものの、この議論では、FCCCに記された“公約の (将来の) 差異化”という用語で定着しそうである。従って本書でも“負荷分担”に代わってこの言葉を用いる。

「将来の公約の差異化」に関する議論のキー･イシューは、公平あるいは公正となるだろう。公平は普通、原理原則に関係する。しかし本書で後述するように、将来公約の差異化のための制度には、公平原則だけでなくより多くのディメンジョンがある。将来公約の差異化のためにありうる制度を論じる際、これら全てのディメンジョンに注意する必要がある。それでもなお、公平原則は、それら制度の中心に、明白にあるいは暗示的に存在するのである。ここでは、我々はまず、気候変動の政策を策定する上での、国際的負荷分担に関する文献に見られるさまざまな公平原則について簡単に概観する。

公平原則

公平性には、一般に容認された定義がない。公平原則とは、分配の公正又は公平のより一般的な考えもしくは意向、概念のことを指す (Rose他, 1992年)。Roseらは地球温暖化の制度を3つの代替公平基準に分類する (1997年)：

1. 配分に基づく基準：公平な負荷分担を、排出権配分または排出負担分配のための原則の見地から規定する。

2. 結果に基づく基準：公平な負荷分担を、その結果 (特に経済効果の配分) の見地から規定する。

3. プロセスに基づく基準：公平な負荷分担を、排出負担の分配へ到達するプロセスの見地から規定する。

この差異化は、FAIRモデルにおいて採用されたアプローチを理解するために重要である。なぜなら、このモデルのみが将来の公約のための配分に基づく基準を組み込んでいるからだ。結果に基づく基準は、公約のあらゆる配分に起因するコスト (及び便益) (投資コストか効用効果のいずれかに関して) の配分を通常参照する。これに必要とされる経済モデルの枠組みは、(現在の) FAIRモデルの一部ではない。そのようなアプローチにまつわる一般的な問題は、その結果が政策立案者に通常ほとんど透明ではない複合経済モデルに依存する。しかしながら、将来の公約の差異化のためのオプションのコスト、及び、経済的インパクトが重要な政策考察事項であるので、本書では、少なくとも費用関数をモデルの将来のバージョンに入れるつもりである。

Ringius他 (1998年) は、気候変動に関連した公平原則のタイプに基づき、別の分類法を用いた。それらは以下の5つの公平原則に分けられる。

1. 平等 (egalitarian)：人々は、空気を利用するうえで対等な権利を持つ

2. 主権 (sovereignty)：現在の排出は、現時点では現状と (割当量) 同じである

3. 水平 (horizontal)：同様の (経済) 条件のもとでは、複数のアクターは、同様の負荷分担責任と排出権利を持つ。

4. 垂直 (vertical)：支払能力のキャパシティがより大きい者が、より大きな (経済的) 負担を負う。

5. 汚染者負担 (polluter pays)：問題への関与がより大きい者が、より大きな経済的負担を負う。

実際これらは、負荷分担の提案はしばしば、異なる公平原則に関連する定説を用い、また、気候変動における経済的環境的側面の双方に関係する複合的基準を用いることに留意する (Kawashima, 1996年、Ringius他, 1998年等参照)。これらの意見では、水平的公平の原則は、京都議定書の交渉中、支配的だった。京都議定書ならびにFCCCでは、先進国と途上国との関係が垂直的公平と汚染者負担に及ぶことをより明確に示している。

より最近の研究では、将来の国際的な気候変動交渉の中での負担差異化への広く受容されるアプローチのための最も適切な要素に重点を置きつつ、Ringiusらが、公平原則の類型学あるいは「分配公平の原則」を以下の3つのキー原則に単純化している (Ringius他, 2000年、Torvanger他, 2000年)。

1. 責任 (guilt)：コストは、問題を起こしたことに対する締約国の責任シェアに比例して分配されるべきである。

2. 能力 (capacity)：コストは、支払能力に比例して分配されるべきである。

3. 要求 (need)：全ての個人は、相応の生活水準を含めた最低限の基本的人権を保障するために、平等な排出権をもつ。

この単純化した類型学の興味深い原義は、特に、以下に示すFCCC第3章1項の中の、FCCC自体の公平に対する考え方と似ている：

「共通だが差異のある責任とそれぞれ能力に従い、公平に基づき、各締約国は、現在、そして将来の世代のために気候変動を防止すべきである…」

こうした理由から、本書ではFCCCに倣い、Guiltに代えてresponsibilityを使うことを除き、Ringiusらの用語に従うこととする。

従来の類型学と比べると、主権の原則は、もはや対象から外れたようである。彼らの視点では、この原則は、公平義務の原則 (例：均一削減) や国際的交渉でのデフォルト･オプションの背後にあるものだが、関係諸国間の大きな不均等の状況下では十分な妥当性をもはや持たないようである。しかしながらこの原則は、収束アプローチに例証されるように、まだ妥当性がありそうである (以下参照)。

他制度のディメンジョン

気候変動分野の国際的な負荷分担に関する多くの議論は、公正あるいは公平の分配の原則に焦点を当てている。区別できる国際的制度の、他の重要なディメンジョンがいくつか存在する (Pershing, 1999年等参照)。

1. コストと便益の分配。最初のディメンジョンは、負荷分担制度がコストの配分だけでなく、気候変動による便益の配分も計上すべきかどうか、という問題に関係する。典型的な「コスト-便益アプローチ」では、幾つかの締約国は排出を制限するよう要請されうるため、排出削減/抑制への努力の配分は、同じく便益を配分する際にも根拠とすべきであり、他方では、それらは気候変動で実際に利益を得るかもしれない。同時に、排出削減/抑制への努力の配分は、同じく損害を配分する際の根拠となるべきである。しかしながら、気候変動分野における国際的な負荷分担に「コスト-便益アプローチ」を応用することは、気候変動インパクトの不確実性が高いことが大きな障壁であり、従ってあまり現実的とはいえない。実際、FCCCや京都議定書での現在のアプローチは、(脆弱な) 国々が気候変動のインパクトに適応するのを助けるために、個別の共有メカニズムを作ることであるように思われる (京都議定書、第12章8項参照)。

2. 問題の定義。第2のディメンジョンは、気候変動問題がはたして、汚染問題または公共利益の課題のいずれに定義されるかという論点に関連する。前者では、排出削減負担の公平な配分を発見することが1つであり、後者では、空気の持続可能な利用の公正な配分を見つけることである。これらの異なるアプローチは、負荷分担制度の策定と密接な関係がある。第1のアプローチでは、負荷分担は、どの国が、自身の汚染をどの程度削減すべきかという定義づけをターゲットとし、第2のアプローチでは、負荷分担は、どの国がどのような排出権を持つかをターゲットとするであろう。国際的な気候変動政策を策定する中で排出権取引のような柔軟なメカニズムが承認されたことで、実排出レベルが許容排出レベルと同じである必要がなくなったため、権利配分に基づく負荷分担は、以前と比べて実現可能性が高まった。同時に“割当量”のような概念の導入は、排出権についての議論を引き起こした。多くの発展途上国は、排出取引と“割当”量の導入は、福祉の公平な配分についての議論から分離されるべきでないという見解を持っている（京都およびブエノスアイレスでのインド代表団の声明、環境科学センター(CSE), 1998年）。

3. 排出限界（制限）。第3のディメンジョンは、負担の定義方法に関係する。世界全体での排出許容量を定義するとともに、必要とされる全体の削減努力を配分するための一定の参画と負荷分担ルールを適用することにより、トップダウンで負担を定義しうる。もしくは、ボトムアップ方式で、全体的な排出削減努力を事前に定義することなしに、排気ガス削減努力を、関係国間に割り当てることもできる。

4. 参画。第4のディメンジョンは参画に関するもので、すなわち、いつ誰が参画するべきか、という問題である。負荷分担についての議論では、全締約国の参画を前提とするように見えることもある。このことは、京都議定書（非附属書B国の責務を含まない）で例証されたように、必ずしもその事例であるとは限らない
。将来公約の差異化のための制度は、負荷分担のルールだけでなく、参画へのルールについても関係がある。

5. 公約の形態。第5のディメンジョンは、負担、又は公約の形態である。このことは必ずしも全ての締約国に同じである必要はない。非附属書I諸国の将来の公約が、現在の附属書I国のものと異なる性質であろうことは、大いに考えられる（例：Baumert他, 1999年、Claussen他, 1998年を参照のこと）。

1.3 FAIRにおける制度と方法のディメンジョン
FAIRモデルは、将来公約の差異化への異なるアプローチの結果を評価できるよう設計された。FAIRの3つの方法 (mode) は、前述した制度の他のディメンジョンの大半と並んで、異なる公平原則の双方を結合する (表2.1参照)
。FAIRの現バージョンに用いる方法とオプションを選ぶため、実際的・理論的の両面から考察がなされた。主な実際的考察とは、例えばブラジル提案
のような、政策への真剣な関心を (すでに) 得たアプローチを盛り込むことであった。より理論的な考察とは、国際的な気候変動制度の想定される評価に関係する。FCCC発展のため、2つの概念が考えられる。

1. FCCCの下での公約拘束を始める、附属書B国グループの漸進的な拡張。
2. 全締約国の権利と義務を定義する、包括的な政治体制の構築。

第1の制度は、FCCCの下でさまざまな締約国の責務を差異化する、現行の議定書アプローチが緩やかに拡張することを意味するとともに、参画ルールと、負荷分担 (主に増加する意思決定に基づく) との双方のついて、論議を包含するといえるだろう。このタイプの制度を本書では「参画拡大」と呼ぶ。第2の制度は、議定書アプローチからの大きな変位であり、権利と義務の配分および長年にわたる発展についての長期的展望を持つといえる。後者の明確な事例が、Global Commons Institute
が提唱したいわゆる“収縮と収束contraction and convergence”である。これは、収縮する地球全体の排出プロフィールのもとで、“1人あたり排出傾向”の収束に基づき排出許可を規定する。CSEが基本排出権を説明するために提案したような、異なる変数の可能性があるため、本書ではこのアプローチを単に「収束」と呼ぶ。

それに代わる進展として、国家レベルからセクタ政策レベルへと焦点が移ることもありうる。それはFCCC締約国の一部に適用されうるものだが、一握りの主要多国籍企業 (鉄鋼産業、自動車産業、石油化学工業等) が世界の産業界を支配しているように、本質的に十分国際的であるといえる。このような焦点の移動は、公約を定義する上でのよりボトムアップ的なアプローチと調和するだろう。ボトムアップアプローチの簡単な例は、トリプティクアプローチの世界的な応用だろう。トリプティクアプローチ (Blak他, 1997年) は、他の2つのアプローチとは全く異なる選択肢である。このアプローチは、京都会合以前のEUにおいて、域内の負荷分担合意を定義づける際に大いに利用されており、将来公約を規定する魅力的なアプローチと考えられる負荷分担についての文献にも見られる (Ringius, 1998･2000年、Torvanger, 2000年参照)。FAIRモデルでは、トリプティクアプローチの原型をいくらか単純化したバージョンを盛り込んだ。それは、アプローチを世界規模で適用できるためであり、また他の2つの方法で私用する (シナリオ) データと一致するためである。3つの異なる方法については次の章でより詳しく説明する。

表  2.1.  FAIRの3種のモードと国際的な負荷分担の異なるディメンジョン

	ディメンジョン
	参画拡大
	収束
	トリプティク

	公平の原則

· 責任
· 能力
· 需要
	X

(X)

X
	(X)

X
	X

(X)

	問題の定義

· 汚染問題
· 世界の共通課題
	X
	X
	X

	排出制限

· トップダウン
· ボトムアップ
	X
	X


	X

	参加

· 部分的
· 全体
	X

X
	X
	X

	公約の形態

· 均等
· 差異化
	X
	X
	X

X


方法論
1.4 はじめに
我々は、異なる第1次排出権配分の影響を評価するために、FAIRモデルを開発した。このモデルは、負荷分担への多様な基準を使用できるような方法で設計されており、そのため政策決定者が国際的な負荷分担への措置を評価するのをサポートでき、かつ対話型で使うことができる。FAIRモデルは、負荷分担計画をグローバルな気候変動防止ターゲットと関係づけ、それぞれの地域排出権を算定する。気候変動計算は、シンプルな気候変動評価モデル“meta-IMAGE”によって行われる。FAIRモデルは、2地域 (附属書I諸国, 非附属書I諸国)、4地域 (OECD加盟の附属書I諸国, 非OECD加盟の附属書I諸国, アジア, 他の開発途上地域)、世界13地域 (IMAGE2.0の下)、そしていくつかの選択した国
のための、さまざまな負荷分担アプローチの意味を、世界のさまざまな排出プロフィールの下で計算することができる。

このモデルには、負荷分担計画を規定する3つの異なるアプローチがある。

1. 参画拡大：このモードでは、参加や差異化の規則 (1人あたり所得、1人あたり排出量、地球温暖化への貢献など) によって、関与する国の数やその関与レベルが徐々に増加する。

2. 収束：このモードでは、全ての締約国は、時間をかけて等しい1人あたりレベルへと集約する排出権をもつ形で負荷分担制度に参加する。

3. トリプティク：異なる負荷分担ルールは、異なる部門 (例：国内部門での1人あたり排出量の収束、産業部門と発電部門の効率･脱炭素目標) に適用される。

最初の2つのモードは、世界の排出限界から地域の排出割当量まで、トップダウン方式を代表するものであり、これに対しトリプティク･アプローチは、(EUの事例で明らかなように) 特定の排出目標と一体化しうるが、本質的にはよりボトムアップ的である。世界全体での排出プロフィールを構築し評価するため、FAIRモデルにはもう一つのモードがある。

4. シナリオ構築：このモードでは、主要な気候指標に関する影響が、構築されたか又は十分に定義されたグローバルな排出プロフィールをスキャンし得る。

1.5 シナリオ構築
FAIRのシナリオ構築方法はユーザーに対し、自身のグローバル排出シナリオを対話型で定義するか又は事前に定義されたグローバルな排出シナリオのうちの１つを選択することを可能にし、グローバルな気候変動指標 (すなわち地球規模の平均表面温度変化、グローバルな温度変化レート、および地球規模の平均海面上昇) に関する気候変動シナリオのインパクトを評価する。

方法論

排出シナリオを評価するために、本書では、世界的に統合されたシンプルな気候変動評価モデル･meta-IMAGE2.1 (以後、meta-IMAGEとする) (Elzen, 1998年、Elzen他, 1997年) を活用した。meta-IMAGE2.1は、FAIRモデル体系に不可欠な部分をそれ自体形成するものである。meta-IMAGEは、気候変動評価モデルIMAGE2の簡易バージョンである。IMAGE2は地理的に明白なレベル（0.5°×0.5°緯度-経度グリッド）での、生物圏-気候変動システムの複雑で長期的な動態をより徹底して解説することを目指している (Alcomo, 1994、Alcomo他, 1996年;1998年)。meta-IMAGEは、ランタイムの短いいわゆるメタ-モデル
(すなわち、より柔軟で透明･かつ対話型シミュレーションツール) であり、多様なIMAGE2.1排出シナリオでの温室効果ガス濃度、地球平均気温上昇や海面上昇についての予測を、グローバルなスケールで適切に再現する。meta-IMAGEは、グローバルな炭素循環モデル (den Elzen他, 1997)、大気の化学物質モデル (Krol & van der Woerd, 1994年)、気候変動モデル (Wigley & Schlesinger, 1998年および Wigley & Raper, 1992年の収束拡散エネルギーバランスボックスモデル) の統合で構成する。meta-IMAGEには、次の新しい要素が最近補足された。(i) 改正ブラジルモデル (Filho & Miquez, 1998年)､ (ii) 代替温度上昇計算 (den Elzen & Schaeffer, 2000年) のためのさまざまな大気-海洋総合循環モデル (Atmosphere-Ocean General Circulation Models: AOGCMs) のシミュレーション実験に基づく、グローバルな温度衝撃応答係数 (IRFs。例：Haselmann, 1993参照)。この体系が、異なる気候変動の感度や世界全体での硫黄排出の予測を可能にもする (5.1参照)。

1.6 参画拡大
参画拡大アプローチ (モード) では、関与する締約国の数とその負荷分担レベルは、参画と負荷分担規則 (1人あたりの排出、ブラジル提案での地球温暖化への寄与、等) に基づき長期にわたり緩やかに増加していく (UNFCC､1998年)。このアプローチは基本的には汚染者負担の原則に基づいているが、(開発の) 必要性と行動キャパシティを考慮して調整された。Berkとden Elzen (1998年), den Elzen他 (1998年) は第4回締約国会合 (COP4､1999年) の席上、このアプローチを初めて紹介した。後にこのアプローチは、参加段階がより多様になったことで‘マルチ-ステージ’アプローチとも呼べるほどに拡張された (下記参照)。

参画拡大の基本様式での手順は次のとおりである。最初に、長期の目標排出シナリオ (濃度安定シナリオ＝収束シナリオ。京都議定書を含む、あるいは除外する収束シナリオ) を選択する。それぞれ5年の節目には、以下の参加規則により、いつ、どの国が参加すべきであるか決定する。

より具体的には、

· 全ての附属書I締約国は、目標排出シナリオが京都議定書を考慮するか否かによって、2000年に即座に参加するか、もしくは京都期間 (2013年) 以降に参加する。

· 非参加締約国 (非附属書I諸国) は、各国が参加閾値を満たすまで、個々のベースライン排出シナリオ (参照シナリオ) に従う。

· 参加閾値は、収入and/or排出レベル、又は選択された開始年に基づく。

次に、負荷分担ルールは、どの国がどの部分の負担を負うかを決定する。FAIRモデルでは、負荷分担ルールのさまざまなオプションを利用できる。

方法論

“参画拡大”モードでは、FAIRモデルは地域/国に認めた排出量 (排出許可) を計算する。

1. このモデルは5年の節目ごとに、地域/国が、選ばれた参加規則をどれだけ満たすかを評価する。ある地域/国がこれら規則を１つ以上満たせば、次のステップまでの間、排出削減負担をシェアしはじめる。それ以外の地域は個々のベースライン排出シナリオに従う。

2. 次の目標年次に認められた世界全体での総排出量から、非参画地域/国のベースライン排出量を差し引くことで、必要な排出削減努力 (図3.1の黄色のブロック) が決まる。

3. 負荷分担キー (例：CO2排出やCO2が誘発する気温上昇への寄与など) の中で参加地域/国それぞれがどの程度のシェアを担うかは、個々の参加地域/国の排出削減努力によって決まる。長期的には、各国で排出削減が進み、また他の地域/国が負荷分担に参加しはじめることから、排出削減努力の中での地域/国のシェアは変化する。
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Framework to Assess International Regimes for burden sharing
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Welcome to the FAIR world e

One of the most contentious issues in intemational climate policy development is the issue of (interational) burden sharing, or as we prefer to
narme it, ifferentiation of (future) commitrents: who should contribute when and how much to mitigate global climate change? It is an issue related
to both technical capabilties, econamic costs, as well as normative aspects such as responsibility and equity.

This site presents a new decision-support tool, developed with the aim of assisting policy makers in evaluating diflerent ptions for difierentiation of
future commitrents. |t is called FAIR (Framework to Asses Intemational Regimes for difierentiation of commitments) and was developed at the
National Institute of Public Health and the Environment (RIVM), in The Netherlands. FAIR is an interactive - scanner-type - computer model that can
be used to explore a range of altemative options for interational diflerentiation of commitments in a quantitative way and link these to targets for
global climate protection

The first results of the FAIR model, focussing on an evaluation of the so-called Brazilian proposal were presented at the UNFCCC/COP-4 conference
in Buenos Aires (Argentina, Novernber 1996), and have been reported before (den Elzen et al, 198). Since then we have presented FAIR model
results at various occasions, such as (inter-) national conferences and workshops. Over time, we have received very useful comments and
suggestions that have enhanced the usefulness of the model. Now, we feel we should make the present version model available to a wider audience
via the Internet. This requires the availability of proper model documentation and user instructions, which is the main purpose this site intends to
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図 3.1 “参画拡大”モードでの、FAIRによる地域排出許容量の計算

多段階（マルチステージ）

「参画拡大アプローチ」は、以下にあげる2つの追加ステージを導入することで精度を上げることができる。排出の安定化と、脱炭素の目標である。

1. 排出の安定化。この場合、選択された参画閾値のいずれをも満たす領域/国は、実際に負荷分担制度に入る前に、ユーザーが規定する年数の間、絶対または1人あたり排出量をまず安定させる。

2. 脱炭素の目標。この場合、ある地域/国について、領域内の許容排出量を脱炭素目標によって抑制する段階にいつ入るかを規定するのに、排出and/or所得ベースの閾値 (脱炭素閾値) の追加セットが用いられる。これらの脱炭素目標は、経済の炭素強度 (国内総生産 (GDP) 又は購買力平価 (PPP) あたりCO2排出量) の削減率を決める。地域/国は、排出安定化and/or負荷分担の段階について選ばれた参加閾値のいくらか満たすとき、この段階を終える。

これら2つの追加ステージは、地域/国が負荷分担閾値のいくつかを満たすとき、その許容排出量が急激に変化することを防ぐために導入された。理想的には、脱炭素の段階は、許容排出量増加の削減という結果となる。そして安定化ステージは、許容排出量増加と、後に続く減少との中間ステージの役割を果たす。まとめると、参画拡大モードは、以下に要約するように、締約国の間で長期的に公約を差異化するための、4段階の制度を示している。

· ステージ１：レファレンスシナリオ：脱炭素閾値を満たすまで、非参画国 (非附属書I国) はまず自身のベースライン排出シナリオ (レファレンスシナリオ) に従う。

· ステージ２：脱炭素目標：続いて非参画国は、自国経済の炭素強度削減率によって規定された、脱炭素目標が許容排出量を抑制する段階に入る。その領域が、選ばれた参画閾値のいくつかを満たすと、この段階を終える。

· ステージ３：排出安定化：続いて非参画国は排出安定化期間に入る。ここでは、非参画国が実際に負荷分担制度に入る前に、ユーザーが規定する年数の絶対又は1人あたり排出量を安定させる。

· ステージ4：排出負荷分担制度：そして、負荷分担制度が参画地域のそれぞれに対し、排出削減を決定する。

Box 3.1
購買力平価 (PPP)

購買力平価（PPP）は「1人あたりGDP」に代わる指標であり、さまざまな地域における個人の相対的な購買力に基づいている。任意の国における１ドルの価値、すなわち、ある物品を購入するため必要な額を、同じ品を米国で購入するのに必要な額と比較して表す。

具体的には、国際的に比較を行うため、現地通貨をある共通項（大半がUS$）に替えることも必要である。しかしその際、いくつか問題が発生する。最も重要なことの一つは、為替レート (ある通貨のUS$換算に用いる) が諸国の物価水準を的確に表していないことである。同じ１ドルでも、ある国では別の国より多くの物を購入できる。このような購買力における差異を調整することは可能であるが、そのためには膨大なデータ (及び他国で別の物品の品質を比較する可能性についての仮定) が必要となる。ICP (International Comparison Programme, 国際比較計画）は価格関連のデータを収集したが、その中の数組織は、比較可能な物品を100ヵ国以上で大量に購入した。これらデータから算定されたPPPは、各国間での物価と実質GDP予測の比較を可能にする。IMAGE体系で用いるPPP-GDPデータと、世界銀行「1999年版国際開発指標 (World Development Indicators 1999)」からのFAIRデータについては、地域レベルで統合し、そして過去の傾向のために用いる。将来の気候変動のために、我々は、PPP値と1人あたりGDPの間の回帰分析に基づき、PPP値における収束を推測した。

1.7 収束 

収束アプローチでは、すべての締約国が、長期にわたり均等レベルへと収束する1人あたり排出権/排出許可を持ち (最初の公約期間終了後) 負荷分担制度に直ちに参画する。収束アプローチは、現状の権利と平等･公平原則とを一体化したものであり、問題に対して歴史的にどれだけ寄与したかの格差を除外している。このアプローチは、Global Commons Institute (GCI) により「収縮と収束」として初めて紹介された。このアプローチの初期の成果は第2回締約国会合 (COP2) で発表されて良い効果を生み、以来、広く普及してきた。

手順は以下のとおりである：最初の「収縮」では、地球全体での大気中の温室効果ガス濃度目標 (例：450ppmv CO2濃度目標) を選択し、長期の地球全体の排出プロフィール、もしくは (IPCC S450 ppmv安定化シナリオのような) 地球全体での温室効果ガス排出濃度割当量を設定する。そしてこの割当量は、収束年において各国が等しくなるよう、1人あたり排出量が現在のばらつきのある値から地球平均を示す世界値へと収束するような方法で、地域/国によって配分される (GCI, 1997年)。

「収縮と収束」の概念は、GLOBE (Global Legislators for a Balanced Environment: バランスある環境のためのグローバルな立法者)という、各国の国会議員で構成するグローバル集団が採用した。“1人あたり排出量の収束”という発想は、フランス提案の中にも盛り込まれ、規定範囲がやや不明確なスイスと欧州共同体の提案にまであった (Torvanger & Godal, 1999年)。この概念は、発展途上諸国で多くの支持を得た。インド科学環境センターCentre of Science and Environment in Indiaもこの収束概念を支持している (CSE, 1998年) が、派生型の提案も行っている。それは収束概念が、生存のための排出と同様、自然界(特に海洋)のCO2吸収のようなコモンズのアイデアとの双方に関連する、基本的に維持できる排出権利と結合されるというものである。この変形は、個別オプションとしてFAIRに含まれている (後述)。

方法論
FAIRの現バージョンには、1）GCIの“収縮と収束アプローチ”に基づく、均等な排出権利による非線形収束、2）均等な排出権利のための線形収束、3）基本的な維持できる排出権の配分と結合したCSE収束アプローチ、という3タイプの収束がある。

１．非線形収束（GCI）

GCIのこの非線形収束方式は、グローバルな排出量のシェア配分 (％) のために次のアルゴリズムを用いる。

1. 上で述べた方法ように、(非線形収束方式は)“実績”シェアで始まる。

2. (非線形収束方式)は、排出の実績シェアから収束年における世界人口の配分に基づくシェアまで、すべてのシェアを収束する。

3. 各年で割り当てられた1人あたり排出量の実際の収束度は、(潜在的にキャップされる (上限がなされる)) 人口と選択した収束率によって決まる。収束レートは、1人あたり収束の大部分が最初に起きるか、もしくは、収束期間の終わり際に起きるかどうかを決定する。

この収束には次の式を用いる。
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(3.1)
SE (r,t) は、時間t での領域r の排出シェア。Spop (r,t) は、時間t での領域rのグローバルな人口シェア。t*は、2000年と目標年次の間で経過する分数時間（t=0のとき2000年、t=1のとき収束年）。aは任意の変数で、収束率を決定する。

2. 線形収束

もう1つの方法論は、開始年における世界の総排出でのシェアに基づく割当を、収束年における世界人口でのシェアに基づく割当へと線形収束することを想定する。式は：
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         (3.2)

人為的CO2のトータルでの実排出量の分配は、収束プロセスで得られた各国のシェアごとに、全地球での許容排出を掛け合わせることによって得られる。

3.持続可能な基本的排出 (CSE) での収束

持続可能な基本的排出での収束のアイデアは、CSEが提案した (Agarwal他, 1991年、CSE, 1998年、Agarwal, 1999年)。世界市民における基本排出権の概念がそのスタートであり、いわゆる世界全体での“持続可能な”排出レベルにリンクづけされた。このレベルはCO2の量によって決まるが、その量は、大気中のCO2濃度を増やすことがない程度に空気に排出される。UNFCC (1998年) の第2章に見られるように、それは、CO2濃度安定化のための最終レベルである。

このグローバルに持続可能な排出レベル (GtCにおけるGSEL) は今、公平原則（すなわち、全ての人間は将来、自身が居住する国の別なく基本的排出権の割当量を持つ）を用いる共通ゴールとして、世界中の人々の間で割り当てられる。定式は、GSEL / popgl(t)。

この基本的排出権割当量のほかに、個々の人間は残りの排出権割当量を持ち、それは線形収束方法論 (前述) を用いて計算されるが、ここでは“残りの”グローバルな排出レベルを使って計算している。この残りの世界排出プロフィールは、世界目標排出プロフィールから世界“持続可能”排出レベルを差し引くことで決まる (CSE, 1998年も参照)。

人口増加に関する上限 (cap)

GCIの方法論には、排出権を配分するために、人口増加に上限 (cap)を設定するオプションもある。それは“人口の切り捨て年”から数年にわたり人口を凍結するという概念によるものである。ここでの注意事項は、人口切り捨て年以降、人口値がどうなるか、また、どうあるべきかについての前提条件があってはならないということである。切り捨て年以降の人口増加分について、排出権を追加すべきではない。GCIはその切り捨て年として2020年を推薦している。GCIの報告書の中でこのような記述がある：「合意年（楽観的には1997年）を決めるための事例を作ることもできるだろうが、その場合は調整期間を設けるほうが良いようだ。他方、世帯規模に応じて排出権を設定するための事例を作ることもできるだろう (現実には、出産可能年齢(またはそれ以下)の女性が入れ替わる率の高い国により多くの排出権を認めている)。このような上限 (cap) をつける基準を採用する必要があるようだ。そうしないと、このシステムによって、より多くの排出権シェアを得るため各国政府が人口増を促すことになりかねず、当然、このことは望ましいものではない。」この上限 (cap)の方法論は、FAIRの現バージョンでの3つ全ての「収束」方法でも実施される（後述）。

1.8 トリプティク

国際的な負荷分担へのまったく異なるアプローチを、トリプティクアプローチが提供する (Phylipsen等, 1998年)。これは、京都会合 (COP3) 以前の欧州連合 (EU) において、負荷分担に関する意思決定をサポートするために用いたセクタ志向のアプローチである (Blok等, 1997年)。

「参画拡大」モードが典型的なトップ-ダウンアプローチ (グローバルな排出限度から地方排出計画へ) であるのと対照的に、トリプティクアプローチは、(EUのケースで例証されたように) 特定の排出目標と一体化しうるのではあるが、よりボトムアップの性質である。トリプティク方式は、負荷分担へのセクタ･アプローチであり、異なる国家事情を考慮することが可能である。このアプローチは、公平equity、能力capability、必要性needのすべてに関係した公平性の配慮considerations of fairnessを包含する (Torvanger, 2000年；第2章表1参照)。

トリプティクアプローチにおいて、排出源は3つのカテゴリ又は部門に分類される。

1. 国内部門

2. 国際志向のエネルギー集約産業

3. 発電部門

排出権は、特定の規則を各部門に適用することによって計算される。トリプティクアプローチは、EU15ヵ国のために開発されたが、世界領域レベルで利用するため本書で調整した。元のトリプティクアプローチの方法論とその背景は、Phylipsen等 (1998年)に詳しい。

3つのカテゴリ又は部門

トリプティクのカテゴリ選択は、排出ガス規制における国際的な負荷分担についての交渉の中で議論された主要イシューに基づいている。すなわち、生活水準やエネルギーミックス、経済構造、国際志向の産業の競争といった差異である。異なる基準が、各カテゴリの排出許可を計算するのに用いられる。絶対的排出許可がいかに厳しいかは、全体的な意欲レベルによる。各部門は以下のように特徴づけることができる。

1. 国内部門：輸送･軽工業･農業の各部門、商業部門、民生部門を含む。これら部門での排出削減は、国家施策によって達成できる。ここでの排出は、人口規模と公平かつ直接的に関連して推計される。

2. 産業部門：エネルギーやエネルギー効率施策のコストにより競争が決まる、国際志向の産業を含む。これらは、重工業 (建設産業を含む) 及び科学、鉄鋼産業、非鉄金属、紙パルプの各産業であり、精製所、石炭･ガス製造及び他のエネルギー転換産業 (発電を除く) も同様に含まれる。他の経済部門と比べると、産業、特に重工業は、一般に比較的高いエネルギー付加価値を持ち、大半の国では付加価値比率に対する高いCO2も持つ。従って、重工業が高いシェアを占める国/地域では、主に軽工業･サービス業に重点を置く国より、GDPに対してCO2排出量が比較的高くなる。CO2排出目標を頭割りにすると、重工業のシェアが高い国では産業界の競争に不利に働くだろう。この部門に対する特定ルールには、このような点を考慮する必要があるだろう。

3. 発電部門：原子力、再生可能エネルギー、(化石) 燃料ミックスといった発電技術のシェアは、国･地域によって大きな差がある。再生可能エネルギーの可能性は、原子力エネルギーを受容するときのように、地域によって異なる。

方法論
EDGER-HYDEデータベース (Olivier他, 1996･1999年) から引き出した1990年CO2排出を、スタート値および参考値として用いる。人口増加や工業付加価値 (IVA) レート、GDP (セクタ的な成長率を示す) の予測は、レファレンスシナリオ (IMAGE2.1ベースラインシナリオ、及びIMAGE2.1 IPCC/SRESシナリオ
) における仮定に基づいている。

国内部門

国内部門における割当CO2排出は、主に人口規模に関連すると見なされる。従って、1人あたりのアプローチはここでは適切なようである。開発段階における差異は、長年の1人あたりCO2排出量の収束を認めることによって考慮される。ここで我々は、1人あたり国内領域CO2排出量が、1990年から収束年の間、1人あたり世界平均許容排出レベルにまで線形 (一定の年間削減ファクターを使用) で収束すると推測する。後者は、許容国内CO2総排出量と収束年における総人口とに由来する。収束の力学は以下の式で表される。
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(3.3)

ここに、Edom,pc(r,t)は、r領域における時間t (1990年値はEDGAR-HYDEデータに基づく) での1人あたり国内CO2排出量、Edom,pc(gl,t) は、時間tにおけるグローバルな1人あたり国内CO2排出量である。決定パラメータは、収束年のtconv、及び、グローバルなCO2排出減少ファクタ (すなわち、収束年におけるCO2総排出量の削減比率 (%)) である。後者は、1人あたり国内CO2排出量を示し、収束年においてEdom, pc (gl,tconv) である。収束年から2100年 (シミュレーション期間の最終年) の間、1人あたりCO2許容排出量は同じレベルのままであり、それは、1人あたりCO2許容総排出量が、人口増加のために、収束年以降に増加しうることを意味する

産業部門
1990年から2100年までの産業部門における排出量の進展は、いわゆる茅方程式 (茅, 1989年) を用い、工業生産の伸び率、エネルギー効率改善予測、産業集約度改善予測によって決まる。


CO2 = P * Y/P * E/Y * CO2/E

ここに、
CO2：
化石CO2排出、




P：

その地域の人口、




Y：

その地域の総生産（Y/Pは平均所得を示す）




E：

(一次)エネルギー利用（E/YはYのエネルギー強度を示す）




CO2/E
(一次)エネルギー利用での炭素強度。

経済のエネルギー強度 (E/Y)：この指標は、エネルギー需要側の2つの異なる側面を示している：(1) そのコンポーネント (の構造的変化) における、産業経済のエネルギー強度 (の変化) (例：重工業から軽工業へ)、(2) プロセスの技術的効率 (の改善の一般的傾向)、いかなる価格誘導型のコンポーネントからも離れた、自発的なコンポーネントを持つと仮定される。エネルギー強度はここでは一次エネルギー使用と規定されることに留意する。従って、同じくエネルギー転換効率 (例：石炭からの発電) がパラメータに含まれる。

エネルギー利用の炭素強度 (CO2/E)：この指標は、エネルギー供給側 (の変化) の2つの異なる側面を示している：(1) 異なるタイプの化石燃料（石炭、石油、天然ガス）の相対的利用 (への切り替え) 、(2) 非化石燃料 (原子力、水力、風力、太陽光、バイオマス) の割合の変化。

将来の産業部門 (Emind) における排出量計算のために、1990年EDGAR-HYDEデータに基づく産業部門の茅方程式を、出発点として採用した。工業付加価値額（IVA）は、経済の中の産業シェアを示している（1990年ドル）。そこで産業エネルギー強度は、Enind/IVAによって規定され、産業一次エネルギー利用はEnindで示される。産業部門の炭素強度は、産業一次エネルギー利用の炭素強度により規定される。すなわち、


Emind/ Enind
地域rの時間tにおける地域産業のCO2排出量 (t = 1990, …, 2100) (Emind(r,t))（t＝1990, ….., 2100）を以下のように表すことができる。
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 (3.4)
これは、工業付加価値額、工業生産のエネルギー効率、産業エネルギー消費の脱炭素の成長軌道として解釈することができる：


[image: image5.wmf][

]

[

]

[

]

)

,

(

1

)

,

(

1

)

,

(

1

)

1

   

-

,

(

)

,

(

_

_

t

r

dec

t

r

ef

t

r

gr

t

r

Em

ind

=

 

t

r

Em

ind

ind

ind

ind

+

                 (3.5)

最後の3つのファクタは以下の3点を表す：(i) 1990年値と比較した、レファレンスシナリオの中でのIVAの成長指数 (grind(r,t) %/年)；(ii) エネルギー強度の指数値（エネルギー効率改善の年率を元に）(efind(r,t) %/年)；(iii) 炭素強度の指数値（脱炭素の年達成率を元に）(decind(r) %/年)。

IVAの進展過程は、レファレンスシナリオの模擬経路simulated pathwayによって表される。工業部門の年効率改善と、工業部門への脱炭素率は、FAIRモデルの決定パラメータである。

発電部門

発電部門からのCO2排出量は以下のように定義できる：
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(3.6)
ここに、
Edpow (r,t)：地域ｒの時間ｔ (t＝1990,….,2100）における2次エネルギー（電気）需要



Enpow (r,t)：発電部門の1次エネルギー利用



Enpow (r,t) / EDpow (r,t)：発電部門の収束効率



Empow (r,t) / Enpow (r,t)：発電部門の炭素強度

発電部門における排出量の計算はここでも1990年でスタートし、1990年1次データのEDGAR-HYDE排出データを使っている。

発電部門の炭素強度は次の2つの要素により定義される：(1) 1次エネルギー利用における、CO2を出さないエネルギー源のシェア (すなわち、再生可能エネルギーあるいは原子力発電の利用による)、(2) 化石燃料ミックスに関連した、1次エネルギー利用での化石燃料ベースのシェアの炭素強度。公式は以下のとおり：
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(3.7)
EnFossilpow(r,t) は発電部門の1次エネルギー利用における化石燃料ベースのシェア。

過去の例証では電力消費の伸びはGDP成長に関係があることを示している。その結果、レファレンスシナリオによれば、電力需要の伸びがGDP成長に関連づけされる。このことは、経済成長の高い国では電力消費の増加率が高いという点を裏付けている。電力生産の伸びはエンドユース側のエネルギー効率改善、脱炭素、CO2フリーの電力への改善が影響する。すなわち、
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(3.8)

GDP(r,t) は国内総生産の合計。

このことはGDP、発電部門のエネルギー効率 (収束効率)、発電部門の1次エネルギー利用の脱炭素向上、の進展とも解釈できる。すなわち、1次エネルギー利用の中での、CO2フリーのエネルギー源のシェア拡大と化石燃料の脱炭素向上である。


[image: image9.wmf][

]

[

]

[

]

[

]

)

r

(

dec

1

)

r

(

free

2

co

1

)

r

(

ef

1

)

t

,

r

(

gr

1

)

t

,

r

(

Em

)

1

t

,

r

(

Em

pow

pow

_

pow

_

pow

_

pow

pow

+

=

+

   (3.9)
4つの要素が表すものは、(i) 1990年値と比較したレファレンスシナリオでのGDPの成長指数 (grpow(r,t), %/年)、(ii) 収束効率の指数値での変化 (エネルギー効率改善の年率に基づく (efpow(r), %/年))、(iii) CO2フリーのエネルギー源での発電におけるシェアの指数値の変化 (CO2 freepow(r), %/年))、(iv) 炭素強度のインデックス値の変化 (1次エネルギー利用における化石燃料ベースのシェアの脱炭素の年率に基づく (decpow (r), %/年))、である。

モデル及びデータ

この章では、気候モデルであるFAIR、meta-IMAGE2.1、IMAGE2.1モデルについて簡単に説明する。第3章でも述べたように、FAIRはIMAGEベースライン排出シナリオ、IMAGE2.1の過去のデータの一部、IMAGE2.1の世界13地域も活用する。それらについてはこの章ですべて解説する。

1.9 meta-IMAGE
meta-IMAGE2.1モデルは、人為的な気候変動の因果連鎖 (GHG排出から気候･海面位における変化まで) を世界的スケールで説明する気候評価モデルを統合したものである (den Elzen他, 1997年; den Elzen, 1998年)。このモデルは、より大きな総合気候評価モデルであるIMAGE2.1のいわゆる共用モデル (meta-model)1である (Alcamo他, 1994年; 1998年)。IMAGE2.1モデルは、地理的に明白なレベル (0.5o x 0.5o緯度-経度グリッド) での生物圏-気候変動システムの複雑で長期的な力学をより徹底した詳細な記述を目指している。このモデルはFAIRモデリング体系の不可欠な部分を成している。

meta-IMAGEモデルは、主な気候変動指標 (すなわち多様なIMAGE2.1ベースライン排出シナリオのための、大気中のGHG濃度、地球の平均気温上昇、海面上昇) についてのIMAGE2.1予測を地球規模で適切に再生産する、よりフレキシブルで透明なシミュレーションツールである。meta-IMAGE2.1自体は、生物地球化学的循環モデル「CYCLES」の適合版である (den Elzen他, 1997年)。CYCLESに含まれるような、高濃度CO2･N肥沃化にフィードバックする栄養負荷は、地球的な炭素循環の中では、meta-IMAGEとIMAGE2との整合性から、meta-IMAGEからは除外された。このことは、いずれのモデルにおいても、バランスの取れた過去の炭素割当量carbon budgetは、高濃度CO2フードバック（支配的要因）と気温フィードバックによってのみ具現化されることを表している。他のアダプテーションは、(i) 主要モデルパラメータの他の値 (すなわち世界の炭素循環や気候感度パラメータと関連するもの), (ii) 重畳積分表現による海洋サブモデルの代替、である。また、土地利用の分野では、土地関係の主要４タイプ (森林,草地,農業,その他) を途上国･先進国のためにさらに統合した。

設定

meta-IMAGE2.1は、地球炭素循環モデル (den Elzen他, 1997年)、大気化学モデル (Krol & van der Woerd, 1994年)、気候変動モデル (Wigley & Schlesinger (1985年) 及び Wigley & Raper (1992年) の上昇-拡散 エネルギーバランスモデル)で構成されている (図4.1 参照)。トータルモデル体系として他のSCMには、改正ブラジルモデル (Filho & Miquez, 1998年)、MAGICCの炭素循環モデル (Wigley, 1991年; 1993年)、Bern 炭素循環モデル (Joos他, 1996年) である。気温上昇のための計算は、さまざまな大気-海洋総合循環モデル (Atmosphere-Ocean General Circulation Models: AOGCMs)と共に、シミュレーション実験によく似た結果に校正された気候変動対応ファンクションのセットを使い行うことができる。

気候変動の属性

地球的な人為的気候変動についての主要指標 (主なGHGの人為的排出量や濃度、放射力、平均地表気温上昇) についての地域あるいは国の属性を計算する、ある特別な測定基準が開発された (den Elzen他, 1999年) 。この統合は、京都議定書で規制された主要GHG (CO2, CH4, N2O) の地域的な人為的排出量をインプットに用いて、濃度･放射力･気温上昇の属性を排出起源と結びつけることによって行われた。京都議定書に含まれる他のGHG (すなわちHFCs, PFCs, SF6) については、有効な地域排出データがないために地域の属性では考慮していない。これらのガスや他のハロカーボン類 (CFCs, メチルクロロフォルム, 四塩化炭素, ハロン, HCFC (モントリオール議定書), オゾン前駆物質, SO2 (大気浄化協定))、ならびに全てのガスの自然排出は、地球レベルでは1つのカテゴリとしてみなされる。属性の計算は以下でより詳しく述べる：

· 濃度の属性：排出起源ごとでの濃度属性のモデリングは、地域の人為的吸排出量と地域の吸収時間とのマスバランス方程式を用いて、直接的な方法で行うことができる。すなわち(g,r(t)/(g(t) である (時間(t)および減退期間((g)または生存期間(yr)における、地域的な温室効果ガス(g)の大気濃度(g,r(t))。

· 放射力の属性：GHGからの放射力の属性は、濃度の属性よりも複雑である。飽和効果のため、｢先行排出者｣(CO2吸収の飽和なし) からの濃度の各追加ユニットの放射力は、｢後発排出者｣(CO2吸収は部分的に飽和) からの追加ユニットの放射力よりも大きい。より多くの地域が貢献することになれば、オーバーラップ又は飽和の“恩恵”をいかに分割するかを決めなければならず、さもなくば部分影響の合計が放射影響全体を超えるかもしれない (Enting, 1998年)。結果として生じる地域的な放射力は、あとに続く方法論による。ここに2つの可能性がある：放射力 (Qg in W(m-2)は、(i) GHG濃度の属性、あるいは (ii) 属性濃度の変化、に応じて算定できる。方法論 (ii)の、非線形放射力の属性アプローチはEnting (1998年)が唱えた。方法論 (i) が、部分的な飽和影響を無視して“先行排出組”と“後発排出組”とで等しい放射影響を考慮しているのに対し、方法論 (ii) はこの部分的飽和影響を盛り込んでおり、“先行排出組”(附属書I国)のより大きい放射影響を示している。方法論 (i) は元となる計算を進めるために採用された。

· 気温上昇の属性：あるGHG (CO2, CH4, N2O) からの地球規模での放射力は、個々の地域での排出により発生した放射力の合計である。放射力の属性と地球的な気温上昇との関連はしたがって直接的である。地域での属性計算の中で、相対的貢献が、個々の地域での期間を地球的気温上昇で除算して得られるとき、気候感度(T2(の要素が無効になるという点は重要である。このことは気候感度の不確実性はもはや問題ではないことを意味している。





図 4.1  meta-IMAGE 2.1モデル
1.10 IMAGE 2.1
IMAGE 2は地球変動の一つの統合モデルであり、社会･生物圏気候変動システムの学際的･地理的な概観を提供する。グリッドレベル (0.5° x 0.5° 緯度-経度) から世界の地域レベルまでを演算の範囲とする (演算の種類による。 対象期間は1970年から2100年まで)。このモデルは3つのシステム（エネルギー産業、地球環境、大気･海洋）に体系化される。

エネルギー産業モデルは、(世界13の地域に対し) 工業製品や地域・世界のエネルギー利用/燃料ミックスについての経済･人口シナリオの効果を算定するのに用いる。これらの計算を踏まえ、主要GHGすべての排出量と、CO2削減に当面必要となるコストが算出される。

地球環境モデルは土地利用/変化について、転地、伐採、バイオマス生産の影響、及び気候変動の影響を受けたものとして、グリッドスケールで算出する。このモデルセットは、生物多様性や同様の土地利用の課題についてのシナリオを作り出す。これらモデルからのデータは、土地関係の温室効果ガス排出や二酸化炭素のフラックスを計算するのに用いる。

大気･海洋モデルは、(化学物質循環のための対流圏平均から、気温･降雨量計算のための地域平均に至るまでの) 空間分解能とともに、大気や海洋での大規模な変化を推定するのに用いる。まず、重要な対流圏ガス数種の組成は、それらが人為的･非人為的排出から影響を受けているものとして計算する。次に、大気･海洋の熱バランスと硫酸エアロゾルのための放射力と併せて、これらガスの放射力が計算される。そして、GCMの結果を用いたダウンスケーリング方式を元に、気候変動パターンの変化を計算する。結果として、海面位の変化や降雨パターンの変化が算出される。

IMAGE2.1の全コンポーネントは、可能な限り、現在のデータセットか過去のデータのいずれかに対してのテストを経ている。旧版と比較すると、IMAGE2.1はさまざまなプロセスのシミュレーションの中で、より高い写実性と詳細さをもたらしている。例えば、代替燃料プロセスの要素がエネルギー利用の算定に、代替作物が食物生産の算定に加わった。気候変動に続く植生帯の変化と同様、丸太や生物燃料の世界生産量が、新たな要素として土地利用変化のシミュレーションに加わったことは重要である。大気関連の計算が拡充され、地域の硫酸排出影響 (地域大気硫酸エアロゾル) やエアロゾルの気候への影響まで含むこととなった。また、海洋についての計算には気候関連の海面上昇も含まれる。一連の拡充により、このモデルは地球変動政策や科学的疑問により幅広く適応できるようになった。

1.11 IMAGE 2.1 ベースラインシナリオ
1.11.1 はじめに
本書では選択肢となるシナリオ5種について検討する。各シナリオは、人口･経済･その他の駆動力の“信じ難くもない”進展の異なるセットの地球環境変化の結果を調べている。最初の3つの排出シナリオは、IMAGE2.1ベースライン排出シナリオ3種である (Alcamo他,1998年)：

· IMAGE2.1 ベースラインAは、人口増加、経済成長、経済活動について中間的な仮説を用いた中間シナリオである。
· IMAGE2.1 ベースラインBは、Aと比較して、全ての駆動力により低い推定値を持つ。

· IMAGE2.1 ベースラインCは、人口増加についてはAと同じ推定値を持つが、経済成長と経済活動はAより高い推定値を持つ。

Box 4.1
IPCC SRES シナリオ

1996年、気候変動に関する政府間パネル (IPCC) は新たな排出シナリオを策定することを決定した。これらシナリオは現在「排出シナリオに関する特別報告書 (SRES)」にまとめられている (Nakicenovic他, 2000年)。SRESの枠内で、それぞれが独自の筋書きやモデルベースで定量化する性質を持つ、4つのシナリオ群が構築された。それらは人口、経済成長、経済活動といった駆動力の仮説で異なっており、のみならず南北所得格差、貧困･貿易課題、酸性雨といった環境問題についての特定の措置や政策の仮説においても異なる。地球温暖化を遅らせる政策や措置は除外された。シナリオ群は2つの様相で表すことができる。1つは、支配的傾向がよりグローバリゼーションに向かうのか否かを特定し、もう1つは、支配的傾向が環境・公正の課題についてより重要性を示すか否かを特定するものである。

RIVM の IPCC SRESに対する貢献

RIVMはSRESに対し、2つのシミュレーションモデル（ワールドスキャンとIMAGE2.1適用版。いずれも人口開発に外因性傾向を用いる）を使って筋書きA1･B1を合成することで貢献した。ワールドスキャンは多部門、多地域、世界経済のダイナミックな応用一般均衡モデルdynamic applied general equilibrium modelである。一貫した地域経済成長の軌道を、IMAGE2のエネルギー需要･土地需要モデルのためのインプットとして提供している。以下に示すIMAGEサブモデルが含まれる：エネルギー需要･供給(TIMER)、エネルギー･産業排出、土地需要･利用･被覆、土地利用排出、炭素循環モデル。

IPCC SRES A1：「経済の黄金時代」――現在のグローバリゼーションと自由化の傾向は続き、急速な技術革新と相俟って、高い経済成長がもたらされる。豊かさは地域間で収束するが、先進地域と開発途上地域との絶対的格差は拡大する。豊かさの増加は急速な出生率の減少の要因となり、世界人口は2050年以降、減少に転じる。平均寿命は上昇し、高齢化が重要な社会現象となる。

IPCC SRES B1：「持続可能な開発」――現在のグローバリゼーションと自由化の傾向は続くが、そこには持続可能な開発への強いコミットメントが存在する。実業界が活発な役割を担うため、技術開発のペースは速い。女性への教育普及を目指した政策と地域ベースのイニシアチブに支えられ、豊かさが増しより均等に配分されることが、出生率の急速な減少につながる：世界人口は2050年以降、減少に転じる。豊かさは世界の地域間で、A１よりも早い率で収束する。


図 4.2  IMAGE 2.1モデル (IPCC SRES排出シナリオ算出に用いたもの）
本書で検討する残り2つのシナリオは、IMAGE 2.1 IPCC/SRESの排出シナリオA1及びB1である。これら2つのシナリオはIPCC SRES排出シナリオ演習の一部として開発された (Box 4.1参照)。双方のシナリオはグローバル化する世界を象徴しているが、社会・環境への認識について大きな食い違いがある (Nakicenovic他, 2000年)。

· IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 シナリオ
 では未来の世界を、経済成長が非常に早く、人口増加が遅く、新しくより有効な技術をすばやく導入する場として描いている。主な基本テーマは、1人あたり所得の地域格差がかなり解消していく、経済的･文化的収束である。この世界では、人間は環境的な公正さよりもむしろ個人の富を追い求める。

· IMAGE 2.1 IPCC/SRES B1 シナリオ では、経済構造の急速な変化、“脱物質社会”、クリーンエネルギー導入を伴う、人口増加の低い収束された世界を描く。環境的･社会的な持続可能性への世界全体での解決に重点を置いており、それには急速な技術開発、経済の脱物質化、公正の向上に対する協調的な取り組みも含まれている。
第1の駆動力: 人口と経済成長
人口、経済、経済活動についての仮説は、IMAGE2.1排出シナリオの駆動力である。

人口増加

IMAGE2.1ベースライン（A, B, Cシナリオ）――IMAGEベースラインシナリオA及びCの、ベースライン中間･高シナリオでの地域人口推計は、IPCCの1990年中間人口推計 (表4.1) を用い、世界銀行推定値に基づいている。これらの推定値は、国連 (1992年) 及び国際応用システム分析研究所 (IIASA: International Institute of Applied Systems Analysis) の中間人口推計に近い (Lutz他, 1994年)。よって、これら中間予測についての国際合意が幾つか存在する。このシナリオによると、世界人口は2100年までに2倍以上となり、115億人に達する。ベースライン低シナリオ (ベースラインB) では、IPCC1990年の低人口推計を用いている。これは、この文献で見られるCO2排出のどのシナリオよりも低く (Alcamo他, 1994年)、IIASA低推計よりいくぶん低い。人口は、IMAGE2モデルの社会･経済的コンポーネントの主要な駆動力のひとつである。

IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 及び B1 シナリオ――同じ人口シナリオを想定する。出生率が低下しつづけることを想定しており、それが安定化を招き、そして世界人口が21世紀半ばには減少に転じる結果を想定している (Lutz, 1996年)。女性への教育普及を目指した政策と地域ベースのイニシアチブに支えられ、豊かさがより多くより平等に配分されることで、出生レベルの急速な減少につながる。世界人口は2050年の87億人から2100年には70億人に減少する。

表4.1：IMAGEベースライン排出シナリオとIMAGE2.1 IPCC/SRES A1･B1シナリオのための人口予測 (単位：百万人) 

	
	
	
	ベースライン A 及び C
	ベースライン B
	IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 及び B1

	
	1970
	1990
	2010
	2050
	2100
	2010
	2050
	2100
	2010
	2050
	2100

	カナダ
	21.3
	26.6
	30.2
	31.8
	31.5
	27.2
	22.8
	15.4
	       31.4 
	39.9
	47.7

	米国
	205.1
	249.9
	283.0
	298.2
	295.2
	263.6
	234.9
	166.0
	    294.2 
	374.0
	447.5

	中南米
	283.8
	445.8
	603.2
	819.6
	872.8
	587.7
	770.9
	772.9
	605.1 
	775.4
	627.8

	アフリカ
	359.8
	639.3
	1117.8
	2198.3
	2862.1
	1022.2
	1621.1
	1611.4
	  1.030.0 
	1723.7
	1584.1

	欧州OECD国
	351.1
	377.1
	398.2
	394.4
	387.5
	385.0
	323.0
	218.4
	     407.4 
	428.1
	395.4

	東欧
	108.4
	123.4
	135.5
	149.3
	147.8
	132.5
	128.9
	97.2
	     130.1 
	120.8
	91.7

	CIS
	242.8
	289.4
	317.7
	350.0
	346.6
	310.8
	302.2
	227.6
	     307.0 
	311.1
	255.3

	中近東
	114.9
	202.1
	364.3
	726.2
	931.7
	325.0
	439.4
	345.3
	     319.4 
	555.8
	571.3

	インド, 南アジア
	739.4
	1170.9
	1635.1
	2374.5
	2643.5
	1549.0
	1896.9
	1478.6
	  1651.8 
	2188.1
	1594.0

	中国, C.P.アジア
	898.9
	1242.1
	1553.5
	1886.3
	1953.3
	1460.6
	1390.0
	949.7
	  1466.8 
	1419.9
	844.8

	東アジア
	239.5
	368.0
	513.9
	746.2
	830.8
	486.8
	596.1
	464.7
	     490.0 
	611.9
	447.5

	オセアニア
	16.2
	21.4
	23.0
	22.8
	22.5
	22.2
	17.4
	11.9
	       23.4 
	23.5
	20.8

	日本
	104.3
	123.5
	132.7
	131.5
	129.9
	128.1
	100.7
	68.9
	     135.0 
	135.8
	120,3

	世界
	3685.7
	5279.5
	7108.0
	10129.1
	11455.2
	6700.7
	7844.3
	6427.7
	6980.7
	8707.7
	7048.7


経済成長

IMAGE 2.1 ベースライン (A, B, C シナリオ) ――IMAGE2.1ベースラインAシナリオの経済成長予測は、概ねIPCCのIS92aシナリオ (1992年) での予測に準じている。ベースラインAシナリオが採用するIPCCの中間推定値は、大半の地域について過去の傾向より低い数値を示している。IPCCは (1992年) このシナリオのGNP成長予測は最低か、世界銀行予測の最近の範囲すら下回ると報告した。それでもなお、これら推定値は1人あたりGDPの大幅な上昇を表している。例えば、中南米や東アジアでの1人あたりGDPは、基準年ドルにおいて、欧州OECD加盟国の現在のレベルを上回るだろう (IPCC, 1994年)。にもかかわらず、大きな格差が先進地域と開発途上地域の間の所得に残るだろう。ベースラインB･Cシナリオで使用する低･高推定値もIPCCに基づくもので、他の研究者が地球上のCO2排出量推定に用いる推計値の低･高範囲の代表値である (Alcamo他, 1996年)。

IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 及び B1 シナリオ――IMAGE2.1 IPCC/SRES A1及びB1シナリオの経済成長仮説は、特に非附属書I地域には、IMAGEベースラインシナリオの経済成長シナリオと比較するとかなり高い。貨幣単位での経済アウトプットは過去50年間よりもいくらか低い率で成長する：世界総生産 (GWP) は、1950年と2000年の間に6ファクタの増加があったのと比較すると、IMAGE2.1 IPCC/SRES B1及びA1シナリオでは、それぞれ、2000年～2050年まで5～6ファクタの増加がある。1人あたり地域総生産 (GRP) は、1990年代の“BaU”予測 (IMAGEベースラインシナリオで使われるような) よりも早い率で世界地域の間で収束する。

表4.2：IMAGEベースラインシナリオのための国内総生産推定 (単位:US$, 1人あたり)
	
	
	
	ベースライン A
	ベースライン B
	ベースライン C

	
	1970
	1990
	2010
	2050
	2100
	2010
	2050
	2100
	2010
	2050
	2100

	カナダ
	13001
	21273
	33599
	65523
	115454
	29752
	46102
	64815
	37993
	89622
	201262

	米国
	15931
	21866
	38224
	65531
	114178
	33884
	48209
	66522
	43189
	89709
	199289

	中南米
	2024
	2569
	3430
	8425
	25048
	2840
	5198
	10762
	4190
	13626
	59578

	アフリカ
	613
	646
	700
	1956
	6553
	596
	1205
	2803
	835
	3087
	14843

	欧州OECD国
	12268
	19065
	30111
	58722
	103470
	26664
	41317
	58088
	34050
	80320
	180372

	東欧
	1213
	1913
	4194
	9584
	16768
	3970
	6047
	7278
	6054
	15638
	39408

	CIS
	1452
	2476
	3355
	7666
	13413
	3136
	4777
	5749
	4854
	12540
	31599

	中近東
	2883
	2823
	3434
	7018
	19773
	2912
	4166
	7893
	4077
	11306
	46077

	インド, 南アジア
	220
	327
	563
	1907
	7436
	480
	1185
	3240
	683
	3056
	17103

	中国, C.P. アジア
	127
	369
	807
	3481
	15226
	675
	2117
	6552
	977
	5541
	35352

	東アジア
	569
	1508
	2597
	8795
	34293
	2215
	5465
	14941
	3151
	14093
	78871

	オセアニア
	11670
	15579
	29800
	58690
	103093
	26448
	42862
	59305
	33684
	82188
	184012

	日本
	12088
	23734
	45399
	89411
	157058
	40293
	65299
	90349
	51317
	125210
	280335

	世界
	3073
	3971
	5595
	9473
	21319
	4968
	6566
	10453
	6481
	13894
	44485


表4.3：IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 及び B1 シナリオのための国内総生産推定(単位:US$、1人あたり)
	
	IMAGE 2.1 IPCC/SRSES A1
	IMAGE 2.1 IPCC/SRSES B1

	
	2010
	2050
	2100
	2010
	2050
	2100

	カナダ
	29000
	55605
	101310
	27808
	45468
	71683

	米国
	31369
	60147
	109585
	30079
	49181
	77539

	中南米
	5096
	25651
	69624
	5137
	21219
	49556

	アフリカ
	882
	7723
	52929
	964
	8608
	39409

	欧州OECD国
	27739
	63662
	116226
	26670
	48302
	82228

	東欧
	3409
	25169
	100771
	3170
	14700
	48743

	CIS
	1942
	19849
	98328
	1979
	14178
	53449

	中近東
	4258
	18951
	72854
	4533
	18574
	54831

	インド, 南アジア
	800
	11485
	59713
	783
	7766
	26763

	中国, C.P. アジア
	1038
	7699
	87007
	1107
	7171
	45865

	東アジア
	3737
	19739
	71550
	3887
	17509
	48481

	オセアニア
	25344
	58765
	122574
	24319
	42145
	74602

	日本
	35707
	66348
	101446
	35397
	58828
	84048

	世界
	5502
	18769
	73603
	5416
	15566
	46587


人為的温室効果ガス排出
これら仮定を元にIMAGE2は、エネルギー、食料、木材についての消費の変化を算定する。この消費は、エネルギー･産業部門からのガス排出、土地利用･被覆の転換、地球環境からのガスのフラックスの変化をもたらす。

1.11.2 エネルギー消費
世界の13地域それぞれのエネルギー消費シナリオを算定するため、IMAGEのエネルギーモデルは4つの主要ファクタを考慮する。

1. 所得･人口の変化と関連する、各経済セクタでの活動レベルの変化

2. 部門内のエネルギー消費原単位の変化につながる、経済の“構造変化”

3. エネルギーサービス供給用の装置や機器の性能を高める“技術的変化”

4. 省エネやエネルギーミックスを促す、燃料価格の変化

IMAGE ベースラインA, B, C シナリオ――1次エネルギー消費でのこれらのファクタと傾向についての仮定、IMAGEベースラインシナリオについての化石燃料燃焼からのCO2最終排出は、De Vries他 (1994年)とAlcamo他 (1998年)がより詳しい解説を行っている。シナリオとモデルの仮定は、経済のエネルギー消費原単位をある地域では高くし、別の地域では低くする (表4.4参照)。世界全体としては、エネルギー消費原単位は1990～2100年の間に2.8ファクタ減少し、異なる地域で長期的に共通のエネルギー消費原単位へと収束する。IMAGE2.1ベースラインAシナリオについては、2次エネルギー利用はOECD諸国で次の数十年で安定し、他の地域では21世紀末まで大幅な上昇を続ける。地球全体では、製造業･運輸部門はほぼ等しく重要である。一般に、3つのシナリオ全てについて、OECD地域でのエネルギー利用は次の数十年で増加し、その後減少に転じる。他の地域では、最も高い2つのシナリオでは着実に増加するが、低いほうのシナリオではある地域で安定する。他の2つのシナリオはエネルギー利用は1990～2100年の間に4～5ファクタ上昇する。

地球全体のCO2排出量は2100年には、ベースラインA (中間シナリオ) で年間20 GtCに達し、ベースラインBで年間7 GtC、ベースラインCでは31 GtCに、それぞれ達する。2100年のベースラインAの結果は、IPCCの中間排出シナリオ (IS92a) に近いが、BとCはIPCCの最低･最高シナリオ (IS92c, e) ほど極端ではない。このことは、ベースラインB･CがIPCCの両極のシナリオと同じ経済･人口仮説を内包している点で興味深い。違いが生じるのは、これら推定値を計測する際に、異なるモデルとインプット仮定input assumptionを用いるためである。経済成長は、ベースラインBよりベースラインCのほうが大幅に高いのではあるが、対立する傾向がシナリオ間の差異を縮めている。一方では高い経済レベルは経済活動の活発化につながり、当然、排出増加の傾向となる。他方では、より高い経済成長は、低排出傾向となるさまざまな経済的影響をもたらす。例えば、高率での構造変化を想定すると、エネルギー集約型の重工業からより軽工業へとファクタ変動が発生する。さらに、より高エネルギー効率の機器や発電所が、経済の中により速いスピードで導入されるだろう。これら対立する傾向の実影響は、エネルギー利用･排出におけるベースラインAとベースラインCとの差異が、それぞれに対応する、同じ経済･人口仮定を持つIPCCシナリオ間での差異よりも小さいという点である。同様に、ベースラインBシナリオ (3つのIMAGEベースラインシナリオのうち最も低い) は、IPCCの最低シナリオ (IS92c) ほどには低いCO2排出推定値を与えていない。

IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1･B1シナリオ――IPCC SCRESシナリオでの高い経済成長が、A1, B1各シナリオでの21世紀前半のエネルギー利用に増加をもたらし、中でも経済活動の成長率の高いA１シナリオのほうがエネルギー利用増加率が高い。2050年頃以降、特にB1シナリオで、エネルギー消費原単位が減少を続ける。それは人口減少､物質化の進展と技術移転､エネルギー利用･供給のハイテク革新によるものである。再生可能な資源 (風力､太陽光､生物燃料､等) は21世紀後半に主力となる。１次燃料利用増加の大半は非OECD諸国で発生する。IMAGE 2.1 IPCC/SRES B1シナリオでは、非化石燃料の普及率が高く、それによって化石燃料の利用レベルが次第に現行レベルと比較可能になり、その結果、2100年CO2排出量が1990年レベルをやや下回るまでになる。具体的には、化石燃料燃焼からのCO2排出は2060年頃に年間9.5 GtCでピークを迎え、それ以降は1990年レベルへと減少する。排出増はアジアやROW地域で主に発生するのに対し、附属書I諸国では大幅な削減となる（詳細はDe Vries他, 2000年を参照)。

IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1シナリオでは非化石燃料の普及度は低く、B1シナリオよりもエネルギー利用が高いことと相俟って、2100年には1990年レベルの2倍という高い排出レベルとなる。2050年以降の下降はエネルギー需要の減少の結果でもある。化石燃料燃焼からのCO2排出は2045年頃の年間約18 GtCがピークで、その後は2050年から2100年の間に50％下落する。

5つのシナリオについての1次エネルギー利用原単位を以下の表に示す。

表4.4：IMAGE ベースラインA, B, CシナリオにおけるGDPの最終エネルギー消費原単位 (MJ/US$) と年変化率 (%)、1990～2100年

	
	1次エネルギー消費原単位 IMAGE ベースラインA
	1次エネルギー消費原単位IMAGE ベースラインB
	1次エネルギー消費原単位IMAGE ベースラインC

	地域
	1990
	2020
	2050
	2100
	1990
	2020
	2050
	2100
	1990
	2020
	2050
	2100

	OECD-An
	10.9
	7.6
	4.9
	2.6
	10.9
	8.2
	6.3
	4.5
	10.9
	7.0
	3.8
	1.6

	非OECD-An
	71.7
	46.9
	34.6
	21.9
	71.7
	47.4
	38.1
	30.7
	71.7
	44.8
	29.8
	14.0

	アジア
	53.3
	35.7
	22.0
	8.4
	53.3
	37.0
	24.8
	13.2
	53.3
	34.5
	19.4
	4.8

	ALM
	22.6
	16.0
	13.3
	7.4
	22.6
	16.6
	14.8
	11.7
	22.6
	15.6
	11.5
	3.6

	世界
	14.2
	13.5
	10.8
	6.2
	14.2
	13.9
	12.0
	9.3
	14.2
	13.3
	9.6
	3.7


表4.5：IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1およびIMAGE 2.1 IPCC/SRES B1シナリオにおけるGDPの最終エネルギー消費原単位 (MJ/US$) と年変化率 (%)、1990～2100年

	
	1次エネルギー消費原単位

IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1
	1次エネルギー消費原単位

IMAGE 2.1 IPCC/SRES B1

	地域
	1990
	2020
	2050
	2100
	1990
	2020
	2050
	2100

	OECD-An
	9.1
	6.7
	3.9
	2.0
	9.1
	6.1
	3.3
	1.5

	非OECD-An
	98.4
	34.6
	11.2
	2.0
	98.4
	30.5
	10.3
	2.1

	アジア
	55.8
	26.9
	9.3
	1.5
	55.8
	22.5
	7.2
	1.5

	ALM
	21.0
	18.8
	9.8
	2.3
	21.0
	16.3
	7.5
	1.6

	世界
	17.5
	13.0
	7.5
	1.9
	17.5
	11.5
	6.0
	1.6


農業生産･土地利用関連の排出の変化
土地被覆変化は地球環境の変化の重要な側面である。たとえば、森林が破壊されると温室効果ガスや他のガスの排出増や、自然の生態系にある生物を脅かす農業･都市用地の拡大を招き、逆に森林が拡大すれば大気中のCO2吸収量が増加する。IMAGE2は農業用地 (ここでは牧草地, 耕地, 管理林野としての利用とする) の必要性を考慮に入れることで、土地被覆の変化を算出する。このモデルは土地利用におけるこれら変化を、世界13地域の畜産物･農作物･林産品への需要と、作物･牧草の量とそれら産品を生産するのに必要な林野を計算することによって算出する。農作物のシナリオを算出するために、IMAGE2は多くの主要ファクタを考慮に入れる。すなわち農作物の貿易、畜産、農作物強度、農作物生産における技術改良、農薬利用、農業への需要、気候変動による土地の潜在的生産性である。

農地の必要性は、何をおいても地域の農業需要次第であり、後に述べるとおり計算される。しかし地域によっては、農地面積は他地域との食料貿易の量にも左右され、このことは各シナリオでも特定する必要がある。さらに、1ha単位の農産物産出量に影響する、農地の必要性を推定するのに重要なファクタがいくつかある。その1つは、農作物の潜在可能性に対する気候変動の影響であり、これはモデルによって内部的に計算される。このタイプの他、3つのファクタが各シナリオで特定されなければならない。3つのファクタとは畜産、農産物強度、農作物生産における技術改良である。これらファクタの計算については、詳細はAlcamo他 (1996年) を参照。

IMAGEベースラインA, B, Cシナリオ――開発途上地域での農地拡大のため、世界全体での農地面積は2030年まで急速に拡大する。その後、多くの途上地域が農耕･牧畜に適した土地をひととおり使い尽くしてしまうと、先進地域で農地を放棄する傾向が世界中で支配的になる。最高ベースラインシナリオでの農地放棄の影響は、ベースラインAよりも大きい。このシナリオでは、牧畜生産や農作物生産が中南米やCISのような地域でより急速に伸び、需要の増加を上回る。低シナリオでは、主に少ない人口を想定しているため、農地面積はずっと狭く見積っている。農地の拡大又は縮小についての最も重要な結果のひとつは、林野地の範囲の変化である。ベースラインシナリオによれば、多くの場合、農地は森林を犠牲にして拡大しており、(現在同じく実際に起きているように) 特に熱帯地域において顕著に見られる。シナリオの中で農地が縮小するとされる先進地域では、自然発生の植生が農地を取って代わるだろうIMAGE2モデルは予測する。つまり、先進地域では多くの新しい林野が出現することになる。ベースラインAでは、これらファクタだけでも、地球上の森林面積は1990年から2100年までに約4296 haから3170 haに縮小することになるとしている。対応する森林破壊は、21世紀前半で年間1700万ha、後半で年間20万haに達する。以上のファクタによって、IMAGEベースラインシナリオでは、森林破壊によるバイオマス燃焼のCO2排出量は2010年頃にピーク値に達するまで減少傾向が続き、その後、IMAGEベースラインAシナリオで年間約0.5GtC前後で安定する。

IMAGE 2.1 IPCC / SRES A1･B1シナリオ――IPCC SRESシナリオでは、食料･飼料･木材･生物燃料の需要増加が生産性向上と需要増加をもたらし、2050年までアフリカ、アジアの農業地帯は拡大し (FSUを除く)、その後下降する。他の地域では、農地の総面積は21世紀を通じて徐々に減少する。B1での持続可能な開発に向けてのコミットメントにより、森林破壊率が下がり、森林再生率もA1よりも高くなる。結果として、B1では土地利用からの排出量はA1より低い。より具体的には、IMAGE 2.1 IPCC/SRSES B1シナリオについて、森林破壊によるバイオマス燃焼のCO2排出量は、依然重要なCO2排出源である：2030年までは年およそ1 GtC、その後は年0.5 GtCのCO2排出という結果となる。IMAGE 2.1 IPCC/SRSES Aシナリオについては、森林破壊によるバイオマス燃焼からのCO2排出量は2030年まで幾分高く、その後も2100年まで上昇する。

温室効果ガス全体の排出量
IMAGE2モデルは、すべての主要放射性ガスと、放射性硫酸エアロゾルをもたらす二酸化硫黄の、地域排出量を算出する。

IMAGEベースラインA, B, Cシナリオ――最も重要な温室効果ガスであるCO2の世界全体での排出量は、2100年にはベースラインAシナリオ（中間シナリオ）で年間20.5 GtCに達する。ベースラインB・Cでは、それぞれ年間7.5 GtC・32.2 GtCに達する。SO2排出については、IMAGEベースラインシナリオは、全シミュレーション期間で一定の二酸化硫黄SO2を想定している。他の温室効果ガスの排出経路についてはde Vries他 (1994)が述べている。

IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1･B1シナリオ――地球全体でのCO2排出量は、A1･B1共に、2050年頃にピークを迎えるが、A1のほうが化石燃料の利用が多い上に広い土地を農業活動に使うため、A1のピーク(年間20 GtC)はB1 (年間13 GtC)より大幅に高い値を示している。2050年以降は、排出量はB1がA1より速く減少する。同様の傾向が他の温室効果ガスについても見ることができる (De Vries他, 2000年)。SO2排出については、IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1･B1シナリオでは近い将来に硫黄抑制政策の全面実施を想定している。

これらシナリオは、環境法制のごく最近の進展を反映し、それ以前のIS92シナリオからは逸脱している。欧州のOECD諸国、東欧、CISには、こうした抑制政策は｢欧州越境大気汚染物質に関するジュネーブ条約｣の第2次硫黄プロトコルに明記されている (ECE, 1994年)。他の先進地域（カナダ、米国、日本）については、本書では各国の硫黄抑制計画を考慮する (例：米国の大気浄化法)。IMAGE 2.1 IPCC/SRES B1シナリオでは、エネルギー利用減少･燃料の代替と脱硫･電力部門での技術革新の結果として2010年以降、排出量は下降を続ける。非OECD諸国では、特にアジアにおいて、このシナリオでの硫黄排出量はやはり大幅に抑制されるようになるだろう。それは人間の健康や農作物生産性、生態系に対する、地域的･地方的に大きなマイナス影響を避けるためである。IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1シナリオでは、エネルギー関連SO2排出量は、2010年以降、緩やかな脱硫戦略に従うとみられる。非附属書I国については、附属書I諸国で現在行われている脱硫技術が21世紀後半に実施されるようになる。

1.12 排出履歴データベース
1.12.1 はじめに
meta-IMAGE (およびFAIR) の主なインプットデータは、人間が引き起こす気候システム撹乱から成る。すなわち、(1) 温室効果ガスの人為的 (エネルギー, 産業, 農業関連) 排出、(2) 土地利用変化とそれに関連するCO2排出、である。過去のデータ (1751～1995年の間) は以下に述べるように排出履歴データベースから引き出した。1995～2000年のデータについてはIMAGE 2.1 ベースラインシナリオ (Alcamo他, 1996年)、またはIMAGE '99 B1シナリオ (de Vries他, 2000年)に基づく。
温室効果ガスの人為的排出 

1751～1996年（国によって異なる）の地域での化石燃料CO2排出量は、米国のオークリッジ国立研究所Oak Ridge National Laboratory (ORNL) (ORNL-CDIACとも記す (CO2 Data and Information Assessment Center)) のCO2排出データベースに基づく (Marland & Rotty, 1984年、Marland他, 1999年)。化石燃料燃焼とセメント生産からのCO2の世界全体･地域･国でのCO2排出は、毎年更新される国別国内燃料総消費量 (石炭･石油･ガス) についての国連エネルギー統計に基づく (Andres他, 1998年)。国際バンカー油の排出量と、CDIAC排出量の世界全体と総計との差は、国際海洋･航空バンカー燃料排出量への1990年基準の各国の貢献 (Olivier & Peters(1999)による) を用いて、地域のCO2排出量に配分する。

ORNL-CDIAC排出データでは、化石燃料やセメント生産からのCO2排出量に限りがある。過去の地域での人為的CH4･N2O 排出量 (土地利用変化による排出を含む) は従ってEDGAR (Emission Database for Global Atmospheric Research, 地球大気リサーチの排出データベース) のデータセットから引用した。この排出データセットは応用科学リサーチのためのオランダ機構 (Dutch Organization for Applied Scientific Research: TNO)とRIVMとの協力で開発したものであり (Olivier他, 1996年, 1999年; Klein-Goldewijk他, 1996年)、1890～1970年についてはHYDEデータベースに編成された地域別･国別の歴史的活動データに基づいている。ハロカーボンやその他GHG、過去のオゾン前駆物質の地球全体での人為的排出量はEDGAR (Olivier他, 1999年, SO2 は Smith他 (1999年))に基づく。 

1.12.2 土地利用変化とそれに関連するCO2排出量
土地利用変化からの過去の地域的CO2排出量はHoughton ＆ Hackler (1995年) とHoughton他 (1983年; 1987年)に基づくが、過去の地域的人口動向に従いIMAGE2.1の世界13地域にさらに統合されている。1850～1980年の世界のCO2推定排出量 (115 GtC)、および1980～1990年の平均フラックス (1.4 GtC/年) は、1995年更新のIPCC科学評価が提示した推定値とほとんど同一である (Schimel他, 1995年)。Houghton (1999年) が最近修正した分析は、1980年代 (2.0 GtC/年) よりいくぶん高い数値を示しているが、1850～1980年の総フラックスとほぼ同じ推定値である。これら修正排出量は本書では採用しない。それは、最新のIPCC科学評価の中心概算値と整合性を持たせるためである。

土地利用変化 (それ自体は、meta-IMAGEモデルの中の地球の炭素循環プロセスにとって重要) はHoughton & Hackler (1995年) にも基づいているが、meta-IMAGEモデル (den Elzen, 1998年)で使われたように、さらに４つの主要土地利用タイプに統合した。すなわち、森林、草地、農業、他の土地、である。

1.13 地域
IMAGE 2.1地域の解説はAlcamo他 (1998) にある (図4.3も参照)。

図 4.4: IMAGE 2.1地域
マニュアル
この章は、FAIRモデルの技術マニュアルであり、電子文書システムFAIRのヘルプページに該当するものである。（インターネット上では）ボックスを選定し、F1ボタンを押すことで到達できる。このマニュアルは、FAIRモデルのインターフェースの利用法を説明するとともに、FAIRのさまざまなモードや見方について詳しく説明する。

1.14 はじめに
FAIR起動後、2つのウィンドウが開く：

· M-ビューア またはFAIRのモデルインターフェース
· FAIRの文書システム (ネットスケープ又は インターネットエクスプローラ).

1. FAIRのM-ビューアインターフェースは、FAIRモデルでのシミュレーションの視覚面全てをサポートしており、FAIRプログラム自体のようにM-ソフトウェアを用いて開発されている (de Bruin他, 1996年; http://www.m.rivm.nl)。このインターフェースは、FAIRのさまざまなアウトプットデータを、フレキシブルかつインタラクティブに視覚化･分析･比較できるようにする。その結果、FAIRが使用し作り出す複雑なデータセットすべてについて表示や使用、グラフ分析を容易にし、初めて使う人にも経験者にもFAIRシミュレーションへのアクセスを提供する。

表示画面のインターフェースは多様な画面で構成する。その多くが基本的には、画面左側の構築又は操作メニュー、右側の評価部分から成る。FAIRのインターフェース画面は、FAIRの枠内で4つのモードで構成する。すなわち、シナリオ構築、参画拡大、収束、トリプティクである。

2. FAIRの文書システムはHTMLブラウザである。ユーザー向けオンラインヘルプを支援するとともに、M-ビューアインターフェースの枠内の画面、グラフ、地図の全てが利用可能になる。 いずれかのボックスを選びF1キーを押せば、選択項目についてのヘルプテキストにつながる。各ヘルプ画面のキーボードはクロスレファレンスである。この文書システムのホームページは図5.1に示す。この文書システムはFAIRウェブサイト版にも対応している (http://www.rivm.nl/FAIR)。
FAIRのインターフェースを前面で表示するには
· タスクバーのM-ビューアを左クリックするか、または
· AltキーとTabキーの組合せを使う。Altキーを押したままTabキーを繰り返し押すことで、M-ビューアを選択できる。

FAIRの文書システムを前面で表示するには
· ネットスケープ又はエクスプローラボタンを左クリックするか、又は、
· AltキーとTabキーのコンビネーション用いる

FAIRの画面をスタートするには

FAIRプログラムを起動させた後は、インストール手順に示すように、最初の画面が現れる。それ以降はマウス動作で簡単にプログラムをコントロールできる。

図 5.1  FAIR文書システムのホームページ
図5.2 FAIRのスタート画面
スタート画面からは2種類の進み方がある。このソフトウェアを初めて使う人は黄色のボックスをクリックし、それ以外の人は青のボックスをクリックする。黄色のボックスを押すと“初回使用画面”が現れ、ユーザーを迎えるとともにFAIRのライセンス合意についてRIVMとコンタクトを取るよう指示がある。この場合、ユーザーの元にはソフトウェアのアップデート版が随時送られてくる。

青のボックス (スタート画面又は初回使用画面をクリックすると、免責条項の画面が現れる。この画面は、このソフトウェア使用にあたっての必要な免責条項を含んでいる。次の青のボックスをクリックすると、シナリオ構築メイン画面が現れる。ここからFAIRシミュレーションをスタートできる。

以下の方法で、出力結果グラフを持つさまざまなコンテナcontainerを拡大したり縮小したりできる
1. 調べようとするコンテナにマウスのカーソルを動かす

2. -選択肢の数が多い上級メニューを表示するには、マウスを右クリックし“拡大zoom in”を選択するか、あるいは、


-シフトShiftキーを押したまま右クリックする

終了したとき、あるいは途中で止めたいとき

1. “ファイルFile”メニューバーの“出るExit”を使う

2.   終了確認画面で“イエスyes”をクリックすると、モデルは終了する

3.   HTMLブラウザから出る

1.15 FAIRインターフェースの使い方 

ユーザーインターフェースコンポーネントとその取扱い方

FAIRはマウス動作のみでの操作が可能である。マウスの左クリックは、ボタンやスライダの選択といった定型動作に用いる。右クリックは、拡大縮小やボックス開閉等の追加メニューを提示する。以下の表で全インターフェースコンポーネントをまとめる。

	名前
	記号
	使い方
	説明／動作

	オプション

Options
	[image: image10.png]



	左クリックしてオプションを選択
	オプションリストの表示。使用可能なオプションがスイッチの脇に表示される

	スライダ

Slider
	[image: image11.png]



	左クリックを使ってスライダをドラッグ
	希望の数値までスライダを移動。数値は左端のボックスに表示される

	無効オプションリスト
Disabled Optionlist
	[image: image12.png]



	動作なし
	機能の表示、使用可能なシナリオを示す。

	グラフボックス
Graph box
	[image: image13.png]



	右クリックしてメニューを開き、拡大 Zoom inを選択
	変数やパラメータのグラフを1つ以上含むボックスの拡大

	
	
	境界線で右クリックし、すべて開くOpen all を選択
	グラフの表示

	
	
	境界線で右クリックし、終了Closeを選択
	グラフを閉じ、メインページに戻る

	グラフ

Graph
	[image: image14.png]



	境界エリアborder areaを右クリックするとボックス又はデータオプション付きメニューが現れる。
開くOpen/ 閉じるClose 又は 拡大Zoom in/ 縮小Zoom outを選択
	ボックスの開閉や、グラフの拡大･縮小。
データオプションはFAIRでは使っていない。

	
	
	データエリアdata areaを右クリックし、グラフのオプションのついたメニューが現れる。
	オプションの編集には、グラフの入力imput graphを参照。

	
	
	値の表示Show valueを選択 
	データエリアで左クリックした位置でのx･yの値を示す

	
	
	スケールx Scale xを選択
	x軸の値を増減する

	
	
	スケールy Scale yを選択
	y軸の値を増減する

	
	
	ドラッグdragを選択
	起点の位置を希望の場所にドラッグして配置

	
	
	表の編集Edit tableを選択
	グラフデータ付きのウィンドーが現れる。

	入力グラフ

Input Graph
	[image: image15.png]- border afea.





	グラフ＋編集オプションと同じオプションを持つ。
全ての編集オプションは、データエリアの始点にマウスカーソルを当ててスタートできる。左クリックしたまま、カーソルを希望のエンドポイントまで静かに動かし、そこでマウスを放す。
	

	
	
	自由編集Edit freeを選択 
	線をドラッグしてグラフを自由に変える。結果:カーソルの動きに合わせて線が移動

	
	
	線の編集Edit lineを選択 
	グラフ (の一部) を直線的にする; 
結果: 始点から終点まで直線

	
	
	指数関数の編集Edit expoを選択
	グラフ (の一部) を指数関数的にする; 
結果: 始点から終点まで指数関数的な線

	セレクタ
Selector
	[image: image16.png]


 赤=オフ
	左クリック
	この地域等の数値を示す線はグラフに表示されない

	
	[image: image17.png]


 
青または白=オン
	左クリック
	この地域等の数値を示す線がグラフに表示されている

	
	ナビゲーションバー

	
	

	画面

View
	[image: image18.png]



	左クリック
	4つのメイン画面のいずれかを開く

	サブ画面

Subview
	[image: image19.png]



	左クリック
	開いている画面のサブ画面を開く

	シナリオ

Scenario
	[image: image20.png]



	左クリック
	レファレンスシナリオの変更 (左側の無効スライダに反映される)

	テキスト
Text
	[image: image21.png]



	動作なし
	テキストボックス

	ヘルプ

Help
	[image: image22.png]| G2





	F1ボタンを選択し押す
	技術サポート用ヘルプシステムを起動する


メニューバー

FAIRのメニューバーは7項目 (例：ファイル, 編集, ツール,等) から成る。メニューバーのオプションから、保存、シナリオの呼び出し、結果の印刷、プログラムの終了といった動作が可能である。大半の項目は見ればわかるようになっている。全メニューオプションを以下にまとめる。

ファイル File
· 印刷 Print
画面上に表示されているウィンドウを、メニューバーやフレームなしで、設定されている環境で印刷する。
· 印刷設定 Print Set-up 

印刷コマンドを処理する方法を設定する。余白、位置、方向、プリンターコマンド、可能であればファイル名。

· 終了 Exit
ユーザーサポートシステムの終了

編集 Edit
· ドメイン Domain   

変数のみ有効。使用可能な項目のドメイン変更 (ｘ軸)：最小/最大；小数の数；軸沿いのチェックマークの数。  

· ディメンジョン Dimension 
変数のみ有効。使用可能な項目のディメンジョンの選択。各項目･各ディメンジョンについては使用可能なクラス数を選択可能。   

· 範囲 Range 

変数のみ有効。使用可能な項目の範囲変更 (ｙ軸)：最小/最大；小数の数；軸沿いのチェックマークの数。  

· 部品 Widget 
使用可能な項目のタイプ､サブタイプを選択。コンテナへの意味はない (何も変更できない)。変数については、タイプ (地図, グラフ, etc), サブタイプ (選択するタイプによって異なる。例えば色, 線種, etc)の変更がある。
· 表 Table 
表エディタの起動 (地図には使わないこと!)   

 ツール Tools
· シナリオマネージャ Scenario Manager… 

シナリオの管理：シナリオの選択、ロード、保存、アンロード   

ウィンドウ Window

· 水平分割 Split Horizontal 

動作中の画面を水平方向に半分に分割 

· 垂直分割 Split Vertical 

動作中の画面を垂直方向に半分に分割
· タイル Tile 

タイルがウィンドウを元のサイズに分割         

ヘルプ Help

· モデル Model 

FAIR 1.0 についての情報

· アバウト About 

現行 M バージョンについての情報

注：

1. 使用可能でないメニューオプションは薄色表示となり、その先は表示されない。
2. グラフを左クリックすることで、そのグラフを使用可能な状態にすることができる。
3. 設定を変更するときは常に、それらが使用可能な状態になる前に<return> で確認すること。
メニューバーのツールToolsにあるシナリオマネージャについてもう少し説明が必要である。ここを左クリックするとシナリオ管理メニューscenario management menuが現れる。そこには5項目があり、シナリオファイルの読み込みload、シナリオファイル保存save、読み込んだシナリオファイルの選択selectに進めるようになっている。シナリオを保存する場合、新しいメニュー画面が現れる。ここでシナリオに名前nameやラベルlabelをつけたり、シナリオを構築した著者authorや日時dateを記載できる。ここで保存Saveボタンをクリックし、ユーザーは、影響指標の気候変動政策目標、気候感度係数climate sensitivity、土地利用変化の排出等といったシナリオスキャナを入力する。

同じくツールには画面オプションView Optionsもあり、その中のフリーズFreezeオプションが有用である。フリーズを使用可能な状態にすると、モデルを直接再実行することなしに入力事項を変更できる。モデルに戻るときはフリーズボタンを再度押すこと。

補助機能
補助機能はマウスの右クリック操作で活用できる。右クリックすると補助機能を選択できるメニュー画面が現れる。グラフのデータエリアを右クリックすれば、追加の機能を加えることもできる。
注：すべての項目がすべてのタイミングで表示されるわけではない。たとえば、ボックスがメニュー項目を既に開けていれば、“開くOpen”は現れない。使用可能でないオプションを多く伴うメニューもある。このような使用可能でないオプションはグレーとなり表示されない。
表 5.1
右クリック使用時の表示メニュー（コンテナにポインタを置いた状態）
	メニュー項目
	動作

	開く Open
	コンテナを開く (マウスの中ボタンと同様)

	すべて開く Open all
	コンテナ、変数、現行レベル以下の地図をすべて開く

	すべて閉じる Close all
	コンテナ、変数、現行レベル以下の地図をすべて閉じる

	拡大 Zoom in
	コンテナの拡大 (shift＋右クリックと同様) および、開く

	リセット Reset
	変数と地図を元のシナリオの値に戻す

	レファレンスの設定
Set reference
	全ての折れ線グラフ（現行レベル以下）の線をレファレンスとして設定し、グラフ設定変更のとき (例：異なるシナリオのロード、他の地域の選択) に可視状態であるようにする。

	レファレンスの解除
Unset reference
	すべてのレファレンスを取り除く

	ロード Load ...
	FAIRには関連なし

	保存 Save ...
	ASCIIフォーマットでデータを保存


表 5.2
右クリック使用時の表示メニュー (グラフのデータエリア外にポインタを置いた状態）
	メニュー項目
	動作

	開く･閉じる Open/Close
	変数ボックスの開閉

	拡大･縮小 Zoom in/out
	ボックスの拡大･縮小

	リセット Reset
	すべての値をロードしたシナリオ値にリセットする

	拡大 Zoom in
	コンテナを拡大 (shift＋右クリックと同様)し、開く

	保存 Save ...
	Mデータファイルの保存 (ASCIIフォーマット, コンマ区切り)


表 5.3
右クリック使用時の表示メニュー(グラフのデータエリア内にポインタを置いた状態）
	メニュー項目
	動作

	変数の表示 Show value
	マウスのポインタの位置の数値を表示する

	ドラッグ Drag
	スクリーンを越えてラインをドラッグする

	スケールX  Scale X
	X軸の値を増減する

	スケールY  Scale Y
	Y軸の値を増減する

	自由編集 Edit Free
	線をドラッグしてグラフを自由に修正。結果：カーソルの動きに合わせて線が移動

	線の編集 Edit line
	グラフ (の一部) を直線的に変更。結果：起点から終点まで直線

	指数関数の編集
Edit Expo
	グラフの指数関数 (の一部) を変更。結果：始点から終点まで指数関数的な線。

	レファレンスの設定
Set reference
	現行の線を、グラフ設定を変更 (例: 異なるシナリオのロード、他の地域を選択) しても残るレファレンスとして設定。

	レファレンス解除
Unset reference
	レファレンスを取り除く

	表の編集 Edit Table ...
	表エディタを呼び出す (注：表エディタの作動中や、表エディタを更新していない状態で、シナリオを変更しないこと)


表 5.4
右クリック使用時の表示メニュー (ポインタを画面の境界に配置した状態)：
	メニュー項目
	動作

	拡大 Zoom in
	画面の拡大 (分割画面でのみ有効)

	画面の分割 Split view

	画面を2つに分割。マウスのポインタ地点で、その時点でのズームレベルから開始。

	画面の結合 Joint views
	2つの画面を結合させ１つの画面に戻す

	再読み込み Redraw
	スクリーンの再読み込み

	…
	


1.16 シナリオ構築
4つのモード全ては、詳細画面advanced viewと基本画面basic viewから成る。これらは主に、操作可能な設定の数や、それによって生じる画面の複雑さの点で異なっている。FAIRモデル内のさまざまな画面は、だいたい以下のように構築されている。画面左側には決定支援変数があり、ユーザーはこれらの値を変更できる。中央にはメインのアウトプット変数が配置され、右側には、モデル4種 (メイン画面) のうち1つ、メイン画面に従属するサブ画面、レファレンスシナリオ (IMAGEベースラインA, B, C, IS98A1 & IS98B1シナリオ) のいずれかを選ぶことができる。

1.16.1 シナリオ構築基本モードのメイン画面 Scenario costruction basic mode
FAIRシナリオ構築のメイン画面を立ち上げると、シナリオ構築-基本モードの中で操作する。シナリオ構築メイン画面（基本モード）は“シナリオscenario”(左)と“シナリオ評価scenario evaluation”(右)との2つの主要ブロックから成る。

シナリオ Scenario
ここでユーザーは、レファレンスシナリオと目標シナリオを1つずつ選択する。レファレンスシナリオとは、不参加地域 (1995～2013年 (京都を含む目標シナリオ) の非附属書I諸国) の化石燃料起源のCO2排出量
や、1995～2100年の間の土地利用変化 (森林破壊) による世界全体でのCO2排出量を示すものである。目標排出シナリオは、1995～2100年の間の世界全体での人為的CO2排出量について表しており (2013年開始の京都を含む目標シナリオ)、2100年までに大気中CO2濃度を450 ppmvに安定させることを目的としたIPCCの安定排出プロフィールの1つとなりうるものである。

· レファレンスシナリオreference scenarioは、IMAGE2.1の一部として開発された、あらかじめ設定した排出シナリオ5種のセットを反映している。すなわち、IMAGE 2.1ベースラインA, B, Cシナリオ (Alcamo他, 1996年)と、 新しいIPCC SRESシナリオ2種 (IMAGE 2.1 IPCC SRES A1 & B1シナリオ) (de Vries他, 2000年) である (第4章も参照)
。
· そして目標シナリオTarget scenarioを選択する。ここでは以下の3つのメインセットがある。
1. レファレンスシナリオ
2. ユーザー構築の排出シナリオown constructed emission scenario (京都を含むシナリオと含まないシナリオがある；京都議定書に明記される、2000～2013年の附属書Iの排出削減実施) と、ユーザー構築のトリプティクシナリオown constructed tryptych scenario (第4章 4.5参照) (上級モードでのみ有効)

3. 事前規定排出シナリオpre-defined emission scenarios：IMAGE安定シナリオ、IPCC排出シナリオ、FAIRの事前規定安定排出シナリオ (京都を含むシナリオと含まないシナリオがある) のうちのひとつ。

注：FAIRの事前規定安定化450･550 ppmvシナリオの世界全体での排出プロフィール（京都議定書排出要求を含む）は想定したベースラインシナリオ (レファレンスシナリオ) にもよる。京都期間中、非附属書I諸国の人為的CO2排出量は各国のベースラインシナリオに、附属書I諸国のCO2排出量は京都議定書の排出削減に従う。このことは、2010年までの地球全体の最終人為的CO2排出レベルは、想定したレファレンスシナリオによって異なることを意味する。2010年の世界全体の排出レベルに基づき、FAIRは、事前規定安定排出シナリオのセットの中から排出シナリオを１つ選び出し、それによって大気中のCO2濃度を450-550 ppmvのレベルで安定させることにつながる。

シナリオを選ぶと、画面左上のグラフの中に、ベースラインシナリオと目標排出シナリオとの差異として負荷が示される。ここでスライダを使い、気候変動目標を選んだり自身の排出シナリオを評価したりする。自身の排出シナリオを評価するため、3つのパラメータを作り出した。

· 1990年値に対する地球全体の平均表面温度上昇の変化：デフォルト値は2 oC。
· 地球全体の気温上昇率：デフォルト値は0.15 oC/10年。
海面上昇：デフォルト値は30cm。
気候変動目標の設定次第で、画面右側のシナリオ評価ブロックでのグラフの色が決まる。

シナリオ評価 Scenario evaluation

このパートでは、選択した目標シナリオの気候変動評価影響について述べる。シナリオはここで、地球全体の気候変動目標指標（すなわち、1900年レベルと比較した地球全体の平均気温上昇、10年間の気温変化率、1900年レベルと比較した海面上昇）に選んだ値に基づき評価する。具体的には：

· 人為的CO2換算排出量……上部ボックスの色は3つの地球気候変動指標（地球平均気温上昇、気温上昇率、海面上昇率）の個々の結果である。気候変動の政策目標を変更すると、内容次第で指標の色も変わる。プロフィールはこのことを示す。プロフィールは以下の色になる。
· 赤：“危険”＝1つ以上の気候変動指標が、気候変動目標の20％を超える場合。
· 黄：“接近”＝1つ以上の気候変動指標が、気候変動目標に不確定範囲20％以内で接近する場合。
· 緑：“安全”＝全ての気候変動指標の値が、個々の目標の80％を下回る場合。
地球気候変動指標……CO2濃度 (ppmv), 地球平均表面温度上昇 (oC), 海面上昇 (m), 地球平均表面温度上昇率 (oC/10年)。ここでも、どの気候変動指標が、ブロック上部の全体評価プロフィールを左右するのかがわかるよう、個々の指標は色別に表示される。

ここでは、大気中CO2濃度 (単位は100万分の1体積分率 (ppmv)) も含む。それによって、現行レベルと産業革命以前のレベル (280 ppmv)とを比較でき、UNFCCCの究極の目標として定義されたようにCO2濃度が安定化するかどうかの評価を可能にする。

表5.3：FAIRの「シナリオ構築基本モード」
シナリオ構築上級モード Scenario construction in the advanced mode
基本モードに慣れると、排出シナリオ構築により多くのオプションを必要としたり、予測する目標シナリオの人為的GHG排出シナリオをもっと詳しく検証したいと思うようになるだろう。画面右の“上級モードadvanced mode”ボックスを選択すると、その下に追加項目が表示される。追加項目は土地利用や他の温室効果ガス等について、シナリオ構築だけでなくシナリオ評価にも用意されている。シナリオ構築上級モードの画面構成は、基本モード画面と同様である。つまり、左ブロックでシナリオ構築オプションを提供し、右ブロックでそのシナリオを評価する。重要なのは、評価オプションは、それらがより具体的であれば左ブロックでもいくつか利用できることだ。例えば、さまざまなシナリオでの土地利用起源の排出はこのブロックで評価する。シナリオ構築モードの多様なサブ画面は、右側メニューのやや小さいボックスを通して開くことができる。

茶色の“モデルの不確実性 model uncertainty”ボックスを選択すると気候不安定パラメータを設定できる画面が現れ、白の“基本モードbasic mode”ボックスをクリックするとシナリオ構築基本モードに戻る。他のボックスもそれぞれ特定の画面へリンクする。それらオプションについては以下のサブパラグラフでより詳しく解説する。
右ブロックの“シナリオ評価”では、追加の気候指標としてCO2換算濃度を提供する。これは重要な気候変動政策目標としても使われる。このような安定化目標はFCCCの目標の中で明記されている。

モデルの不確実性 Model uncertainty
モデル不確実性の画面は、meta-IMAGE2.1の不確実性評価の一部であり、ユーザーは主要な気候変動モデルパラメータの設定を変更できる (左側ブロック)。評価部分ではさまざまなパラメータ設定の影響を査定できる (右側ブロック)。評価部分はシナリオ構築画面と同じである。

不確実性査定部分 (左側) では、不確実性の影響を、主要地球気候指標 (右ブロック参照)、いわゆる感度分析、のモデルプロジェクションについての主要モデルパラメータの中で査定することができる。主要モデルパラメータとその不確実性範囲 (IPCC第2次評価報告に基づく) (Houghton 他, 1996年) は以下のとおりである。
· 気候感度： CO2レベルが2倍になることでの、地表平均気温の長期的な (安定した) 変化。IPCC中心値は2.25 oC/Wm-2、IPCC 範囲は [1.5;4.5] oC/Wm-2。ここに中心値2.35 oC/Wm-2が取り出されると、平衡倍加CO2濃度から取り出されたのに近い値は、IMAGE2.1モデルを試みる (den Elzen, 1998年も参照)。

· 直接SO2抑制力パラメータ (スケーリングパラメータ)：1990年の硫酸エアロゾルによる直接放射力のIPCC中心値は-0.5 W/m2、範囲は [-0.75;-0.25] Wm-2.だった。ここで中心値 -0.57 Wm-2 が採用され、IMAGEの気温上昇予測と一致する。
· 間接SO2抑制力パラメータ (スケーリングパラメータ)：不確実性の高いモデルパラメータ。1990年の硫酸エアロゾルによる間接放射力のIPCC中心値はゼロ、範囲は[-2;0] Wm-2である。ここに中心値-0.3 Wm-2 が採用され、IMAGE気温上昇予測と一致する。
· 成層圏オゾン層破壊と煙粒子による放射力とに起因するCFCによる間接SO2抑制力は、モデル計算に加算/除外のいずれも考えられる。デフォルト計算では、これら抑制力はIMAGE2.1気候モデリングとの整合性のために排除される。いずれも、1990年の全体的な放射力は小さな要素 (5％以下) である。
· 海面上昇熱パラメータは、中心値が0.24 m、範囲は[0.1;0.4]mである。
アウトプット変数は主要な地球気候変動指標である (1900年レベルに対する地球平均気温変化、1990年レベルと比較した海面上昇)。

注：これら多様なパラメータは、気温変化や海面上の査定のために変えることができる。しかし2000年レベルの結果については、レファレンス値からかけ離れたものであるべきではない。気候感度の高さは、気温変化の推定観測値 (0.4～0.8 ºC, 20世紀後期) の範囲内に残るために、エアロゾルによる負の高い抑制力を表すことが判明するだろう。よって、不確実性の組合せすべてが科学的に信用できるとは限らない。

1.16.2 化石燃料起源CO2排出量の画面 Fossil CO2 emissions view
化石起源のCO2排出量は気候変動の最も重要な決定要因である。これは、化石燃料の燃焼, 消費者, セメント生産によるCO2排出, あるいは他のCO2排出源 (土地利用変化を除く) による、人為的CO2排出のすべてに関係する。この画面では、ユーザーが自身の化石燃料起源排出シナリオを作成したり、目標シナリオや自身のシナリオのための化石燃料起源排出量を示すために、ユーザーが設定するいくつかの政策変数について、画面左のシナリオ構築ブロックで提供する。

· レファレンスシナリオと目標シナリオをここで変更できる。レファレンスシナリオは、非附属書I国の1995～2013年 (京都を含む目標シナリオ) の化石燃料CO2排出量を、1995～2100年の土地利用変化による全世界のCO2排出量とを示している (セクション5.3.5参照)。目標排出シナリオは、1995～2100年 (2013年に始まる京都を含む目標シナリオ) の全世界の人為的CO2排出量について示す。化石燃料起源排出量は現在、人為的CO2排出量から土地利用変化によるCO2排出量を差し引いて得られる。

· 自分のシナリオ：ユーザーは“自分のシナリオ own scenario”ブロックで自身のシナリオを構築することができるが、その前に、目標シナリオスライダから‘own constr. scenario’/ ‘own constr. Scenario + Kyoto’を選択する。シナリオ構築ブロックを右クリックで開き、拡大する。化石燃料起源排出量の自身のシナリオは、絶対排出量・1990年比のどちらでも構築できる。まず、スライダの“相対 relative”か“絶対 absolute”かを選択すると、グラフの一つを変更できるようになる。

· 目標シナリオについての排出関連グラフ2つはこのように区別できる。
-
化石燃料起源排出量 (目標シナリオ), 単位＝GtC/年：目標シナリオ(赤のライン)と共に、以下の3シナリオの化石燃料起源排出量を示す。すなわち、IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1およびB1, IMAGE 2.1ベースラインA (これらのシナリオの詳しい背景は第4章4.2を参照)。

-
人為的CO2排出量 (目標シナリオ), 単位＝GtC/年：化石燃料起源排出量 (緑) と土地利用変化によるCO2排出量 (黄) との、2種類のCO2排出量の合計を示す。

· 画面下のブロックでは、世界全体のCO2排出削減負荷を赤で表示し、ベースラインシナリオと目標シナリオとの関係を示している。
土地利用起源CO2排出量の画面 Land-use CO2 emissions view
土地利用変化は、単純なモデリングの枠組みを捉えるのに例外的に難しい部門である。土地利用起源CO2排出量を抑制するためのオプションを明らかにするため、土地利用起源CO2排出量をユーザーが直接変更できるようにした。土地利用関連のCO2排出量は、背景ベースライン排出シナリオ (レファレンスシナリオ) で述べたように、排出経路によって異なることがある。例えばユーザーは、異なる排出シナリオに従い、土地利用起源CO2排出量と組み合わせて、IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1シナリオをレファレンスシナリオとして選ぶことができる。

この画面では、ユーザーが自身の土地利用排出シナリオを作成したり、自身の目標シナリオ･自身のシナリオのための土地利用起源CO2排出量を示すための、いくつかの政策変数を提供する。画面は以下のように構成される：

· レファレンスシナリオと目標シナリオはここで変更することができる。レファレンスシナリオは、1995～2100年 (デフォルトの場合) の全世界での土地利用変化によるCO2排出量を示している。目標排出シナリオは“自身のシナリオ構築”選択での土地利用起源CO2排出量にのみ影響する。
· 自分のシナリオ：土地利用起源CO2排出量を“自分のシナリオ”ボックス (右クリックし“すべて開くopen all”を選択) の中で変更するには2つの方法がある：
(i) ユーザーは土地利用起源の排出量についての自身のシナリオを,“自分のシナリオown scenario”ボックスで構築することができる。目標シナリオスライダにある“自分のシナリオ構築own constr. scenario”“自分のシナリオ＋京都own constr. scenario + Kyoto”を選択し、そこでグラフの線を“自分のシナリオ：土地利用起源のCO2排出量 Own scenario:CO2 emissions”ボックスまでドラッグする
.。
(ii) ユーザーは土地利用起源CO2排出シナリオを選択できる。“自身のシナリオ”ボックスの中に、デフォルトの土地利用レファレンスシナリオが“ベースライン排出を使用use baseline emissions”として入っている。これは、土地利用起源CO2排出量は、レファレンスシナリオの項で述べたように、排出経路に則っていることを意味している。ここでは、スライダには6つのオプションがある：

1. ベースライン排出量使用……ベースライン (レファレンス) シナリオに則る。
2. IPCC IS92a シナリオ使用……IPCCのやや古いシナリオ。IPCC初期の作業や世界銀行を元にしている。新しいA1･B1シナリオと比較すると中間シナリオの性格を持つ。

3. IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1シナリオ使用……土地利用変化の排出量にはIMAGE 2.1 IPCC/SRES A1シナリオを使用。
4. IMAGE 2.1 IPCC/SRES B1シナリオ使用……土地利用変化の排出量にはIMAGE 2.1 IPCC/SRES B1シナリオを使用。
5. “森林破壊のないシナリオno deforestation scenario”使用……森林破壊が2010年以前に終息し、土地利用起源の排出が2010年までにゼロに戻ることを想定している。
6. “自身の土地利用シナリオ”使用……ユーザーは青のボックスの中で、グラフの線をドラッグして自身のシナリオを構築できる。
オプション5と6については、地域的な土地利用起源の排出は、IMAGE2.1の土地利用変化データから引き出した時間依存配分ファンクションを使って算出する。

· 目標シナリオでの排出に関する2つのグラフは、以下のように区別できる： 

· 土地利用起源CO2排出量 (目標シナリオ、単位GtC/年)：目標シナリオ (赤のライン) 及び3つのシナリオ (IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1及びB1, IMAGE 2.1 ベースラインA) について、土地利用起源のCO2排出量を示す。

· 人為的CO2排出量 (目標シナリオ、単位GtC/年)：化石燃料起源排出量 (緑) と土地利用変化によるCO2排出量 (黄) との2種類のCO2排出量の合計を示す。

· 画面下のブロックは、世界全体でのCO2排出削減負荷を赤で表示し、ベースラインシナリオと目標シナリオとの関係を示している。
土地利用からの排出量のデフォルトシナリオはIMAGE2ベースラインシナリオA予測に従う (Alcamo他, 1996年)。他のシナリオとの比較では、重要度の序列のようにユーザーに与えるかもしれないが、ユーザーが整合性のないシナリオ仮説を作る可能性は避けられない。土地利用変化からの排出量変化の影響は、右側の土地利用排出画面で直接評価することができる。

注：FAIR枠内での将来の負荷分担計算における土地利用関連CO2実排出量は、想定負荷分担制度を受けて地域的排出削減をより大幅に実施することで、低くなる可能性がある。それによって化石燃料起源排出量をいくぶん高くできる。なぜなら人為的CO2排出量の合計は世界全体の人為的CO2排出プロフィールに限定されるためである。

人為的CH4排出の画面 Anthropogenic CH4 emissions view
· 1995～2100年の人為的メタン (CH4) 排出量をこの画面で変更できる。排出要素には以下の項目がある：
1. 化石起源CH4排出……天然ガスパイプラインからのCH4漏出等、燃料の生産や輸送・配給関連（石炭, 鉱業, 石油, ガス生産･供給）のCH4排出。IMAGE2.1排出シナリオ
の1990年値では95～100 TgCH4/年 (IPCC SAR範囲: 70～120) だった。産業関連の排出量はほぼ無視できる。

2. 土地利用起源CH4 排出……家畜の消化管内発酵 (1990年：約70 TgCH4/年)、水田 (約30 TgCH4/年)、家畜のし尿 (約15 TgCH4/年)、バイオマス燃焼 (約30 TgCH4/年)、埋立 (約35 TgCH4/年)、家庭下水 (約25 TgCH4/年)等からのCH4排出。IMAGE排出シナリオ4の1990年値では205～235 TgCH4/年 (IPCC SAR範囲: 200～350)だった。 
これらの人為的排出のほかに、CH4の自然排出がある。すなわち：

3. 自然のCH4 排出……シロアリ、海洋/淡水、メタン水和物その他からの世界全体のCH4排出量。このモデルでは、これらの排出量は一定で、1990年IPCC世界全体のCH4排出量 (500 TgCH4/年)と、人為的CH4排出の総計 (IMAGE範囲: 300～335 TgCH4/年) との差異を元にしている。このことは、CH4の自然排出量の範囲が175～205 TgCH4/年 (IPCC SAR-範囲: 110～210 TgCH4/年) であることを意味する。

この画面は以下のように構築される：

· レファレンスシナリオと目標シナリオはここで設定できる。レファレンスシナリオは非附属書I国の1995～2013年 (京都を含む目標シナリオ) の人為的CH4排出量について表し、目標シナリオは1995～2100年 (2013年開始の京都を含む目標シナリオ) の世界全体のCH4排出量を表している。目標シナリオの化石起源CH4は、目標シナリオの化石燃料起源CO2排出削減作用を用いて計算する。附属書I国の土地利用起源CH4排出量が同様であるのに対し、非附属書I国の土地利用起源CH4排出量はベースラインでの排出傾向と比べて若干減少すると見られている。

· 自身のシナリオ：ユーザーは「自分のシナリオ」ブロックの中で自身のシナリオを構築できるが、その前に、目標シナリオスライダの“自身の構築シナリオown constr. Scenario”“自身の構築シナリオ＋京都own constr. Scenario + Kyoto”を選択する。上部の“目標シナリオボックスTarget scenario box”にある“自身の構築シナリオown constr. Scenario”を選ぶと、2種類に変化させることができる。

1. CH4漏出の削減ファクタ…… パイプラインからの漏出のことで、1990年関連のインデックス値を通して定量化された。削減ファクタは、目標シナリオで達成する化石燃料起源排出削減の追加となるもの。

2. 土地利用起源CH4排出……グラフ線をドラッグすると、ブルーの“自分のシナリオ：土地利用起源CH4排出量Own scenario:Land-use CH4 emissions”ボックスの中で自身のシナリオを構築できる。

· ユーザーが構築したCH4目標排出シナリオとベースライン排出シナリオとの比較は、2つのグラフ (化石起源CH4排出, 土地利用起源CH4排出) の中で行う。算出した大気中CH4濃度のグラフもある。土地利用起源排出と化石起源排出のCH4排出量の比較は、合計の“CH4排出CH4 emissions”グラフの中で見ることができる。
人為的 N2O 排出画面  Anthropogenic N2O emissions view
1995～2100年の人為的な一酸化二窒素 (N2O) 排出量はこの画面で変更できる。排出は以下の3つの部分から成る。

1. 化石起源N2O排出量……化石燃料燃焼からのN2O。IMAGE排出シナリオの1990年値
 はおよそ0.2-0.3 TgN/年。 

2. 土地利用起源N2O排出……肥料を与えた土壌からのN2O排出 (1990年：約1.5 TgN/年)、家畜のし尿 (約 3.2 TgN/年), バイオマスの燃焼 (約 0.1 TgN/年), 土地浄化 (約0.1 TgN/年), 家庭からの下水 (約 0.2 TgN/年)である。1990年値はおよそ5.1 TgN/年
3. 産業関連の N2O 排出量は、硝酸やアジピン酸製品関連の排出量に関連した排出で、1990年にはおよそ0.7 TgN/年。
人為的排出のほかに自然放出の分類があり、それは世界全体の自然土壌からの放出量から成る。1990年値はおよそ9.0 TgN/年だった。

N2O排出シナリオ構築では、一酸化二窒素の人為的排出は2つのグラフで要約される。化石＆産業N2O排出と、土地利用N2O排出である。自身のシナリオブロックでは、曲線をドラッグすることでこれらを操作することができる。この画面は、産業関連のN2O排出量が明らかに化石関連の排出を含む場合を除き、人為的CH4排出量の画面と同じ様に構築されている。N2O排出量の計算は、自身で構築したシナリオの中での化石N2O排出量が化石燃料起源排出量を用いた尺度で計算される場合を除き、CH4の計算と同様である。

SO2 排出の画面 SO2 emissions view 

SO2の排出は、(世界平均した) 負の放射力を引き起こす硫酸エアロゾルの結果である。地球レベルでは、温室効果ガス濃度が上昇するために、世界全体での放射力を一部相殺する。硫酸エアロゾルの抑制力が温室抑制力を単に相殺すると結論付けるには単純すぎる。なぜなら、地域的SO2排出レベルとその比較的短いライフタイムの差異から生じる、硫酸エアロゾルによる負の放射力には、地域的なバリエーションが強くみられるためである。

自身のシナリオボックスでは、4つのベースラインオプションが入手できる。

1. ベースラインシナリオ……選択したレファレンスシナリオでの、人為的SO2排出量

2. 1990年レベル……人為的SO2排出量は1990年レベルにとどまる。

3. CO2関連のSO2……人為的SO2排出量は、化石燃料起源CO2排出量 (化石燃料CO2排出量削減経路に続く) によって縮小され、脱硫ファクタによって増大する。後者は化石燃料起源排出量単位あたりのSO2の量を変える最終オプションであり、大気汚染に対する国際的な政策を反映している。このことは、石炭からガスへの燃料切替ミックスか“排ガス脱硫”による脱硫のいずれかであろう。脱硫ファクタが１ならSO2排出量の削減はCO2と一致し、脱硫ファクタが１以下ならSO2排出削減の追加策がとられ、１以上のときはSO2排出削減はCO2排出削減より遅い (非現実的で唯一可能性のある、石炭使用増が見込まれる燃料切替ミックスに向けて)。

B1硫黄プロトコルによるCO2関連のSO2……CO2関連のSO2と同様のオプションだが、ここではIMAGE2.1 IPCC/SRES B1シナリオから引き出された、世界全体での脱硫ファクタを持つ (de Vries他, 2000年)。
最終的なアウトプット変数と世界全体での人為的SO2排出量は画面下部のグラフで表示される。化石燃料起源排出量、算定された人為的SO2、CO2排出率 (赤のライン)  もここに示される。このファクタはまた、(オプション1や2のように) 人為的SO2排出についての非現実的な仮定も示す。

人為的SO2排出量が削減され、その冷却材coolingも減った場合、画面右のシナリオ評価で示されるように、地表気温上昇の結果となる。

1.16.3 全GHG排出の画面 All GHG emissions view
“全GHG排出量”画面では、さまざまな温室効果ガス排出への貢献や、ハイドロフルオロカーボン (HFCs)・パーフルオロカーボン (PFCs：CF4, C2F6, 六フッ化硫黄(SF6)) 等の特定のハロカーボン類についての仮定を概観することができる。これら化合物の排出量は、Fenhann (1999年)が開発したIPCC SRES B1排出シナリオに基づき、外因的にexogenously設定された。モントリオール議定書で規制対象となっているハロカーボン類 (CFCs, HCFCs, ハロン類, 四塩化炭素, メチル･クロロフォルム) の排出は、IPCC SRES排出シナリオに似た、WMO (1999年) のモントリオール議定書シナリオに則っている。

自身のシナリオ画面では、HFCとPFCの排出量は3つの方法で操作が可能である：

1. ベースラインシナリオ……選択したレファレンスシナリオによる、HFCとPFCの排出量。

2. 自身の削減スキーム……HFCとPFCの排出量は、自身の排出削減スキーム (1990年レベル比) に従い削減される（左側のボックス）。

3. CO2緩和への取組みに関連する事柄……HFCとPFCの排出量は化石燃料起源CO2排出量により減少する（化石燃料起源のCO2排出量削減経路）。

画面下部のボックスはCO2換算排出量で、個々の温室効果ガスごとに設定されている。

  京都議定書の画面 Kyoto Protocol view
京都議定書の画面では、京都議定書の第一約束期間までの間(1995～2010年)の短期的なCO2排出量を、附属書I諸国を世界全体として示す。この画面は、京都議定書の削減合意の画面の中で、ユーザーの目標排出シナリオを算定するオプションを提供する。目標シナリオスライダから京都議定書を含むシナリオを一つ選択すると、シナリオは京都議定書が規定する排出経路に従うようになっている。

京都議定書の画面は以下のように構築される：

· 左上のスライダでは、他の画面と同様に、ユーザーはレファレンスシナリオと目標シナリオを選択できる。目標シナリオに京都議定書オプションがあるのは、算定グラフの中では京都と目標が同様であることを意味している。

· 自身のシナリオでは、独自の京都議定書排出削減を構築することができる。マウスの右クリックを使い、拡大し開く。附属書I諸国の各地域について、削減レベルを変え、左側のグラフで絶対排出量 (GtC/年) の影響を査定できる。デフォルト設定では、京都議定書の合意内容 (UNFCCC, 1998年)、すなわち旧ソ諸国には何ら削減コミットメントがなく、オーストラリアとニュージーランド（オセアニア）は排出増すら認められていることが反映されている。評価グラフでは、1990～1995年の化石燃料起源排出量はORNL-CDIAC排出データベースに基づいており (Marland他, 1999年)、1995～2000年排出量は1995年レベルで安定するよう設定し、2000～2010年排出量は京都議定書でのコミットメントにまで削減する。

· 2つのグラフが、画面左下に表示される：

1. 化石燃料起源排出量 (京都vs目標) ……目標シナリオと、京都議定書 (附属書1国のみ) とに則した、地域の化石燃料起源排出量

2. 人為的CO2排出量 (京都vs目標) ……目標シナリオと、京都議定書とに則した、世界全体での人為的CO2排出量

化石燃料起源排出量に関しては、附属書Iの各地域をグラフ右のリストから選ぶことができる (地域名をクリックするとオン/オフする)。点線上では、ユーザー設定の短期的化石燃料起源排出目標と、京都議定書で設定された短期的削減目標との相違を見ることができる。

FAIRモデルの中で京都議定書を実施するにあたっての詳しい説明は、UNFCCCとCDIACとの1990年CO2排出量の比較と同様、付録A2を参照する。

1.17 参画拡大の画面 Increasing participation view
1.17.1 参画拡大基本モデルのメイン画面
参画拡大の画面では、世界の排出削減レジームの中で、さまざまな地域が参加するまでのマルチ･ステージ･アプローチを検証するオプションを提供する。シナリオ構築モードと同じように、2つの画面が現れる：政策オプションに制約のある基本モードと、政策オプションがより幅広い上級モードである。

参画拡大の背景にある発想は、すべての地域が最終的には世界的な削減レジームに参加するだろうというものである。出発点として、京都議定書に従うことによって附属書I国が排出抑制の負担を分担している。長期的には、非附属書I国が徐々に参加を始め、そのコミットメントのレベルも、附属書I国の仲間入りをして負荷分担レジームへの完全な参加を遂げるまで上がっていくだろう。FAIRモデルは参加について４つの段階を用いている (以下に述べる)：

1. レファレンスシナリオに則る：不参加
2. 経済活動からの脱炭素
3. 排出の安定化
4. 負荷の分担
基本モードの画面では、脱炭素 (ステージ2) のオプションは除外している。参画拡大モデルのメイン画面には、中央に2つの出力結果グラフがあり、左側にメニューバー、右側に地域を選ぶセレクタが配置されている。右端には、他の画面やモードへのセレクタボタンがある。

主要政策変数（メニューバー）
メニューバーには、レファレンスシナリオと目標シナリオを選ぶオプションや、異なる段階での参加への基準、負荷分担への閾値の基準が含まれる。さまざまな参加や負荷分担パラメータの設定がメニューバーで可能だが、それらを選択する前に、まずレファレンスシナリオと目標シナリオ（上部の2つのスライダ）とを選択しなければならない。

レファレンスシナリオ
レファレンスシナリオは不参加諸国のCO2排出量を決定する。

目標シナリオ

目標シナリオでは、世界全体での人為的CO2排出許容量の合計 (グローバル排出シーリング) を規定する。目標シナリオは、さまざまなレベル (450～550 ppmv) でCO2濃度の安定化をもたらす、事前規定の全世界でのCO2排出プロフィールセットと、シナリオ構築 (上級) モードを構成する、自身構築シナリオを使うためのオプションとを含む。レファレンスシナリオのオプション経由でベースラインシナリオを選択することも可能である。目標シナリオが京都議定書を含む場合、世界全体での短期排出量は、附属書I諸国は京都議定書目標に、非附属書I諸国はベースラインシナリオに基づいている。

図 5.4  FAIRの｢参画拡大基本モード｣画面
グローバルな排出抑制への参加と貢献
参加拡大モードでは、いずれの段階でも2つのパラメータを設定する必要がある。すなわち、ある地域がいつ参加の段階に入るかを決定する1～2の誘引又は出発点と、貢献 (負荷の分担) を決定するパラメータである。誘引は水色で、貢献または負荷分担レバーは白いボタンかスライダで、それぞれ表示される。各段階については以下で詳しく述べる。脱炭素の段階 (ステージ2) は基本モードでは利用できないので、次の上級モードの項で説明する。

ステージ1 (レファレンスシナリオ)：附属書I諸国は京都議定書の合意か、京都議定書が遅れる場合にはベースラインシナリオに従う (附属書Iの開始年にもよる。デフォルト：2000年)。非附属書I諸国はまず各自のベースラインシナリオに従う。そのため、非附属書I諸国 (これ以降のステージにまだ参加しない) の排出量については、ステージ１スライダでレファレンスシナリオを選択する必要がある。

ステージ3 (安定化)：附属書I諸国との最終的な負荷分担レジームに参加する前に、非附属書I諸国は、国内CO2総排出量あるいは1人あたり排出量の安定化に取組み始めるだろう。

1. 参加の閾値を選択（どちらも達成しなければならない）：

· 1人あたり所得閾値 (1990年の14,320 USドルに対する、1990年の附属書I諸国平均所得の割合)
· 1人あたり排出量閾値 (例:1人あたりCO2排出量 (固定閾値) あるいは1人あたりCO2排出量の世界平均 (動的閾値))

2. 安定化 (猶予) 期間の選択 (ある地域のステージ2における排出量が安定化する期間)。注：安定化期間が0年のときは、安定化期間がないことを意味する。

3. 合計または1人あたりCO2排出量のいずれが、安定化期間内に安定するかを選択する。

ステージ4 (負荷分担)：安定化期間の後、(非附属書I) 諸国は、負荷分担レジーム参加の地域間で排出削減をどう配分するかを定める負荷分担ルールを使って、負荷分担レジームへの参加を始める。これらの地域は安定化期間 (ステージ3) を完了してこのステージに入るので、追加の誘因はない。附属書I諸国は、規定により、京都議定書を遵守 (しようと) するため、すでにこの負荷分担ステージに参加している。

· 負荷分担キーを選択する (例：CO2排出やCO2が引き起こす気温上昇などへの貢献) (負荷分担画面参照)。注：1人あたりCO2排出量 (人口上限つき)と1人あたり気温上昇 (人口上限つき) は、人口の上限を考慮している。

主要アウトプット変数

2つのグラフは、モデル算定の主要アウトプット (結果) を示す：

· 選択した地域の、地域的人為的CO2排出許容量 (GtC/年) (上)、すなわち化石燃料燃焼･産業生産起源のCO2排出量の合計、土地利用変化起源のCO2排出量

· 地域での人為的1人あたりCO2排出許容量 (tC/cap.年)
“全地域 all_regions”バーの地域セレクタを使って予測する地域を選択できる。

その他のアウトプット変数
基本モードでは、その他いくつかのアウトプット変数を、画面左下のボックスの中で提供している。そこには選択可能な5つのボックスがあり、マウスの右クリックを使い、拡大し開いて見ることができる。

地域の段階
このグラフは、各地域がその時々に置かれる段階について示している。X軸は2000～2100年までの時間を、Y軸はその地域の段階を示す。ステージ1ではベースラインに従い、ステージ2で経済活動から炭素を除去し、ステージ3で排出を安定化させ、ステージ4で負荷分担レジームに完全に参加することを、それぞれ意味している。既に京都議定書に参加している附属書I諸国は、テージ4から開始することに注意する。非附属書I諸国は、ユーザーが設定するパラメータ (例:次段階へ進む誘因) に従い、それぞれ次の段階に入る。

人口とGDP

人口とGDPは、仮定のレファレンスシナリオによって決まる。

· 人口は選択した地域での人間の総数を特定する (1千万人単位)

· 合計国内総生産 (GDP) は、IMAGE2モデルにおける経済活動の指標として使われる (年間1000 (10E12) 1990年USドル値)

· 1人あたり国民総生産 (GDP) は、同じく経済活動の指標で、国民1人あたりの値で示される (年間1000 (10E3) 1990年USドル値)
· 購買力平価 (PPP)は、1人あたりGDPに代わる指標で、さまざまな地域での個人の相対購買力に基づく。ある国での1ドルの力、すなわち、ある製品を購入するのに必要なドルの額を、同じものを米国で買う際に必要な額と比較する (ボックス3.1も参照)。

排出量と濃度

· 排出量は、地域ごとの人為的CO2総排出量を特定する (GtC/年)
· 濃度は、過去の人為的排出量を考慮した、地域的なCO2濃度 (ppmv) への貢献を特定する (1900年以降)
総排出量

· 選択した地域での化石燃料起源排出量 (GtC/年) で、地域ごとの化石起源の絶対排出量を示す。化石燃料起源排出量と土地利用関連のCO2排出量とを合計してCO2総排出量となる。

· 選択した地域での、1人あたり化石燃料起源排出量 (tC/cap.年)
· 選択した地域での、土地利用関連CO2排出量 (GtC/年)。化石燃料起源排出量と合計してCO2総排出量を算出する。

· 選択した地域での、人為的CO2総排出量の変化率 (年変化率 %)
短期的排出量

この画面は、京都議定書での第一約束期間まで(1995～2010年)のCO2排出量を示す。画面左側に地域の人為的CO2排出量 (GtC/年)が、右側に1人あたり人為的CO2排出量が表示される。左上のボックスは、附属書I国が、自身のベースライン排出量か、京都議定書が規定する排出量か、負荷分担レジーム下で算出した排出量のいずれに従うかを示す。また、非附属書I国については、自身のベースライン排出シナリオか、脱炭素･安定あるいは負荷分担レジームが規定する排出量のいずれかに従うかを示す。

1.17.2 上級モードでの参画拡大
参画拡大アプローチを掘り下げる上でより幅のあるオプションセットを活用したいときは、右端の列の白いボックスをクリックして上級モードに進む。立ち上げ方は基本モードと同様だが、いくつか追加オプションが加わっている。最大の追加は、参画拡大のマルチ･ステージ･アプローチに「経済活動からの脱炭素」という段階を加えたことである。このステージは、ベースライン段階と安定化期間との間に入る：

ステージ2 (経済活動からの脱炭素)：非附属書I諸国は、脱炭素閾値に至ると、経済活動からの脱炭素に向けた (最低) 目標を採用する。経済活動からの脱炭素とは、経済活動からの炭素強度の削減を示すもので、経済活動単位ごとに排出された炭素の量のことをさす (CO2/GDP)。ここでは、経済の炭素強度はCO2排出関連のエネルギー (化石燃料) 利用のみ引用する。一方、土地利用関連CO2排出量についても別の脱炭素目標を設定でき、1人あたり炭素排出量を規定する (下の脱炭素画面 Decarbonisation view 参照)。脱炭素コミットメントの効果はベースラインシナリオ (自主開発) での脱炭素レベルによる。ベースラインでの脱炭素率が目標値より高ければ、その地域はベースライン値に従うだろう。脱炭素オプションは以下の方法で利用できる。

· 脱炭素閾値 (誘因) の選択、すなわち、附属書I国の1990年平均所得、(固定または動的な) 排出閾値、あるいは事前に規定した開始年 (参照：パラメータボックス)

· 脱炭素ステージでの、全非附属書I諸国の脱炭素率を選択 (％/年)

· 全地域について、等しい脱炭素率、又は差異のある率 (差異率規定のため) を選択 (参照：脱炭素画面)

主要アウトプット変数
基本画面での2つのグラフ (選択した地域での地域的人為的CO2排出許容量 (GtC/年) (上)、地域的人為的1人あたりCO2排出量 (tC/cap.年) (右下))に加えて、さまざまな地域の参加ステージが示される (左下) (上参照、地域のステージ)。ユーザーは、地域選択バー all_regions の地域セレクタを用いて予測する地域を選択できる。

他のアウトプット変数
基本モードの項で述べた、いわゆる「他のアウトプット変数」に加えて、2つのボックスが新たに上級モードで利用できる。マウスの右クリックを使って拡大し、開く。

パラメータ Parameters

· 負荷分担レジームに参加する前の、附属書I･非附属書I地域の開始年 Starting year。これらパラメータは以下の場合に重要である。附属書I諸国については、京都議定書が実施されない/附属書Iアクションが遅れると予測される場合。非附属書I諸国については、これらの国々の脱炭素ステージで参加開始年をユーザー自身が選択するため (参照：参加閾値 threshold for partifipation)
· 脱炭素ステージ (左) や負荷分担レジーム (右) に参加するための、国の1人あたり所得閾値 Income threshold (10E3 US$/cap/年) (非附属書I諸国のみ)。

· 人口切り捨て年 (排出権配分のための人口増加の上限 (cap)) は、この切り捨て年以後数年にわたり、その年の値で、国内の人口を凍結する〔負荷分担キー (1人あたりCO2排出量と、気温上昇への1人あたり貢献 (固定))との併用で利用可能〕。

負荷分担 Burden Sharing
· 必要となる排出削減努力 (左) は、不参加地域/諸国のベースライン排出量を、次の目標年で許容される世界全体での排出量から差し引くことによって決まる。

· 選択した負荷分担キー (右) に対する、選定地域の相対シェア (％) (負荷分担キーに対する参加地域の全シェアの一部として)。不参加地域の相対シェアはゼロに設定し、参加地域の相対シェア合計は100％となる。

追加画面 Additional views
上級モード画面の右側には、さまざまな追加画面やオプションがある。それらについて以下の項で述べる。青いボックスでは背景にある情報と追加パラメータの評価を提供する。茶のボックスでは、いわゆる「ブラジル式アプローチ」やブラジル方式の技術評価についての専用画面を提供する (以下参照)。

ボックスをクリックすると全画面が起動する。

1.17.3 ブラジル提案 

京都議定書の交渉中、ブラジル政府は、次第に現実化する地球の平均気温上昇に対する各国の相対責任について、附属書I (先進) 国の排出削減への貢献に基礎を置く方法論を提案した (UNFCCC, 1997年)。この提案の評価にはFAIRモデルが活用された (den Elzen他, 1999年)。“ブラジル式アプローチBrazilian approach”の画面では、この提案が全世界で利用された場合の結果を示す。これは、人為的CO2排出量･CO2濃度･地表平均気温上昇 (左側の3グラフ) に対し、地域や選択した国がそれぞれどのような絶対的貢献を果たしたかを、選択 (目標) シナリオから算出した地域的CO2排出量に対する各国の相対シェア (右側の3グラフ) とあわせて表示する。

2つ目のボックス･技術評価 Technical evaluationからは、過去の異なるデータセットや温室効果ガス排出源、異なる地球循環モデル (GCMs) からの気候モデル/気候対応ファンクションを使って、気候変動配分の不確実性を査定することもできる。ここでも、出力結果グラフはCO2排出量、CO2濃度、気温上昇に対する各地域の絶対的･相対的シェアを示す。

過去の排出量 Historical emissions：左上のスライダでは多様なデータセットを選択できる (デフォルトはCDIAC-EDGARデータベース)。どのデータセットも、2100年までの統合された過去の地域排出量について、地域単位でのデータを提供する。

ガス Gases：2番目のスライダでは、CO2に限定するか、全GHGを含むかについて選択できる 
.。CO2のみの場合、先発･後発排出組が、地球温暖化に非線形的に貢献した点について明らかにすることもできる (CO2のみ (Enting)) (Enting, 1998年) (第4章4.1“気候変動の属性 Attribution of climate change”も参照)。

GCM：さまざまな大気･海洋総合循環モデルAtmosphere-Ocean General Circulation Models (AOGCMs)が、気候対応ファンクションと比較可能である。右上のボックスType_modelで、meta-IMAGEの代わりに“GCM”を選択する。そこで有効なGCMを一つ選び、ブラジル提案を査定する。

1.17.4 レファレンスシナリオと茅指標画面 
この画面では、選択したレファレンスシナリオ (左上) についての背景となる情報を提供する。それには以下の茅インデックスを含む：人口 (1000万人)、1人あたりGDP (所得) (10E3 US$/cap.年 (1990年))、経済のエネルギー強度 (J/US$)、エネルギー利用の炭素強度 (GtC/EJ, 生産されたエネルギー単位あたりの排出量を示す)。
左側には、エネルギー強度や炭素強度の産物である、経済の炭素強度が表示される (1000 gC/US$)。さらに化石燃料起源排出量、土地利用関連CO2排出量、選択した地域での人為的CO2総排出量についてのグラフが表示される。3つ目のボックスは地域ごとの総GDPの進展を示す。
1.17.5 脱炭素の画面 De-carbonisation view
経済活動からの脱炭素化は、非附属書I諸国を対象とする参画拡大の第2ステージに位置付けられている。経済活動からの脱炭素化は、経済の炭素強度の削減を示すもので、経済部門別に排出した炭素の量を表す (CO2/GDP)。脱炭素率に等しいデフォルトは、第2ステージの非附属書I国すべてに適用される。脱炭素の画面では、地域の脱炭素目標について具体的な仮説を構築し、その実施をより正確に評価できる。この画面は3つの部分から成る：

1. 右側に、非附属書I諸国のセレクタ

2. 左端に、政策変数のメニュー

3. 中央に、3つの出力結果グラフ。左下には、土地利用関連CO2排出について脱炭素目標を設定するボックスと、CO2排出量全体についてのボックスがある。

リストから非附属書I国を一つ選ぶと、政策変数を設定した結果が出力結果グラフに表示される。

注：選択した政策変数設定 (例: 非附属書I諸国の脱炭素の異なる目標) は、参画拡大 (上級) メイン画面に戻り、差異化された地域の脱炭素率を選択することによっても起動できる。

政策変数
画面左側には、“経済活動の脱炭素化への参加ルール Participation rules for de-carbonisation of economy”という決定変数の列がある。脱炭素の設定は上級モード画面のそれと同じである。

· 参加閾値スライダは、多段式負荷分担の第2ステージ (つまり経済活動からの脱炭素化) に入る誘因を決定する。これはあらかじめ設定した開始年か、附属書I国の1990年所得の割合のいずれかとなろう (GDP または PPP で表す)。

· 地域がどの段階にあるかは、左側の小さなグラフに表示される（地域のステージ stage of a region参照）

このステージに到達した後の脱炭素率 (脱炭素目標) は、スライダの設定で決まる。

· 脱炭素率を、すべての非附属書I国について同一にするか、差をつけるかを選ぶ

· 脱炭素率を等しくした場合、左中央のスライダを使い、非附属書I国の共通のレートを設定する。

· 脱炭素率に差をつける場合、左下の棒グラフを使う。各地域の棒を上下にドラッグし、各国の脱炭素率を個別に設定する。

土地利用関連CO2排出量
土地利用関連の排出については、別の脱炭素目標を設定できる。しかし、これらはGDP単位でなく1人あたりでの土地利用CO2排出量に基づいている。この方法で、途上地域での人口増加が考慮される。この画面は、土地利用排出での脱炭素化効果を評価することを支援する。削減の大部分を化石燃料起源で達成するため、ここでの効果は大半の地域でかなり低いとみられる。ここでは、全非附属書I国について共通の削減レベルか、差異のあるレベルかを、脱炭素メイン画面から選択できる。土地利用関連の1人あたりCO2排出量についての仮説を具体化するには：

· すべての非附属書I国の脱炭素率を同一にするか、異なるレベルにするかを選択する（上記参照）

· 脱炭素率を等しくした場合、左上のスライダを使い、全非附属書I国について、脱炭素の共通レートを設定する。デフォルトレベルは1人あたり5％の脱炭素率である。

· 脱炭素を差異化する場合、左の棒グラフを使う。各地域の棒を上下にドラッグし、各国の脱炭素率を個別に設定する。

単一地域のみを視覚的に評価するため、個々の地域の設定すべてを即座に調べられるわけではないことに注意を要する。従って他の地域を調べたいときは、ユーザーはまず脱炭素のメイン画面で地域を変更しなければならない。

主要アウトプット変数 (結果)
· 上のグラフは、選択した非附属書I国の化石燃料起源排出量を示し、それぞれベースラインシナリオ (赤)、脱炭素レジーム (緑)、負荷分担レジーム (青) に則っている (GtC/年)。

· 左下のグラフは、経済の炭素強度 (化石燃料起源許容排出量/GDP) の変化を、選択した非附属書I国についてベースラインシナリオ、設定した脱炭素、負荷分担レジームの3段階で示している (単位: 1000 gC/US$)。

· 右下のグラフは、選択した非附属書I国の脱炭素率 (%/年) を、ベースラインシナリオ、設定した脱炭素、負荷分担レジームの3段階で示している
。

他のアウトプット変数
左隅に、CO2排出全体についてのアウトプット変数のついたボックスがある。この画面では、非附属書I国について、各国の土地利用関連CO2排出量 (左上)、化石燃料起源CO2排出量 (左下)、統合した人為的CO2排出量全体 (右) を評価できる。

負荷分担指標の画面 Burden sharing indicators view
負荷分担の画面は、附属書I国vs非附属書I国（又は他の選択地域）の、多くの指標に対する気候変動問題への相対的貢献を示し、それは負荷分担の基準にも用いることができる。負荷分担のメイン画面ではグラフ群4列が表示される。画面左から：

· 第1列は、異なるガスや排出源を想定したときの相対的貢献を示す。上から、化石燃料起源のみの排出量／全人為的CO2排出量 (土地利用CO2排出を含む)／全人為的CO2, CH4, N2OについてのCO2換算排出量、である。IMAGEベースラインAシナリオでは、附属書I国と非附属書I国の全世界での排出量への貢献が等しくなるポイントは2030年 (化石燃料起源排出) から2005年 (CO2換算排出) へと移行する。これは、非附属書I地域が、(将来の)非CO2や土地利用排出の中で大きな割合を占めるためである。

· 第2列は、異なる指標を示し、過去の貢献を明らかにする。上から、化石燃料起源のみの累積排出／人為的CO2累積排出量 (土地利用CO2排出も含む)／人為的CO2換算累積排出量、である。IMAGEベースラインAシナリオについては、附属書I国と非附属書I国の貢献が等しくなるポイントは、2085年から2045年へと移行する。これは、やはり (将来の) 非CO2及び土地利用排出量において非附属書I国の占める割合が高いためである。

· 第3列は、気候変動の因果関係の中での異なる指標を基に、附属書I国と非附属書I国の貢献を示したものである。上から、人為的CO2排出量／CO2濃度／気温上昇、である。IMAGEベースラインAシナリオについては、附属書I国と非附属書I国との貢献が等しくなるポイントは、附属書I国がCO2濃度や気温上昇に対し永く貢献してきたため、2015年から2050年に移行する。

· 第4列は、1人あたり貢献に関する指標を示す。上から、1人あたりCO2排出量 (1890年以降)／1人あたりCO2濃度への貢献／1人あたりの気温上昇への貢献、である。IMAGEベースラインAシナリオの仮説では、附属書I国と非附属書I国の貢献はいくらか収束はするものの、等しい値にはならない。

一番左のボックスでは、1人あたりCO2排出量 (人口上限付き)、気温変化 (注：この上限は、メイン画面のパラメータボックスで選択する)、経済の炭素強度、GDP、1人あたりGDPといった、追加の負荷分担キーを査定する。

気候変動に対する地域の相対的貢献についてのこの指標評価 (負荷分担の基準として)から、いくつかの結論を引き出すことができる：
  。

1. 負荷分担については、過去の排出量を示す基準に基づくほうが、途上国には好ましい結果となる。しかし過去の人為的CO2排出は大気中で減少しているため、附属書I国にとっては、CO2濃度や気温上昇への附属書I国の貢献を基にするよりも、累積排出量を基にする場合のほうが、その負担ははるかに大きくなるだろう。

2. 先進国にとって、全排出源と温室効果ガスを含むことは、好ましい結果となる。現在の土地利用関連排出 (森林破壊を含む) や農業からの人為的メタン排出 (水田等) のほとんどは途上国で発生しており、先進国による産業革命以前の土地利用関連排出は大気中にわずかに存在するためである。

3. 附属書I国の貢献は、過去の排出レベルが高いため、因果関係の後期にある指標と共に増加する。

4. 非附属書I国の貢献は、ほとんどの絶対指標について、附属書I国の貢献に収束し追いつくが、1人あたり指標については附属書I国のレベルをはるかに下回る状況が続く。

5. 人口上限を用いた、1人あたりCO2排出や気温上昇への1人あたり貢献を基にした負荷分担は、(人口上限がない場合と比べると) 途上国になお好ましい。逆のパターンを、経済の炭素強度を示す基準で見出すことができる。

“参画拡大”モードでの“排出許容の実現可能性”画面 Feasibility reductions
“排出許容の実現可能性”の画面では、地域排出量を許容排出レベルに制限する上で必要な努力レベルを表す幾つかの指標が表示され、それによって負荷分担レジームの結果がもつ実現可能性を地域ごとに評価できる。実質排出削減への努力は、排出取引または他の京都メカニズムを利用する場合は大きく異なるだろう。

画面左上のグラフは、全人為的CO2総排出量についての、ある地域の1990年の排出レベルに対する排出許容レベルを示す (1990年 = 100%)。左下のグラフは、選択した地域について算定した排出許容量に従い、人為的CO2排出量の年変化率を示す (%/年)。右側のグラフ2点は、選択した地域について算定した排出許容量に従い、経済の炭素強度の絶対 (1000 gC/US$) および年変化率 (化石燃料起源CO2排出許容量/GDP) を示す。

注：経済の炭素強度はレファレンスベースラインシナリオのGDP仮説に基づいており、従って、CO2排出削減の結果としてのGDPにおける削減見込みは明示しない。

“参画拡大”モードでのベースライン画面比較 Compare Baseline
この画面では、左側に化石起源と土地利用関連の許容可能なCO2排出量を、右側に人為的CO2総排出量 (GtC/年) を、地域ごとに表示する。それぞれのグラフでは、算定した地域排出許容量と、選択したベースラインシナリオでの排出レベルとを比較している。ベースラインと許容量との間の領域は、選択した地域の排出負荷を示す。排出許容シナリオは2000年に附属書I諸国で始まる。土地利用関連からの排出は、化石燃料関連の排出と比べて極めて小さいことに注意が必要である。

1.18 収束の画面 Convergence view
1.18.1 収束基本モードメイン画面 
収束の画面では、1人あたり排出権が収束するためのさまざまなオプションを評価する。前章でも述べたように、収束とは排出削減レジームであり、すべての地域が第一約束期間終了後ただちに参加し、世界全体での排出限度の下で、1人あたり排出権が時間をかけて等しいレベルに向かって収束するものである。

メイン画面は、2つの大きなボックスから成る。画面左が政策オプションメニューバー、中央が結果変数である。

政策変数 (メニューバー)

目標シナリオ Target scenario
目標シナリオスライダでは目標シナリオを選ぶことができる。目標シナリオは、さまざまなレベル (450～550 ppmv) でのCO2濃度安定化をもたらす、あらかじめ設定した世界全体のCO2排出プロフィールと、シナリオ構築 (上級) モードと比較した自身の構築シナリオ利用のオプションとを含む。また、レファレンスシナリオのオプションからベースラインシナリオを選ぶことも可能である。選択した目標シナリオは世界全体での排出量の上限 (cap)を決定し、全体の排出可能な量の中で1人あたりシェアが等しい値へと収束していく。目標シナリオが京都議定書を含むとき、全世界での短期的な排出量は、附属書I国は京都議定書での目標に、非附属書I国はベースライン排出量に基づく。

収束の開始 Start convergence
収束の開始年をスライダで選ぶことができる (デフォルトは2000年に設定)。注：目標シナリオが京都議定書を含むとき、収束は第一約束期間完了後 (2012年以降) に開始する。

収束年 Convergence year
1人あたりCO2排出量の収束年をスライダで選ぶことができる。その年は1人あたり排出権が等しい。

収束のタイプ Type of convergence
基本モードでは、2つのタイプの収束を選択できる：

· 非線形収束 (GCI)：ここでは、収束方法にGCIを使用する。どのような収束の経路を辿るかは人口仮説や任意の収束率による。計算では、レファレンスシナリオからの人口推定を用いる (レファレンスシナリオはシナリオ構築画面で選択可能)。収束率は、大半の収束の発生時期が収束期の始めか終わり近くかを決定するもので、GCI値に固定される。この値は上級モード画面で変更可能である。

· 線形収束：ここでは、開始年の実排出量に基づく排出配分から、収束年における人口値 (1人あたり) の排出配分への線形変化がある。計算では、レファレンスシナリオからの人口推計を用いる (レファレンスシナリオはシナリオ構築画面で選択可能)。

主要結果変数

地域での人為的CO2排出許容量 Regional anth. CO2 emissions permits
このグラフが示すのは地域の人為的CO2排出許容量で、選択した目標シナリオと政策パラメータの結果である。許容レベルは、現在の排出レベルか、京都議定書を含む目標シナリオの場合は第一約束期間終了後のレベルから始まる。地域の排出許容量は、1人あたり地域排出許容量と、レファレンスシナリオが規定する人口との合計である。

地域での1人あたり許容排出量 Regional emissions permits per cap.
このグラフは、開始年から収束設定年までの、1人あたり許容排出量 (1人あたりtc) の進展を示すものである。収束のパターンは、目標シナリオでの世界全体の排出プロフィールの形、政策変数の設定、特に収束のタイプ (線形、非線形) による。

他の結果変数

他にもいくつかの結果変数があり、画面左下のボックスで利用できる。マウス右クリックを使って拡大し、開く。

排出量の相対シェア Relative share in emissions
このグラフは、世界全体の人為的CO2排出量 (許容) の長期的な変化における地域の相対シェアがどの程度かを示す。収束期間中、排出許容量のシェアは、“現在”または (京都議定書下の) 第一約束期間のレベルから、世界人口のシェア変化もしくは人口切り捨て年 (上級モード) のシェアをベースとした固定シェアへと変化する。

人口とGDP Population and GDP
人口とGDPは、選択したレファレンスシナリオによって決まる。

· 人口は、選択した地域の人間の総数を決める (1000万人)

· 国内総生産 (GDP) は、IMAGE2モデルの経済活動の指標として用いる (10E12 US1990$/年)。
· 1人あたり国内総生産 (GDP) も、1人あたりの値を基準とする経済活動の指標である (1000 (10E3) US$/cap./年)
· 購買力平価 (PPP) は、1人あたりGDPに替わる指標であり、さまざまな地域での個人の相対購買力に基づく。ある国での1ドルの価値、すなわち、ある品物を購入するのに必要なドルの額と、同じ品物をアメリカで購入するのに必要な額とを比較する (ボックス3.1参照)。

排出量と濃度 Emissions and concentration

· 排出量は、地域ごとの人為的CO2総排出量を示す (GtC/年)。

· 濃度は、過去の人為的排出量 (1900年以降)を考慮した、地域のCO2濃度に対する貢献を特定する (ppmv)。

総排出量 Total emissions
· 選択した地域の化石燃料起源排出量 (GtC/年)。地域ごとに化石起源の絶対排出量を示す。化石燃料起源排出量と土地利用関連CO2排出量を合算して合計CO2排出量となる。

· 選択した地域の1人あたり化石燃料起源排出量 (tC/cap.年)
· 選択した地域の土地利用関連CO2排出量 (GtC/年)。化石燃料起源排出量と共に、CO2総排出量に加算される。

· 選択した地域の、人為的CO2総排出量での変化率 (変化率%/年)
短期的な排出量 Short-term emissions

この画面は、京都議定書の第一約束期間までの間(1995～2010年)のCO2排出量を示す。画面左にその地域の人為的CO2排出量が、右側に1人あたり人為的CO2排出量のグラフが表示される。左上のボックスは、附属書I国が、ベースライン排出量、京都議定書が定める排出量、負荷分担レジームの下で算出した排出量のいずれに従うかを説明する。

図 5.5  収束基本モード
収束上級モード･メイン画面 Convergence advanced mode main-view

収束画面の上級モードは、画面右側の“上級モードadvanced mode”ボタンから入る。この画面では、いくつかの追加政策変数や、他の追加バックグラウンド画面を提供する。

政策変数

前項では、基本モードの政策変数 (目標設定、開始年と収束年、収束のタイプ) を説明した。ここでは、追加の政策変数のみ説明する。

収束のタイプ Type of convergence
収束基本モードで示したタイプに加え、ここでは2つの収束タイプを追加した。

· CSE収束 CSE convergence：この収束タイプでは、世界全体の持続可能なCO2排出レベルはまず1人あたりベースで配分され、その後、残りの排出量について、世界的な排出制限の下で1人あたり排出量の線形収束が続く。スライダを使い、地球全体での持続可能な排出量を選ぶことができる (下記参照)。

· 炭素強度の線形収束 linear convergence of carbon intensity：ここでは、1人あたりベースの排出量では収束は起きないが、炭素強度ベースでは起きる。収束年において、すべての地域の炭素強度 (Gg C/US$) は等しい。
· PPP炭素強度の線形収束linear convergence of PPP carbon intensity：炭素強度の線形収束に似ているが、ここではPPP単位の排出量で測定した炭素強度に基づき計算している。購買力平価 (PPP) はGDPに替わる指標で、さまざまな地域での相対的な購買力に基づいている。ある国での1ドルの価値、すなわち、ある品物を購入するときに必要なドルの量と、同じ品物を米国内で買うのに必要なドルの額と比較する。

収束率 Rate of convergence
このパラメータは、非線形GCI型の収束を選択したときのみ作動する。収束率は、純粋に数学的な値であり、ある地域が従うことのできる排出削減のさまざまな経路を理解することを目的に用いられる。収束率が低いときは比較的早期の削減活動を意味し、排出経路はより中低になる。収束率が高いと削減活動が延期されたことを意味し、排出経路はより中高となる。

人口制限 Population cap
人口に上限 (cap)を設ける場合、収束年における1人あたり排出量は、その年の人口を基に計算するのではなく、より早い時期 (いわゆる切り捨て年) の人口 (における割合) を基に計算することになる。つまり、ある国で人口が増えたとしても、同様に排出許容量が増える恩恵はもはやないことを意味している。人口制限ボックスから制限capオプションを選択し、スライダで切り捨て年を設定する。地域の人口仮説はベースラインシナリオ (シナリオ構築画面で設定できる) に基づいており、人口の増加は左下のボックスの一つで表示される (マウスの右クリックで拡大し、開く)。

地球全体の排出量の持続可能なレベル Sustainable global emission level

このオプションはCSE型の収束でのみ利用できる。持続可能なCO2排出量は、炭素の自然吸収 (特に海洋で) のために大気濃度を上げることなく、非常に長い期間で排出可能なCO2排出レベルに関係する。ここでは、地球全体の持続可能な排出レベルを設定できる (GtC/年)。現在の化石燃料起源排出量は約6 GtC/年であり、一般にこれら排出量は少なくとも50％下落し、持続可能な水準に達すると見られる。従って、地球全体の持続可能な排出レベルは最大3 GtC/年となる。0 GtC/年は持続可能なレベルが“止まる”ことを意味する。

CSE収束アプローチでは、持続可能なCO2排出枠は、全地域に1人あたりベースで配分される。この配分のために、特定の年の人口制限を選ぶことができる。

主要結果変数

基本モード画面の結果変数に、追加の出力結果グラフ“排出の相対シェアrelative share in emissions”が加わった。このグラフは、総排出量に対するある地域の相対シェアを示す。収束は1人あたり排出量をベースに起きることから、収束年における排出量の相対シェアは、総人口での相対シェアと同じになるだろう (人口制限を適用しない場合)。ある年に人口制限を適用すると、その年以降はグラフが一定になる。

1.18.2 収束 (CSE) メイン画面 Convergence (CSE) main view
収束 (CSE) メイン画面では、インド科学開発センターが提案する収束コンセプトについて、補足情報を提供する。基本的には、収束と持続可能な基本排出権の概念とを一体化させた、1人あたり収束の変位型である。

この画面は2列の出力結果グラフから成る。1人あたり排出許容量のある列 (左) と、地域の統合排出許容量の列 (右) である。どちらの列も同じような設定を持つ：下段のグラフは総排出許容量 (1人あたりおよび地域) で、基本排出権 (上段のグラフ) と残存する1人あたり排出量 (中段のグラフ) との合計である。基本排出権 (1人あたり) は、画面左中央のスライダ“地球全体の持続可能な排出レベル Sustainable global emission level”での設定を反映するものだ。収束年の開始以降、持続可能な排出レベルは“基本権利排出量basic right emissions”グラフの中で直線を示し、“1人あたり基本権利 basic rights per capita”グラフを人口開発と導き出す。

基本権利排出量を総許容排出量から差し引くと、目標シナリオによる排出量と持続可能レベルでの排出量との間に残る排出量がわかる。この“残存排出量”グラフは、持続可能なレベルを上回る排出量や、現在のレベルから持続可能な排出レベルへと移行するための削減量を示す。

1.18.3 “収束モード”でのベースライン画面比較Compare baseline-view …
この画面は“参画拡大”モードの“ベースライン画面比較”とかなり似ている。地域ごとの化石燃料起源排出量と土地利用関連CO2排出量とを左側のグラフで表し、地域ごとの人為的CO2総排出量 (GtC/年) を右側に示す。それぞれのグラフは、選択した地域について、ベースラインシナリオと算出排出許容シナリオとを比較する。ベースライングラフと排出許容グラフとの間のエリアは、選択した地域の負荷を示している。土地利用関連の排出量は、化石燃料関連の排出量と比べて非常に小さいことに注意が必要である。ユーザーは、画面右側の地域リストから、調べたい地域を選ぶことができる。

1.18.4 “収束モード”での実現可能性削減画面 Feasibility reductions-view …
この画面は、“参画拡大”モードでの実現可能性削減画面と同様である。排出許容の実現可能性画面Feasibility of the emissions permitsでは、地域排出量を排出許容レベルに制限する上で必要な努力レベルを示すいくつかの指標が表示され、それによって負荷分担レジームの結果がもつ実現可能性を、地域ごとに評価することができる。実質排出削減の努力は、排出取引や他の京都メカニズムを使う場合には大きく異なるだろう。

左上のグラフは、全人為的CO2総排出量についての、ある地域の1990年排出レベルに対する排出許容レベルを示す (1990 = 100%)。左下のグラフは、算定排出許容量による、選択した地域の人為的CO2排出量年変化率を示す (%/年)。右側の2つのグラフは、算定排出許容量による、選択した地域の経済の炭素強度の絶対値 (1000 gC/US$) と年変化率 (化石燃料起源排出許容量/GDP) を示す。

注：経済の炭素強度はレファレンスベースラインシナリオのGDP仮説に基づいており、従って、CO2排出削減の結果としてのGDPにおける削減見込みは明示しない。
1.19 トリプティク Triptych
1.19.1 トリプティク基本モードメイン画面
トリプティクモードでは、自身のトリプティクシナリオを開発するオプションを提供する。トリプティクは、部門主導のアプローチで達成する国際的負荷分担の手法である。トリプティクは、トップダウンで設定した排出目標との合成であるのだが、多くの意味でボトムアップアプローチといえる。この手法はEU域内での負荷分担に関する政策決定をサポートするのに活用された。

トリプティクモードには主に3つの部門がある。すなわち家庭部門、産業部門、発電部門である。第3章ではこれら部門についての背景を解説した (3.5)。FAIRは人為的CO2排出許容量の全体的な経緯を計算するものであるが、これら部門については特定のシナリオの設定が可能である。

トリプティクモードのメイン画面では中央に2つの出力結果グラフが配置され、左側にメニューバー、右側には地域セレクタがある。

政策変数

レファレンスシナリオ

画面の左上にはレファレンスシナリオの設定項目がある。これはベースラインで、削減設定と関連しており、人口 (家庭からの排出)、産業付加価値 (産業からの排出)、国内総生産 (GDP) (発電からの排出) での進展についても述べる。

家庭からの排出 Domestic CO2 emissions

このボックスでは、家庭からのCO2排出量の設定を変更することができる。マウスの右クリックを使って拡大し、開く。家庭からの排出削減は、トリプティク方式の収束の中で行うことができる。つまり、収束年 (右上スライダ) と、1990年比でのCO2絶対排出削減 (％) (左上に設定項あり) とを選択する。収束率は、地域の年排出削減ファクタ (定数)によって明らかになり、それは収束開始年における地域での絶対排出レベルと、収束年における目標排出レベルとの差、そして開始年から収束年までの期間を用いて計算する。収束年の目標排出レベルは、人口と、収束年における地球全体の家庭部門から排出された1人あたりCO2の量を掛け合わせて算出する (第3章3.4参照)。自身の設定については、１つは家庭からの1人あたりCO2排出量、もう1つは家庭からのCO2絶対排出量という、2つのグラフで評価できる。マウスの右クリックを使ってすべてのボックスを閉じClose all、縮小しzoom out、他の部門も同様に設定変更できるようにする。

注：家庭からの排出の収束に代えて、家庭からの排出のベースライン排出シナリオ構築を使うための追加オプションが、最上部のスライダにある (“ベースラインに従う follow baseline”を選択)。

産業からの排出 Industrial CO2 emissions

このボックスでは、産業部門からの排出量の設定を変更できる。マウスの右クリックを使って、拡大し開く。産業からの排出 (Emind) は、産業成長率、推定エネルギー効率改善と脱炭素化向上の推定値によって決まり、いわゆる茅方程式を用いて：
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産業付加価値 (IVA) は経済に対する産業の割合を表す (1990年ドル)。産業部門のエネルギー強度はEnind/IVA (Enindは産業1次エネルギー利用) により規定される。産業部門の炭素強度は産業1次エネルギー利用の炭素強度によりEmind/ Enindと規定される (第3章3.5参照)。

このことは、以下3点の成長軌道として解釈もできる：(i) 1990年値と比較した、レファレンスシナリオのIVA、(ii) エネルギー強度 (年間エネルギー効率改善率に基づく)、(iii) 炭素強度 (年間脱炭素率に基づく)。

IVAの成長：IVAの成長はレファレンスシナリオのシミュレーション経路により説明されるもので、画面右上のボックスに表示される。多くの地域は、さまざまなベースラインシナリオの中でより高い産業成長レベルを持つことになるだろう。

産業部門の年間効率改善と産業部門の脱炭素率 (共に左側のボックス) はFAIRモデルの政策変数である：

エネルギー効率改善：効率改善は、すべての地域で2.5％設定のデフォルトを持つが、すでにある程度の効率性を達成した西ヨーロッパ諸国、日本、オセアニアは除く (今後更に向上する見込みが少ないため)。これらの地域については効率改善を年率1.5％で設定する。エネルギー改善率が高い地域が、2030年には最も効率の良い地域 (つまり日本や西欧諸国) のレベルに到達し、最終的にはすべての地域で年率1.5％に収束するであろう。各地域を示す棒をドラッグすると設定を変更できる。西欧や日本のエネルギー効率改善値を変更すると、収束年が変わり、他の地域のエネルギー効率改善にも影響する。

脱炭素率：すべての地域に対して設定されるデフォルトは、脱炭素率が年率0.25％である。地域を示す棒をドラッグすることで設定を変更できる。

マウスの右クリックを使ってメインボックスを閉じ、他の部門についても同様に設定変更できるようにする。

発電部門からの排出 Power emissions

このボックスでは、発電部門からの排出の設定を変更することができる。マウスの右クリックを使って拡大し、開く。この画面では、発電部門でのエネルギー効率、脱炭素、CO2フリーの電力の割合について変更することが可能である。
発電部門からの排出 (Em pow) は、産業成長率と、エネルギー効率改善と脱炭素向上の予測とによって決まり、いわゆる茅方程式を用いる。
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GDP(r,t)はトータルでの国内総生産で、Enpow(r,t)/ GDP(r,t)は発電部門の収束効率と、発電部門での炭素強度変化を表す：(i) 1次エネルギー利用中、CO2フリーのエネルギー源のシェア (すなわち、再生可能エネルギーや原子力の利用による) (EnFossilpow(r,t) / Enpow(r,t))、(ii) 化石燃料ミックスに関連した、1次エネルギーにおける化石燃料ベースのシェアの炭素強度 (Em pow (r,t)/ EnFossilpow(r,t)) (第3章3.5も参照)。

このことは、以下3点の成長軌道として解釈することもできる (単位はいずれも％/年)。(i) レファレンスシナリオでの1990年比国内総生産、(ii) 収束効率 (エネルギー効率改善の年率に基づく)、(iii) 発電全体でのCO2フリーのエネルギー源のシェア、(iv) 炭素強度の指標値の変化 (1次エネルギー利用に占める化石燃料ベースの割合の年間脱炭素率に基づく)。

国内総生産 (GDP)：GDP成長はレファレンスシナリオのシミュレーション経路により明らかになり、画面右上のボックスの中で表示される。

発電部門の年間効率改善、産業部門の脱炭素率、CO2フリーの技術率は、FAIRモデルの政策変数である：

エネルギー効率改善 efficiency improvements：このトリプティクシナリオについては、年間の効率改善はすべての地域で2.5％とするが、西欧諸国と日本、オセアニアは除く。西欧諸国、日本、オセアニアはエンドユース効率を年1.5％で向上させるものとする (産業部門と同様)。産業部門も同様に、すべての地域についての発電部門の向上率は、エネルギー改善率の高い地域が最も効率のよい地域 (つまり日本や西欧) のレベルに2030年に達するとき、最終的には年率1.5％で収束するであろう。地域を示す棒ををドラッグすると設定を変更できる。西欧や日本のエネルギー効率改善値を変更すると、収束年が変わり、他地域でのエネルギー効率改善にも影響する。

脱炭素率 de-carbonisation rate：すべての地域についてデフォルト設定は、年間で0.25％の脱炭素率となっている。地域を示す棒をドラッグするとこの設定を変更できる。

CO2フリーの技術率 CO2 free technology rate：“CO2フリーの”発電 (再生可能、原子力、CO2除去) のシェアは、すべての地域で、1990年から2100年まで年間0.4％で上昇すると想定している。一般には、途上国はバイオマスベースの発電で先進国より比較的可能性があり、他の再生可能エネルギーにいくらか依存するようになるだろう。エネルギー転換法の進展と炭素含有量の少ない燃料への転換によって、排出量をさらに削減することができると想定される。

マウスの右クリックを使ってメインのボックスを閉じ、他の部門についても同様に設定変更できるようにする。

土地利用からの排出 Land-use emissions

第4の決定オプションボックスは、土地利用排出に関するものである。この排出量は厳密にはトリプティク手法の一部ではないが、現実的な人為的CO2総排出量に加えられるものだ。土地利用排出ボックスでは、スライダから土地利用排出シナリオを変更できる。スライダは以下の6つのオプションを示す：

1. ベースライン排出量の利用……ベースライン (レファレンス) シナリオに則る

2. IPCC IS92a シナリオの利用……いくらか古いIPCCシナリオで、初期のIPCC作業や世界銀行に基づく。新しいA1/B1シナリオと比べると中間シナリオである。

3. IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 シナリオの利用……このオプションは、土地利用変化の排出量にIMAGE 2.1 IPCC/SRES A1シナリオを用いる

4. IMAGE 2.1 IPCC/SRES B1 シナリオの利用……このオプションは、土地利用変化の排出量にIMAGE 2.1 IPCC/SRES B1 シナリオを用いる

5. “森林破壊なしのシナリオ No deforestation scenario”の利用……このシナリオでは、森林破壊が2010年より前に終息し、土地利用からの排出が2010年までにゼロになると想定している。

6. “自身の土地利用シナリオ own land-use scenario”の利用……グラフの線をドラッグすると、青いボックスの中でユーザー独自のシナリオを構築できる。

オプション5及び6について、地域的な土地利用からの排出量は、IMAGE2.1土地利用変化データから引き出された経年配分機能を用いて計算される。

図 5.6 “トリプティク　発電からの排出”のメイン画面
主要結果変数

画面中央の2つのグラフが、モデル計算の主要結果を示す：

· 選択した地域での人為的CO2排出量 (GtC/年) (画面上)、すなわち、化石燃料燃焼や産業生産によるCO2排出量と、土地利用変化によるCO2排出量の合計値。

· 地域の1人あたり人為的CO2排出量 (tC/cap.年)
“すべての地域”欄の地域セレクタを使い、予測する地域を選択できる。

他の結果変数

基本モードでは、他の結果変数が画面左下のボックスの中にいくつかある。5つのボックスがあり、各項目を選択できる。マウスの右クリックを使って拡大し、画面を開く。

部門別排出 Sectoral emissions

このボックスには、選択した地域の排出量を示すグラフがある。3つのセクタ (家庭、産業、発電) の累積排出量で、土地利用排出は含まない。従ってこれらのグラフは、ある特定の地域での、部門ごとの排出量の規模を示している。

部門別排出ベースライン Sectoral emissions Baseline

この画面は、家庭､産業､発電からのCO2排出量と、化石燃料起源総排出量とを、地域ごとに表示する (GtC/年)。各グラフでは、算定した地域の排出量と、選択したベースラインシナリオの中の排出レベルとを比較する。

人口とGDP Population and GDP
人口とGDPは、選択したレファレンスシナリオによって決まる。

· 人口は、選定した地域の人間の総数を特定する (単位:1000万人)

· 合計の国内総生産 (GDP)は、IMAGE2モデルでの経済活動を示す指標である (10E12 US1990$/年)

· 1人あたり国内総生産 (GDP) もまた経済活動を示す指標で、1人あたりの値を基準とする(1000 (10E3) US$/cap./年)
· 購買力平価 (PPP) は、1人あたりGDPに替わる指標であり、さまざまな地域での個人の相対購買力に基づく。ある国での1ドルの価値、すなわち、ある品物を購入するのに必要なドルの額と、同じ品物をアメリカで購入するのに必要な額とを比較する (ボックス3.1参照)。

排出と濃度 Emissions and concentrations

· 排出は、地域ごとの人為的CO2総排出量を特定する (GtC/年)
· 濃度は、過去の人為的排出 (1900年以降) を考慮した、CO2濃度への地域の貢献を特定する (ppmv)
総排出量 Total emissions

· 選択した地域の、化石燃料起源排出量 (GtC/年)。地域ごとの化石排出の絶対量を示す。

· 選択した地域の、化石燃料起源の1人あたり排出量 (tC/cap.年)
· 選択した地域の、土地利用関連CO2排出量 (GtC/年)。合計CO2排出量に、化石燃料起源排出量を加算する。
· 選択した地域の、人為的CO2総排出量の変化率 (% 変化/年)
短期的な排出 Short-term emissions

この画面では、京都議定書の第一約束期間までの間 (1995～2010年) のCO2排出量を表示する。画面左に地域の人為的CO2排出量 (GtC/年) が、右側には1人あたり人為的CO2排出量が表示される。

1.19.2 トリプティク上級モードメイン画面
トリプティク画面の上級モードには、画面右側の“上級モードadvanced mode”ボタンから入ることができる。この画面はいくつかの補足的な政策変数と、追加のバックグラウンド画面へのアクセスを提供する。ここでの追加変数は“部門別CO2排出量”であり、家庭､産業､発電各部門での排出量や化石起源人為的CO2排出量について表示する。全部門 al_sectorボックスにある部門セレクタを使い、予想排出量を部門別に選択できる。

1.19.3 “許容量とベースラインとの比較”画面 Compare permits with baseline view
この画面では、化石燃料起源排出量、土地利用関連CO2排出量、人為的CO2総排出量を、選択した地域について、ベースラインシナリオと算定した排出許容シナリオとに従い表示する (GtC/年)。この画面は“参画拡大”モードや“収束”モードでの“ベースライン画面の比較”とかなり似ている。画面左に地域ごとの化石起源のCO2排出量と土地利用関連CO2排出量とを示し、中央の大きなグラフには地域ごとの人為的CO2総排出量を示す。各グラフは、選択した地域のベースラインシナリオと算定許容排出シナリオとを比較している。ベースラインと排出許容量の線に挟まれたエリアは、選択した地域が負うべき負荷を示している。排出許容シナリオは、附属書I諸国で2000年に開始する。土地利用関連の排出は、化石燃料関連の排出と比べて非常に小さい点には注意が必要である。画面右側の地域リストから希望の地域を選択できる。

実現可能性画面 Feasibility view
この画面は、“参画拡大”モードや“収束”モードでの実現可能性削減画面と似ている。この画面には4つのグラフがあり、個々の地域についてユーザーが行った経済パラメータの設定の結果を示している。まず、調べたい国を地域リストから一つ選ぶ。

· 左側の列は、選択した地域の人為的CO2総排出量と人為的CO2排出量の年間変化率 (%/年) について、1990年レベルと比較したときの排出削減量 (1990 = 100%) を、計算した排出許容シナリオに従って示している。

· 右側の列は、選択した地域の経済炭素強度 (化石燃料起源排出許容量/GDP) (1000 gC/US$)とその変化率について、計算された排出許容シナリオに従って示している
。

1.20 よくある質問 (FAQs)

Q．グラフの数値はどのように変えるのですか？

A． すべてのグラフの数値が変えられるわけではありません。算定結果を示すため直接変更できないグラフもあれば、インプット変数を表示するグラフもあります。後者の場合は、ポインタをグラフ線上に配置し、マウスを左クリックし、その線を希望の数値までドラッグします。この操作ができなければ、マウスを右クリックし、メニューから“自由編集Edit free”を選択してください。

Q．グラフの数値を、グラフ範囲を超える値にするにはどうしたらいいのですか？

A．希望のグラフ上でマウスを右クリックし“Y軸 Scale Y”を選択します。ポインタをグラフ線上に合わせ、左クリックしたまま線を上下にドラッグし、グラフ範囲を変更します。グラフ範囲がOKであれば、マウスを再度右クリックして“自由編集Edit free”を選択します。ここで、(グラフがインプットを表示する場合)、前述したとおりグラフ数値を (再度) 変更します。

Q．矛盾した仮説を作り出した場合、警告は出るのですか？

A．出ません。従って、政策決定者がこのソフトを使う場合、矛盾したあるいは非現実的な仮説を作ったときに指摘できる、科学的知識をもつアドバイザーと共に作業することをお勧めします。特定のシナリオの一貫性や信憑性をチェックするもうひとつの方法は、より高度なモデルを使い、構築したシナリオを再生産していずれの (政策) 仮説でそれが実現可能又は妥当になるかの評価を試みることです。

Q．GIMで色についての警告が出たらどうしたらよいのですか？

A．GIMは最低180色を使用しています。お手元の機械がこれだけの色数をサポートしていなければ、GIM起動の際に「ｘ色のみ配分する」という警告が表示されます。

Q．シナリオマネージャでシナリオをロードしようとしたところ、アプリケーションが固まってしまいました。どうしたらいいでしょうか？

A．よくあるエラーです。シナリオマネージャとstartFAIR.exeの起動プログラムとが原因で、その解決法を現在検討中です。当面はシナリオマネージャを使う場合、FAIRモデルの起動にはstartFAIR.exeでなくfair.batファイルをダブルクリックしてください。

Q．シナリオをロードしましたが、画面には一部の図しか表示されません。他の図はどのように入手できますか？

A．新たなシナリオをロードしたのであれば、インプットしか見ることができません。他の画面の図や出力結果を引き出すには、モデルに戻らなければなりません。

Q．“重大なエラー Critical error”の表示が出ました。どうすべきでしょうか。

A．これはMインターフェースの初期エラーです。YesかCancelをクリックし、全アプリケーションを閉じてFAIRを再度起動します。しかし大抵は、このメッセージを無視してそのままFAIRを続けることもできます。警告画面をドラッグして視界から外し、FAIRセッションを続けてください。
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付録A.1　国際スキャナ体系 

FAIRモデルは、国際スキャナInternational Scanners体系のサブモデルの一つである。この体系は、気候変動問題の中で科学者と政策決定者との対話を促すことを目的とした双方向ツールから成り、かつ、IMAGE2.1からのシナリオを包含するIMAGEユーザーサポートシステムと強く関連する。

ユーザーサポートシステム（USS）

IMAGEユーザーサポートシステムは、IMAGE2.1またはHTMLの拡張文書を持つ地球環境変化モデルからのシナリオを包含している。このツールは地球気候変動を双方向的に調査したり地球システムの今後の進展を分析する際に用いる。IMAGE2.1は、社会-生物圏-気候システムの相互リンクを評価するよう設計されている。

IMAGE2.1を用いてのシミュレーションには大量のデータが必要となる。各シミュレーション (つまりシナリオ) により、排出プロフィール、土地利用･被覆、気候、100年間の影響についてのデータセットが明らかになる。ユーザーサポートシステム (USS: User Support System) は、こうした大量のデータを画像化し、分析し、比較するために特別に開発された (Leemans他, 1998年)。USSは、IMAGE2が使用し生み出した複雑な全データセットの表示･利用･視覚分析を容易にし、初めての利用者にも経験者にもIMAGE2シミュレーションを利用しやすくする。

USSはIMAGE2のデータを因果関係、負荷-状態-影響 (PSI) スキームに分類する。この分類は原因-結果へのよりよい理解を促すもので、特に政策決定者、そして他の利用者に適している。

meta-IMAGE2.1
このモデルは、meta-IMAGE2モデルの拡張版であり、シンプルなボックスモデル (つまり地球全体の炭素循環モデル、大気化学モデル、エネルギーバランス気候) を統合した、シンプルかつ総合的な気候査定モデルである (den Elzen他., 1997年; den Elzen, 1998年)。このモデルは、温室効果ガス排出から気温･海面位変化まで、地球規模で起こる人為的気候変動の一連の因果関係について示している。あるモジュールが構築し、それによって、地球全体の人為的気候変動 (人為的排出､主要温室効果ガスの濃度､平均地表気温上昇の放射力) を示す主要指標についての地域/国の属性を計算する。京都議定書が規制する主要温室効果ガス (CO2, CH4, N2O) の地域での人為的排出のインプットとして使い、濃度･放射力･気温上昇の属性を排出源にリンクさせることで統合がなされた。他の温室効果ガスやオゾン前駆物質、二酸化窒素 (SO2) (硫酸エアロゾルと関係) の人為的および自然排出は、地域横断的な統合はせず、一カテゴリとして扱う。

双方向性シナリオスキャナ (ISS)

双方向性シナリオスキャナ (ISS: Interactive Scenario Scanner) は、気候変動抑制に向けた長期政策オプションを調査するために開発された。長期排出シナリオを開発し評価する必要性がある。ISSは、長期排出シナリオの双方向的な構築･評価を助けるコンピュータモデルである。茅方程式のパラメータを用い、シナリオとセーフランディングアプローチの気候指標を規定し、地球規模の気候変動やその影響についての予測結果をスキャンする。このツールはプロトシナリオの構築にも利用可能で、IMAGE2といった高度エネルギー･気候変動モデルを用いてさらに合成し分析できる。ISSのコア要素は、排出シナリオの気候影響の計算手段である気候アセスメントモデル･meta-IMAGE2.1を形成する。ISSアプリケーションの最近の経験から、シナリオ構築の初期の段階で政策決定者を加えることは非常に効果的だろう。さらに、政策決定者に問題の複雑さを教え、科学者と政策決定者とのコミュニケーションを強化する上でもISSは有用性が高い。

セーフランディング解析 (SLA)

気候変動がきわめて長い年月を対象とするのと比べると、気候政策を決定する期間は必然的にはるかに短い。現在の気候関連の交渉をサポートするため、気候保護という長期的なゴールと、短期的な温室効果ガス排出抑制に関する決定事項とをリンクするため、ある方法論が構築された。それが“セーフランディング解析Safe Landing Analysis”である。本報告書はこのツールを、いわゆる“安全排出ルートSafe Emission Corridors”の算出に用いる方法論に基づいて解説している。このルートは、規定の短期/長期 (2010～2100年) 的気候ゴール (気候影響指標の限度として規定) と、最大排出削減率 (地球全体での排出抑制への経済的･技術的制約の代替として) との特定セットと互換性のある、短期的温室効果ガス排出の範囲を示している。回帰分析に基づくセーフランディング解析ツールは、RIVMが開発した総合気候変動コンピュータモデル･IMAGE2からの結果を用いる。

付録 A.2　UNFCCC排出データ

この付録では、主要温室効果ガスであるCO2の、UNFCCC排出データベースの1990年排出量 (京都議定書基準年) と、FAIRすなわちCDIACデータベースを用いた過去の排出量データベースとを比較する。
UNFCCC排出データベース
国連気候変動枠組条約 (UNFCCC) は、主要3ガス (CO2, CH4, N2O) およびCO, NOx, NMVOC, SO2について、1990～1997年の排出量概算をオンラインデータベースで提供している (http://194.95.39.33/)。排出量概算は、温室効果ガス排出目録のための気候変動ガイドラインに関する政府間パネル (Intergovernmental Panel on Climate Change Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories, 1996年) の排出源分類に従って提示されている。附属書I国については、提出が義務付けられている国家通報で全データを入手でき、非附属書I国についても同様に数値を入手可能である。表A.1では、附属書I国と非附属書I数カ国についての1990年のCO2排出データを示す。
表 A.1
UNFCCCデータベースによる、附属書I国 (立体)・非附属書I国 (斜体) からの1990年のCO2国内総排出量
	国名
	IMAGE地域
	1990年の CO2国内総排出量
	バイオマスからの排出
	燃料燃焼からの排出
	燃料の漏出からの排出
	工業プロセスからの排出
	有機溶剤及び他の利用からの排出
	農業からの排出
	土地利用変化と森林からの排出
	廃棄物からの排出
	その他
	国際バンカー油からの排出

	
	
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C

	アルゼンチン
	LAM
	27631
	
	26564
	250
	817
	
	
	-17276
	
	
	

	アルメニア
	CIS
	6004
	
	5832
	
	172
	
	
	-168
	
	
	110

	オーストラリア
	OCE
	75094
	4504
	71624
	1654
	1815
	
	
	16056
	
	
	1746

	オーストリア
	WEUR
	16921
	3650
	12715
	583
	3464
	148
	
	-3627
	10
	
	254

	ベルギー
	WEUR
	31661
	
	28887
	
	2506
	
	
	-561
	268
	
	4289

	ブルガリア
	EEUR
	23020
	
	20859
	
	1964
	
	
	-1582
	197
	
	238

	カナダ
	CAN
	125795
	18818
	112364
	2727
	8727
	
	1909
	-12000
	68
	
	1342

	クロアチア
	EEUR
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	チェコ
	EEUR
	45134
	
	43656
	
	1477
	
	
	-622
	
	
	.

	チェコスロバキア (Cz. + Slov.)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	デンマーク
	WEUR
	14257
	
	13881
	65
	274
	36
	
	-252
	
	
	1360

	エストニア
	CIS
	10308
	293
	10141
	
	167
	
	
	-3086
	
	
	.

	フィンランド
	WEUR
	16145
	5018
	14700
	955
	327
	
	
	
	
	164
	764

	フランス
	WEUR
	107865
	9353
	99359
	1174
	5785
	597
	
	-16259
	950
	
	4468

	ドイツ
	WEUR
	276682
	
	269136
	
	7546
	
	
	-9196
	
	
	5337

	ギリシア
	WEUR
	23277
	682
	21070
	
	2128
	51
	
	
	28
	
	2843

	ハンガリー
	EEUR
	19547
	
	18574
	
	973
	
	
	-1218
	
	
	.

	アイスランド
	WEUR
	586
	
	457
	22
	107
	
	1
	
	
	
	87

	アイルランド
	WEUR
	8378
	
	7919
	
	444
	
	
	-1407
	15
	
	320

	イタリア
	WEUR
	117984
	845
	109104
	642
	7505
	545
	
	-6807
	188
	
	3328

	日本
	JAP
	306691
	9531
	287172
	
	16035
	
	
	-22883
	3484
	
	8402

	カザフスタン
	CIS
	62833
	868
	61647
	
	1186
	
	
	-1094
	
	
	

	ラトビア
	CIS
	6756
	389
	6602
	
	154
	
	
	-2953
	
	
	.

	リヒテンシュタイン
	WEUR
	57
	
	
	
	
	
	
	-6
	
	
	.

	リトアニア
	CIS
	10782
	
	10181
	
	601
	
	
	-2413
	
	
	.

	ルクセンブルグ
	WEUR
	3477
	
	3309
	
	160
	3
	
	-80
	5
	
	30

	メキシコ
	LAM
	84172
	
	81003
	
	3169
	
	
	37052
	
	
	

	モナコ
	WEUR
	29
	
	29
	
	
	
	
	
	1
	
	.

	オランダ
	WEUR
	44007
	840
	42963
	115
	513
	3
	
	-409
	415
	
	11

	ニュージーランド
	OCE
	6884
	733
	6065
	168
	651
	
	
	-5697
	
	
	650

	ノルウェー
	WEUR
	9601
	1295
	7201
	518
	1832
	39
	
	-2615
	10
	
	568

	ポーランド
	EEUR
	103826
	
	101300
	14
	2512
	
	
	-12181
	
	
	.

	ポルトガル
	WEUR
	12852
	2963
	11804
	43
	933
	71
	
	-314
	
	
	562

	ルーマニア
	EEUR
	47048
	705
	45104
	
	1942
	
	
	-1540
	2
	
	.

	ロシア連邦
	CIS
	646991
	16364
	626973
	7391
	12627
	
	
	-106909
	
	
	3

	スロバキア
	EEUR
	16372
	493
	15432
	
	940
	
	
	-1161
	
	
	.

	スロベニア
	EEUR
	3800
	
	3626
	
	175
	
	
	-625
	
	
	.

	スペイン
	WEUR
	61752
	3356
	56616
	113
	4825
	
	
	
	
	198
	.

	スウェーデン
	WEUR
	15121
	5850
	13999
	14
	1033
	75
	
	-9373
	
	
	1147

	スイス
	WEUR
	12292
	
	10999
	15
	917
	0
	0
	-1189
	360
	0
	12292

	ウクライナ
	CIS
	191943
	0
	183293
	
	8650
	0
	0
	-14211
	0
	0
	191943

	英国
	WEUR
	159319
	1050
	152207
	3131
	3802
	
	
	5840
	180
	
	5822

	米国
	USA
	1344245
	57136
	1327091
	2291
	14864
	
	
	-311509
	
	
	27070

	ウルグアイ
	LAM
	1047
	588
	984
	
	63
	
	
	538
	
	
	115

	ソ連邦諸国
	
	935617
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	ユーゴスラビア
	
	
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	附属書I国合計
	3916500
	143868
	3766412
	21636
	118374
	1569
	1910
	-530791
	6180
	362
	274877


これらのデータは、以下のように、附属書I諸国とIMAGE諸国とを統合できる。

表 A2
UNFCCCデータベースによる、IMAGE諸国中の附属書I国の1990年CO2排出量

	IMAGE 地域
	1990年CO2国内総排出量​
	バイオマスからの排出
	燃料燃焼からの排出
	燃料の漏出からの排出
	工業プロセスからの排出
	有機溶剤及び他の利用からの排出
	農業からの排出
	土地利用変化と森林からの排出
	廃棄物からの排出
	その他
	国際バンカー油からの排出

	
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C
	Gg C

	カナダ
	125795
	18818
	112364
	2727
	8727
	0
	1909
	-12000
	68
	0
	1342

	USA
	1344245
	57136
	1327091
	2291
	14864
	0
	0
	-311509
	0
	0
	27070

	LAM
	112850
	588
	108551
	250
	4049
	0
	0
	20313
	0
	0
	115

	西欧
	932263
	34903
	876353
	7391
	44100
	1569
	1
	-46257
	2430
	362
	43482

	東欧
	258748
	1198
	248552
	14
	9983
	0
	0
	-18929
	199
	0
	238

	CIS
	935617
	17913
	904670
	7391
	23557
	0
	0
	-130834
	0
	0
	192057

	オセアニア
	81978
	5237
	77690
	1822
	2466
	0
	0
	10360
	0
	0
	2396

	日本
	306691
	9531
	287172
	0
	16035
	0
	0
	-22883
	3484
	0
	8402

	附属書I国　合計
	3916500
	143868
	3766412
	21636
	118374
	1569
	1910
	-530791
	6180
	362
	274877


大半の非附属書I諸国については、中南米を除いて入手可能なデータはない (メキシコ､アルゼンチン､ウルグアイからのデータはある)。これら3カ国の数値は、中南米全体からの排出についてのデータと比較すべきではない。東ヨーロッパのIMAGE地域には、旧ユーゴ諸国を除く旧ソ衛星国がすべて含まれる。IMAGE地域のCISはすべて旧ソ連邦諸国である。データは、附属書I国に準じた国々 (ロシア連邦、バルト海諸国、ウクライナ) 及びカザフスタンからのものが有効である。オセアニアのIMAGE地域では、小島嶼国からの排出データが欠落しているが、これらはオーストラリアやニュージーランド (いずれのデータも含まれる) と比べればごく小規模のものである。

京都議定書の排出削減
表A3は、附属書I国の2012年の温室効果ガス排出削減目標を示す
表A3：京都議定書に基づく、2012年の附属書I国の温室効果ガス排出削減目標
	国名
	IMAGE 地域
	1990年国内CO2排出
	2012年の削減率(％)

	オーストラリア
	OCE
	75094
	108

	オーストリア
	WEUR
	16921
	92

	ベルギー
	WEUR 
	31661
	92

	ブルガリア
	EEUR
	23020
	92

	カナダ
	CAN
	125795
	94

	クロアチア
	EEUR
	
	95

	チェコ
	EEUR
	45134
	92

	チェコスロバキア (チェコ+スロバキア)
	
	
	

	デンマーク
	WEUR
	14257
	92

	エストニア
	CIS
	10308
	92

	フィンランド
	WEUR
	16145
	92

	フランス
	WEUR
	107865
	92

	ドイツ
	WEUR
	276682
	92

	ギリシア
	WEUR
	23277
	92

	ハンガリー
	EEUR
	19547
	94

	アイスランド
	WEUR
	586
	110

	アイルランド
	WEUR
	8378
	92

	イタリア
	WEUR
	117984
	92

	日本
	JAP
	306691
	94

	ラトビア
	CIS
	6756
	92

	リヒテンシュタイン
	WEUR
	57
	92

	リトアニア
	CIS
	10782
	92

	ルクセンブルグ
	WEUR
	3477
	92

	モナコ
	WEUR
	29
	92

	オランダ
	WEUR
	44007
	92

	ニュージーランド
	OCE
	6884
	100

	ノルウェー
	WEUR
	9601
	101

	ポーランド
	EEUR
	103826
	94

	ポルトガル
	WEUR
	12852
	92

	ルーマニア
	EEUR
	47048
	92

	ロシア連邦
	CIS
	646991
	100

	スロバキア
	EEUR
	16372
	92

	スロベニア
	EEUR
	3800
	92

	スペイン
	WEUR
	61752
	92

	スウェーデン
	WEUR
	15121
	92

	スイス
	WEUR
	12292
	92


	ウクライナ
	CIS
	191943
	100

	英国
	WEUR
	159319
	92

	米国
	USA
	1344245
	93

	ソ連邦諸国
	
	935617
	

	ユーゴスラビア
	
	
	

	附属書I国合計 
	
	3916500
	


＊
他の国々 (非附属書I国) については排出量の増加を認める。
これらのデータは、表A4で示すとおり、13のIMAGE地域で個別に分けることもできる。FAIRモデルの中で京都議定書を実施する最初のアプローチとして、温室効果ガス全体の排出削減比率 (％) は、附属書I国の化石燃料燃焼と工業プロセスからのCO2排出のみに適用されてきた。附属書I国のその他の人為的CO2排出量は、これらエネルギーや工業関連排出と比べるとわずかであり、1990年レベルでとどまるだろうと予測される。同様の削減比率が、人為的メタン及びN2Oの排出にも適用されている。京都議定書で規制されるハロカーボン類 (HFC類､ PFC類) の排出には追加削減比率の適用はなく、IPCC B1排出シナリオに従う。
表 A.4
IMAGE地域の附属書I国についての、京都議定書をベースとした2012年の温室効果ガス排出削減目標
	IMAGE 地域
	UNFCCC

CO2 国内総排出量
	2012年の平均削減比率
	UNFCCC 
2012年のCO2総排出量


	カナダ
	125795
	0,94
	118248

	USA
	1344245
	0,93
	1250148

	西欧
	932263
	0,92
	858651

	東欧
	258748
	0,93
	240515

	CIS
	935617
	0,92
	864553

	オセアニア
	81978
	1,07
	87985

	日本
	306691
	0,94
	288289

	附属書I国計
	3916500
	0,95
	3708390



UNFCCC と CDIAC 排出データベースとの比較
FAIRモデルでは、化石燃料燃焼と工業プロセスからの過去のCO2排出量は、CDIACのCO2排出データベースに基づいている。FAIRモデルでの京都議定書実施については、化石燃料燃焼と工業プロセスからの2012年のCO2最終排出量を附属書I国に盛り込みたい。この必要事項は以下を意味している：UNFCCCデータベースとCDIACデータベースとの、化石燃料燃焼と工業プロセスからの1990年CO2排出量は、大幅に異なるべきでない。でなければ1990年CDIACのCO2排出量 (FAIRで実施されたように) と、2012年UNFCCCのCO2最終排出量との間の削減量は、京都議定書の実質削減比率から大きく異なることになる。
UNFCCC排出データベースと、CDIACデータベースとの、1990年のCO2排出量 (京都議定書基準年) の比較が必要である。
定義の相違
· CDIACデータベースの中のCO2排出量合計の国については、以下のカテゴリを統合する：ガス燃料､液化燃料､固形燃料､ガス燃焼ならびにセメント製造､バンカー油からの生産物。UNFCCCでは、化学供給原料からの排出は合計値に含むが国際バンカー油は含まない点を除き、合計値はCDIACデータベースと同じカテゴリである。

従って、バンカー油起源の排出量を除くCDIACデータベースからの排出データと、燃料漏出や工業プロセス以外の化学供給原料からの排出を除くUNFCCCデータベースとの比較を行うべきである。この比較は表A5に示す。
表 A.5
UNFCCCデータベース及びCDIACデータベースから抽出した、IMAGE各地域の1990年のCO2排出データ (GgC/年)。
	IMAGE 地域
	1990年 
UNFCCC 
CO2総排出量
	1990年 UNFCCC
CO2 排出量
(化学供給原料からの排出を除く)
	1990年
UNFCCC
燃焼＋燃料排出からの
CO2排出量
	1990年

CDIAC

CO2総排出量 (バンカー油を除く)
	CDIAC 合計/ FCCC 合計 CO2排出量
	CDIAC 合計/ FCCC 合計

化学供給原料を除く
	CDIAC 合計 / FCCC 合計 
化学供給原料を除く

	カナダ
	125795
	117068
	115091
	111798
	0,89
	0,95
	0,97

	USA
	1344245
	1329382
	1329382
	1316589
	0,98
	0,99
	0,99

	西欧
	932263
	886594
	883744
	873149
	0,94
	0,98
	0,99

	東欧
	258748
	248764
	248566
	269034
	1,04
	1,08
	1,08

	CIS
	935617
	912061
	912061
	1011473
	1,08
	1,11
	1,11

	オセアニア
	81978
	79512
	79512
	79041
	0,96
	0,99
	0,99

	日本
	306691
	290656
	287172
	292212
	0,95
	1,01
	1,01

	附属書I国
	3916500
	3796557
	3788048
	3953296
	1,01
	1,04
	1,02


この表では1990年CO2排出量について、CDIACデータベースからの値 (バンカー油からの排出を除く) と、UNFCCCデータベースからの値 (化学供給原料からの排出を除く) との、わずかな差が見える (東欧とCISを除く)。これら2つの地域では、CDIACデータはUNFCCCデータより幾分高い。それは旧ユーゴスラビア、ベラルーシ、モルドバ、コーカサス諸国といった国々の排出目録データが、UNFCCCデータベースの中にないためである。
最後に、京都議定書に集約されたように、附属書I国の2012年最終CO2排出レベルはFAIRモデルで実施できる。CDIACの1990年CO2排出量 (FAIRで実施されるように) とUNFCCCの2012年CO2最終排出量との間の削減量は、京都議定書が示すように、削減率と同様である。
注：FAIRのCO2最終排出量のデータは、CDIACデータベースでの化石燃料燃焼とセメント生産のCO2排出量に基づいており、バンカー油や化学原料供給についてはEDGARデータベースによった。後者については、前者と対照的に、1990年にUNFCCCデータとの間に大きな差が認められる。しかしこれらの排出量には大きな不確実性があり、しかも総排出量のわずか5～10％しか占めていないことから、欠陥は微小であるとみられ、将来のFAIR改訂版でより詳しい分析が成されることだろう。
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例：


米国の排出量 (t) 					= 1.7 GtC;


排出負荷 (t+1) 					= 0.5 GtC;





負荷分担キーにおける米国のシェア		= 37%





米国の許容可能な排出、 (t+1)基準 		= 1.7 - (0.37 *0.5) 


= 1.52GtC








(t)





(t+1)





米国:37








非参加国








非参加国





ベースライン排出


非参加国

















人口





(ワールドスキャン)








世界経済





気温の変化


(地域的な属性)


(regional attribution)





濃度の変化


(地域的な属性)





地域排出と


土地利用変化








地球炭素循環モデル：


Goudriaan& Ketner の地球炭素循環 (IMAGE 2)。8つの土地利用タイプを伴う(しかし地理的には明らかでない) 


海洋炭素循環：Maier-Reimer&Hasselmanの重畳積分


他のC-循環モデル：


(Bern,Magicc) 


(オプション)





大気化学モデル：


IMAGE 2：化学モデル





地球気候変動モデル：


MAGICC気候気候変動モデル、


及び


地球気温上昇


(約10のAOGCMへの対応機能：CSIRO, ECHAM, Hadley)





海面上昇モデル：


IMAGE 2：Oerlemans








meta-IMAGEと他のSCM
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� IMAGE2.1に含まれる地域は、カナダ､米国､中米､アフリカ､OECD加盟の欧州各国､東欧､CIS､中東､インド及び南アジア､中国及び中央アジア､西アジア､オセアニア､日本である。選ばれた国とは、現在はオーストラリア､ドイツ､日本､オランダ､米国､ブラジル､中国､インド､メキシコ､南アフリカである。


� 附属書B国：オーストラリア､オーストリア､ベルギー､ブルガリア､カナダ､クロアチア､チェコ､デンマーク､エストニア､欧州連合､フィンランド､フランス､ドイツ､ギリシア､ハンガリー､アイスランド､アイルランド､イタリア､日本､ラトビア､リヒテンシュタイン､リトアニア､ルクセンブルグ､モナコ､オランダ､ニュージーランド､ノルウェー､ポーランド､ポルトガル､ルーマニア､ロシア､スロバキア､スロベニア､スペイン､スウェーデン､ウクライナ､英国､米国。附属書I国は、京都議定書から附属書B国とほぼ同一である（クロアチア､リヒテンシュタイン､スロベニア､ウクライナを除く）。


� 前述したように、FAIRモデルの現行バージョンは経済モデルを含んでいない。従って、結果ベースだけでなく、負荷分担へのコスト-便益アプローチについてもこのモデルには含まれていない。


� 京都議定書の交渉中、ブラジルが、地球温暖化に相対的に貢献する排出抑制へのを、附属書I貢献とリンクするための提案を行った。


� Global Commons Instituteのウェブサイトは、http://www.gci.org.uk


� IMAGE地域は､カナダ､アメリカ､中米､アフリカ､欧州のOECD加盟国､東欧､CIS､中東､インド＋東南アジア､中国＋中央アジア､西アジア（中東）､オセアニア､日本である。選ばれた国とは現在はオーストラリア､ドイツ､日本､オランダ､米国､ブラジル､中国､インド､メキシコ､南アフリカである。


� メタモデルは、より詳細で専門家モデルと呼ばれる、オリジナルモデルを高度に統合･単純化して示すものであり、それには以下の2つの要求を実行しなければならない：(i) 柔軟性があり透明で、迅速なシミュレーションツールである､ (ii) このモデル構造と結果は、オリジナルで専門家モデルであり経験的なデータに対して広範囲にわたり有効にされなければならない。


� IMAGE2.1 IPCC/SRES A1及びB1排出シナリオは、IPCC/SRES A1及びB1排出シナリオのIMAGE2.1での実施である (Nakicenovic等, 2000年)。IPCC SRES B1排出シナリオのIMAGE2.1での実施はまた、IPCC SRES B1排出シナリオ群の起点markerでもあり(Nakicenovic等, 2000年)、従ってIPCC SRES B1排出シナリオに対応するものである。このシナリオは、de Vries等（2000年）が詳細に解説している。


�  IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 および B1 排出シナリオは、IPCC SRES A1 および B1 排出シナリオのIMAGE2.1での実施である (Nakicenovic 他, 2000年)。IPCC SRES B1排出シナリオのIMAGE2.1での実施はIPCC SRES B1排出シナリオ群の指標markerでもあり (Nakicenovic他, 2000年)、従ってIPCC SRES B1 排出シナリオに対応する。このシナリオはde Vries 他 (2000年)で詳しく解説されている。


� 他のGHGやSO2の排出量については次の項で説明する。


� IMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 および B1 排出シナリオは、IPCC SRES A1 および B1 排出シナリオのIMAGE2.1実施である (Nakicenovic 他, 2000年)。IPCC SRES B1排出シナリオのIMAGE2.1実施はIPCC SRES B1排出シナリオ群の指標makerでもあり (Nakicenovic他, 2000年)、従ってIPCC SRES B1 排出シナリオに対応する。このシナリオはde Vries 他 (2000年)で詳しく解説されている。


� グラフの線を負の値にまでドラッグすれば、純吸収量を土地利用起源CO2排出シナリオに盛り込むこともできる。


� 低いほうの値はIS98 A1･IS98 B1シナリオに対応し (IMAGE 2モデル バージョン2.1 IPCC SRES99によるシミュレーション)、高いほうの値は IMAGEベースラインA, B ,C シナリオに対応する (Alcamo他, 1998年) (IMAGE 2モデル バージョン2.1によるシミュレーション)。 


� 低いほうの値はIMAGE 2.1 IPCC/SRES A1 と IMAGE 2.1 IPCC/SRES B1 シナリオ (IMAGE 2 モデル バージョン2.1 IPCC/SRES 99によるシミュレーション)に対応し、高いほうの値はIMAGE Baseline A, B, C シナリオ(Alcamo他, 1998年)に対応する (IMAGE 2 モデル バージョン2.1によるシミュレーション)。 


� “他の地域での人為的GHG排出量を含む inclusion of the other anthropogenic regional greenhouse gas emissions”のオプションは、目標シナリオ＝レファレンスシナリオの時のみ有効となる。それは、ユーザー自身が構築する排出シナリオにも安定化シナリオにも、人為的CH4･N2O排出についての地域仕様は存在しないためである。負荷分担の計算は人為的CO2排出量の地域配分のみに重点を置く。


� 土地関連CO2総排出量を安定化するには、地域での年間削減量が、その地域での人口増加と等しくなければならない。 


� 経済の最終炭素強度は、ベースラインシナリオによりGDPを利用する。従って、CO2排出削減の結果としての将来のGDP減少については明らかにしない。 


� den Elzen他 (1999年).も参照


� 経済の最終炭素強度は、ベースラインシナリオに従ってGDP傾向を用い、そのためCO2排出削減の結果として起こり得るGDP減少については考慮しない。 
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84
83

_1024134982.unknown

_1024296191.unknown

_1035104368.unknown

_1024134990.unknown

_1024140758.unknown

_1023201263.unknown

_1023958524.unknown

_1023960618.unknown

_1018958596.unknown

